
 

 

 

 

伊那中央行政組合 

伊那中央病院経営改革プラン 
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令和 3年 3月策定 



 



病院理念 

1 地域住民の健康維持に尽力します 

2 地域社会が求める医療を提供します 

3 医療の発展に寄与します 

 

基本方針 

  1 地域完結医療を目指し、主に急性期医療、高度専門医療、24 時間救急医療及

び回復期医療を担います 

2 地域の中核病院として感染症医療、災害時医療を担います 

3 患者中心に、安全・安心で良質な医療を提供します 

4 人権を尊重し、快適な医療環境を提供します 

5 地域住民の疾病予防と病後の早期社会復帰をはかります 

6 研究・教育・研修機能を高め、人材育成に努めます 

7 健全な経営に努め、職員がやりがいの持てる職場を作ります 

 

 診療を受ける方の権利 

1 安全に配慮した適切な医療を公平に受けられます 

2 自らの価値観が尊重されます 

3 自らの病状、診療法、見通しについて納得できるまで説明を受けられます 

4 自らの診療法について自らの意思で選択できます 

5 診療のどの段階でも他の医師の意見（セカンドオピニオン）を聴くことが 

  できます 

6 自らの診療記録の開示を求めることができます 

7 自らの医療について秘密が守られます 

 

診療を受ける方の責任 

1 自らの病状について正確にお知らせください 

2 自ら選択した治療法を積極的に受けるようにしてください 

3 よい療養環境を保つため当院の規則を守ってください 

4 危険な事態を避けるため職員との連携を密にしてください 

5 他の来院者の診療に支障を来さないようにしてください 

 

 当院の倫理方針 

1 医療の質の向上に努めます 

2 医療記録を適正に管理します 

3 人権を尊重し、守秘義務を守ります 

4 安全管理を徹底します 

5 地域の医療機関との密接な連携に努めます 

令和3年1月25日改正 
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１．計画の基本事項 

（１）計画の趣旨 

当院は、平成 15年 4月 1日に伊那市営伊那中央総合病院を移転新築し、新たに伊那中央

行政組合（伊那市、高遠町（現伊那市）、箕輪町、南箕輪村、長谷村（現伊那市））による組

合立病院として開院しました。地方自治法に基づき伊那市、箕輪町、南箕輪村によって組織

された一部事務組合が開設する自治体病院であり、地方公営企業法の財務規定等を適用し、

独立採算を原則とした、公共の福祉を増進するための地方公営企業です。 

本計画は、平成 29年 3月に従前の経営改革プランを引き継ぎ策定された新経営改革プラ

ン(中長期計画）を継続・更新して第二期新経営改革プラン(中長期計画）として策定するも

のです。 

関係市町村病院建設 

マスタープラン（H10.1策定） 

  

継続・更新  ●H15.4開院 

運営計画（中長期計画） 

（H16～H20：H17.3策定) 

 ●H16.9病院機能評価 ver.4.0受審 

H17.9認定（5年間） 

①医療提供体制の整備 ②救急・災害医療 

③経営の健全化 

 経営改革プラン 

（H21～H23：H21.3策定) 

継続・更新 拡充    ○総務省「公立病院改革ガイドライン」

（H19.12)に基づく 

①経営効率化 ②再編・ネットワーク化 

③経営形態の見直し 

経営改革プラン（5カ年計画） 

（H21～H25：H22.2策定) 
 

○運営計画（中長期計画）を引き継ぐ 

○経営改革プランをより実効性の高い

計画とするため、具体的施策（アクシ

ョンプラン）を盛り込む 

 ●H22.7病院機能評価 ver.6.0更新受審 

H22.9認定（5年間） 

継続・更新   

第三次中長期計画（経営改革プラン） 

（H26～H30：H26.3策定） 

  

●H27.8病院機能評価3rdG ver.1.1更新受審 

 H27.12認定（5年間：H27.10～R02.9） 
継続・更新  

新経営改革プラン(中長期計画） 

（H28～R02：H29.3策定） 

 ○総務省「公立病院改革ガイドライン」

（H27.3）に基づく→R02改定見送り 

＋④地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

継続・更新  ●病院機能評価3rdG ver.2.0更新受審延期 

第二期新経営改革プラン(中長期計画） 

（R03～R05：R03.3策定） 

   

○経営改革プラン作成プロジェクトチーム：計画の検討、調整、作成 

○管理会議：基本方針、計画の決定 

○経営戦略委員会：計画の推進、進行管理 

○各部署：部署別計画、アクションプラン、大規模事業計画の作成、計画、推進 
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（２）計画期間 

令和 2 年から急拡大した新型コロナウイルス感染症に柔軟に対応するため、本計画の対

象期間は、令和 3年度から令和 5年度までの 3か年とします。 

 

（３）計画の位置づけ 

   本計画は、長野県の信州保健医療総合計画に則ることを基本とし、上伊那広域連合および

構成市町村の各計画を踏まえて策定します。 

 

（４）推進体制 

・ 計画をより実効のあるものとするために、具体的な施策展開や目標等を記載します。 

・ 計画推進および目標達成のため、部署ごとにアクションプランおよび大規模事業計画

を作成し、毎年度点検・評価・見直しを行います。 

・ 計画を推進するため、院内の経営戦略委員会で進行管理を行い、各部署が見直したア

クションプランおよび大規模事業計画を決定します。 

・ アクションプランは毎年度末に病院ホームページ上に公表します。大規模事業計画は

予算編成の指針とします。 

長野県  上伊那広域連合  構成市町村  伊那中央行政組合 

信州保健医療総

合計画 

（H30～R04） 

≪個別計画≫ 

･ 第 7 次長野県保健医

療計画 

･ 第 3 次長野県健康増

進計画 

・長野県母子保健計画 

・長野県医療費適正化

計画（第 3期） 

・長野県がん対策推進

計画 

・長野県歯科保健推進

計画 

・長野県アルコール健

康障害対策推進計画 

・長野県の感染症の予

防のための施策の実

施に関する計画 

・長野県肝炎対策推進

計画 

･ 地域医療構想 

 広域計画 

（R02～R06） 

 

 伊那市 

第 2次総合計画 

（R01～R10） 

 伊那中央病院 

第二期新経営改

革プラン（中長期

計画） 

（R03～R05） 
箕輪町 

第 5次振興計画 

（H28～R07） 

南箕輪村 

第 5次総合計画 

（H28～R07） 
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【第二期新経営改革プラン（中長期計画）策定および進行管理】 

令和 2年 8月～ 
第二期新経営改革プラン検討 

アクションプラン検討 
 

   

令和 3年 1月 管理会議に提案・決定 
 

 

   

令和 3年 2月 運営審議会にて報告・承認 
 

 

   

令和 3年 3月 ホームページ上で公表 
 

 

   

アクションプラン・大規模事業計画の見直し（毎年度） 

 

 

 

 

Plan 

プラン・計画の見直し 

経営戦略委員会による決定（1月） 

 

 

 

   

 
Act 

プラン・計画の改善（9月） 
 

Do 

プラン・計画の実行（通年） 
 

   

 

 

 

Check 

プラン・計画の点検、評価（8月） 

 

 

 

 

   

 
アクションプランをホームペー

ジ上で公表（3月） 
 

   

令和 5年度 中長期計画見直し 
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２．長野県の地域医療構想の状況 

・ 長野県策定の地域医療構想では、長野県の入院患者の総数は 2030(令和 12)年に 2013(平成

25)年と比較して 1割程度増加し、その後減少することが見込まれています。また、75 歳

以上の入院患者数については 3割程度増えると見込まれています。 

【入院医療需要の変化率（2013年度(H25)＝1）】 

 

・ 2025(令和 7)年度に必要と見込まれる病床数は、県全体では 16,839 床と推計されていま

す。2016(平成 28)年度の病床機能報告による許可病床数は県全体で 19,760 床となってお

り、2025(令和 7)年度の病床数の推計値と比較すると 2,921 床多くなっています。また、

2016(平成 28)年度の稼働病床数は 18,699 床となっており、推計値との差は 1,860 床とな

っています。 

・ 上伊那の 2025(令和 7)年度に必要と見込まれる病床数は 1,153 床と推計されています。 

2016(平成 28)年度の病床機能報告による稼働病床数は 1,223 床となっており、2025(令和

7)年度の病床数の推計値と比較すると 70 床多くなっています。推計は、現在の医療機関

所在地に各区域からの患者流出入が続いた状態で将来の人口構造に移行すると仮定した

「医療機関所在地ベース」で行われていますが、将来に向けて、各構想区域・医療機関が

医師の確保や医療提供体制の充実に取り組むことにより、入院医療が地域で完結する「患

者住所地ベース」の推計値に近づくことも考えられるため、「①高度急性期は医療機関所在

地ベース、②急性期、③回復期、④慢性期は患者住所地ベース」の推計値も併せて示され、

その推計による 2025(令和 7)年度の必要病床数は上伊那では 1,328 床となり、2016(平成

28)年度の病床数と比較すると 105 床の不足が見込まれていましたが、2018(平成 30)年度

における病床数は、有床診療所の開設などにより 21床増えて 1,244床となり、84床の不

足が見込まれています。 
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【2016年度(H28)の病床数と 2025年度(R07)の病床数必要量推計値との比較】 

 

【2025年度(R07)における病床数の必要量の推計】 

 
医療機能 

2016年度(H28) 

稼働病床数 

2025年度(R07) 

病床数推計値 

①医療機関所在地 

②③④患者住所地 

長野県 ①高度急性期  1,907床 1,908床 

 ②急性期  6,551床 6,549床 

 ③回復期  5,121床 5,122床 

 ④慢性期  3,260床 3,260床 

 計 18,699床 16,839床 16,839床 

上伊那 ①高度急性期  119床 119床 

 ②急性期  432床 519床 

 ③回復期  381床 450床 

 ④慢性期  221床 240床 

 計 1,223床 1,153床 1,328床 

  2018年度(H30) 

稼働病床数 
長野県地域医療構想より 

上伊那 計 1,244床 1,153床 1,328床 

長野県病床機能報告結果より 
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・ 入院患者の圏域を越えた 1日当たりの流出入の状況は以下のとおりです。全県的な傾向と

して、大学病院等の医療機関が集中する松本医療圏には周辺の医療圏から高度急性期・急

性期・回復期の入院患者が流入しています。また、上小医療圏には、回復期や慢性期の患

者が流入しているという傾向が見られます。 

【二次医療圏間の入院患者の流出入の状況（2013年度(H25)、10 人/日以上）】 

 
長野県地域医療構想より 
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３．上伊那医療圏の現状と課題 

・ 信州保健医療総合計画により、医療機能の連携と施策の効率的な推進を図る地域単位とし

て、上伊那圏域は次のように設定されています。 

三次医療圏 
（医療法） 

二次医療圏 
（医療法） 

一次医療圏 

専門性の高い
高度・特殊な保
健医療サービ
スが行われる
区域 

都市と周辺地域を一体とした広域的な日常社会生活圏で、
高度・特殊な医療を除いた入院医療や包括的な保健医療サ
ービスが行われる区域 

住民ひとり一人の健康管理
活動、日常的に多発する一般
的な疾病への対応等、住民の
日常生活に密着した保健医
療サービスが行われる区域 

県全
域 

4圏域 圏域 区域 人口 面積 保健所 市町村（数） 

南信 上伊那 
伊那市 
駒ケ根市 
上伊那郡 

184,305人 

※H27.10.1現在 

 国勢調査人口 

1,348.40
㎢ 

伊那 
保健所 

8 

・ 長野県は信州保健医療総合計画の策定に当たり、厚生労働省の医療計画作成指針において

「人口が 20万人未満の二次医療圏について、流入患者割合が 20％未満であり、流出患者

割合が 20％以上である場合、その設定の見直しについて検討する」こととされたため、

上伊那医療圏を見直しの検討対象としましたが、県民誰もが身近なところで安全かつ効率

的で質の高い医療を受けることができる体制を目指して、「５疾病・５事業について、二

次医療圏内で対応することを基本としつつ、医療の高度化・専門化に圏域で対応できない

ものについては隣接する医療圏との連携体制を強化する」取り組みを進めていることと

2017(平成 29)年 3月策定の地域医療構想において二次医療圏を構想区域として設定した

ことから従来どおり 10の二次医療圏を設定しました。 

・ 二次医療圏の流入・流出患者割合は、平成 20年と比較すると流入割合が増え、流出割合

も抑制が進んだものの、依然として「流出型」に近い傾向にあります。 

・ 上伊那二次医療圏の医療提供体制については、「公立３病院を中心とした医療提供体制の 

更なる機能分化・連携を進め、医療提供体制を充実・強化」する改善策を中心とした取

り組みにより充実・強化していくこととされています。 

【二次医療圏の流入・流出患者割合】 

 
平成29年 厚生労働省 患者調査結果の分析 

○は平成20年患者調査結果の分析(第3回長野県医療審議

会保健医療計画策定委員会資料より) 

 医療圏 流入患者割合 流出患者割合 

佐久医療圏 16.7％ 11.8％ 

上小医療圏 25.0％ 21.1％ 

諏訪医療圏 11.1％ 15.8％ 

上伊那医療圏 7.7％ 14.3％ 

飯伊医療圏 6.7％ 12.5％ 

木曽医療圏 0.0％ 66.7％ 

松本医療圏 17.8％ 5.1％ 

大北医療圏 0.0％ 50.0％ 

長野医療圏 11.1％ 5.9％ 

北信医療圏 14.3％ 33.3％ 

※療養病床及び一般病床の入院患者 
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【上伊那医療圏の流出患者割合】（単位：％） 

 

 上伊那医療圏内在住入院患者の受療先割合 

医療圏 割合 

佐久医療圏 - 

上小医療圏 0.0％ 

諏訪医療圏 7.1％ 

飯伊医療圏 0.0％ 

木曽医療圏 - 

松本医療圏 7.1％ 

大北医療圏 - 

長野医療圏 0.0％ 

北信医療圏 - 

その他 - 

上伊那医療圏 85.7％ 

計 100.0％ 

※患者住所地から推計 

※療養病床及び一般病床の入院患者 

 
平成29年厚生労働省患者調査結果の分析 

・ 上伊那医療圏における医療提供体制の概要は次のとおりです。 

【地域医療の機能分担と連携のイメージ】 

 

- 8 -



 

・ 国は、団塊の世代が 75歳以上となる 2025(令和 7)年を目途に、重度な要介護状態となって

も住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・

医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を推進して

います。上伊那地域においても、今後認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高

齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。高齢化の

進展状況には大きな地域差が生じていることから、地域包括ケアシステムは地域の自主性や

主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。 

【地域包括ケアシステムのイメージ】 

 
 

 

 

伊那中央病院 
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（１）保健医療者・病床・医療施設 

・ 人口 10万人あたりの上伊那の保健医療者数の現状は、医師、看護師が県内では木曽に次い

で少なく、薬剤師も大北、木曽、飯伊、北信に次いで少なく、県平均、全国平均を大きく

下まわっています。 

・ 人口 10万人あたりの一般診療所数も、県内では上小、北信、木曽に次いで少なく、県平均、

全国平均を大きく下まわっている状況です。 

【医療圏別保健医療者数、病床数、医療施設数】 

医療圏 医 師 
歯 科 

医 師 
薬剤師 保健師 

（准） 

看護師 

歯 科 

衛生士 
病床数 病 院 

一 般 

診療所 

歯 科 

診療所 
薬 局 

佐久 
502 

240.8  

150 

71.9  

397 

190.4  

183 

87.8  

2,909 

1395.1  

241 

115.6  

2,614 

1253.6  

14 

6.7  

153 

73.4  

102 

48.9  

108 

51.8  

上小 
313 

159.2  

134 

68.1  

436 

221.7  

129 

65.6  

2,495 

1268.7  

196 

99.7  

2,781 

1414.1  

16 

8.1  

121 

61.5  

89 

45.3  

105 

53.4  

諏訪 
473 

239.8  

144 

73.0  

388 

196.7  

131 

66.4  

2,573 

1304.4  

249 

126.2  

2,134 

1081.8  

11 

5.6  

141 

71.5  

100 

50.7  

88 

44.6  

上伊那 
279 

152.1  

121 

66.0  

324 

176.6  

151 

82.3  

2,059 

1122.2  

249 

135.7  

1,655 

902.0  

10 

5.5  

134 

73.0  

86 

46.9  

74 

40.3  

飯伊 
312 

194.0  

95 

59.1  

268 

166.6  

135 

83.9  

2,113 

1313.8  

136 

84.6  

1,847 

1148.4  

10 

6.2  

134 

83.3  

81 

50.4  

63 

39.2  

木曽 
37 

133.0  

14 

50.3  

44 

158.2  

38 

136.6  

310 

1114.4  

12 

43.1  

259 

931.1  

1 

3.6  

19 

68.3  

12 

43.1  

10 

35.9  

松本 
1,602 

375.2  

529 

123.9  

1,171 

274.3  

320 

74.9  

5,719 

1339.5  

593 

138.9  

5,282 

1237.1  

28 

6.6  

368 

86.2  

223 

52.2  

189 

44.3  

大北 
128 

216.7  

34 

57.6  

91 

154.1  

64 

108.4  

755 

1278.4  

67 

113.4  

626 

1059.9  

2 

3.4  

53 

89.7  

24 

40.6  

24 

40.6  

長野 
1,142 

211.2  

370 

68.4  

1,125 

208.0  

361 

66.8  

6,590 

1218.7  

629 

116.3  

6,654 

1230.5  

34 

6.3  

402 

74.3  

275 

50.9  

249 

46.0  

北信 
142 

163.8  

48 

55.4  

149 

171.9  

88 

101.5  

1056 

1218.3  

70 

80.8  

929 

1071.8  

3 

3.5  

56 

64.6  

33 

38.1  

41 

47.3  

県計 
4,930 

236.1  

1,639 

78.5  

4,393 

210.4  

1,600 

76.6  

26,579 

1272.8  

2,442 

116.9  

24,781 

1186.7  

129 

6.2  

1,581 

75.7  

1,025 

49.1  

951 

45.5  

全国 
319,480 

251.7  

104,533 

82.4  

301,323 

237.4  

51,280 

40.4  

1,472,508 

1160.1  

123,831 

97.6  

1,664,525 

1311.3  

8,442 

6.7  

101,529 

80.0  

68,940 

54.3  

58,678 

46.2  

時 点 平成 28年 12月31日現在 平成 28年 12月31日現在 
平成 28

年度末 

（注）1 

2 

 

 

3 

4 

5 

上段は実数､下段は人口 10万対率 

率に用いた人口：  

・医療圏別は、10月 1日現在 情報統計課「毎月人口異動調査」結果による 

・県計及び全国は、10月 1日現在 総務省統計局の「推計人口（総人口）」による 

医師・歯科医師・薬剤師の「総数」については、無職の者を含む 

保健師・（准）看護師・歯科衛生士については業務従事者数 

病床数は、病院及び一般診療所の計である 

平成29年版長野県衛生年報（平成28年3月発行）より 
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・ 病床数は、医療法に基づき次のとおり定められています。上伊那では、基準病床数に対し

許可病床数、稼働病床数ともに下回っています。 

【上伊那の療養病床及び一般病床数（平成 30年 7月 1日時点）】 

医療圏 基準病床数 A 許可病床数 B 稼働病床数 C B－A C－A 
 

上伊那 1,393 床 1,321 床 1,244 床 -72 床 -149 床 
長野県ホームページより 

※ 基準病床数は第7次保健医療計画による（令和元年11月1日現在） 

※ 許可病床数は平成30年度病床機能報告の状況による（平成30年7月1日現在） 

【上伊那保健医療圏の医療施設（病院のみ）】 
令和2年12月現在 

病院名 開設者 
許可 

年月日 
所在地 

稼働病床数 

診療科目 備考 高度

急性

期 

急性

期 

回復

期 

慢性

期 

精神 結核 感染

症 

計 

長野県立こころ

の医療センター

駒ヶ根 

地方独立行政法

人長野県立病院

機構 

S31.9.16 駒ケ根市       129     129 精   

伊那中央病院 伊那中央行政組

合 

H12.2.1 伊那市 116 238 36       4 394 内外小整皮泌[産婦]眼耳

リハ放麻形[脳神経外

科][脳神内][呼吸器内

科][消化器内科][循環器

内科][呼外]心救[歯

口][乳腺内分泌外科][腫

瘍内科][腎臓内科][病理

診断科][消化器外科][美

容外科][放診][放治] 

救ｾﾝ 

救告 

災害 

人ド 

透析 

昭和伊南総合病

院 

伊南行政組合 S57.5.6 駒ケ根市 12 160 67         239 内循外小整脳皮泌[産婦]

眼耳リハ放麻歯形[神内]

消 

救告 

人ド 

透析 

町立辰野病院 辰野町 H23.5.9 上伊那郡

辰野町 

  100         100 内外小[産婦]眼耳整皮泌 救告 

人ド 

透析 

医療法人保健同

人会田中病院 

医療法人保健同

人会 

H17.3.29 伊那市     72       72 内外[消化器内科][循環

器内科]整放小［小児アレ

ルギー科］ 

  

医療法人公仁会

前澤病院 

医療法人公仁会 S35.8.28 駒ケ根市  46          46 内外眼[放診][胃腸内

科][消化器外科][脳神経

内科][乳腺･内分泌外

科][大腸･肛門外科][循

環器内科][腫瘍外科] 

人ド 

医療法人暁会仁

愛病院 

医療法人暁会 S43.7.5 伊那市  73  124       197 内外整[皮泌]循リハこう

婦[消化器外科][消化器

内科][呼吸器外科][呼吸

器内科] 

人ド 

伊那神経科病院 医療法人聖山会 H2.6.20 伊那市       116     116 精神   

南信病院 医療法人蜻蛉会 H10.6.24 上伊那郡

南箕輪村 

      85     85 精神内   

上伊那生協病院 上伊那医療生活

協同組合 

H17.1.31 上伊那郡

箕輪町 

 48 56 44       148 内循消小リハ 透析 

人ド 

病床数合計    128 565 353 146 330 0 4 1,192   

長野県ホームページ、病院・診療所名簿、上伊那広域連合医療連携情報一覧表より 
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（２）医療需要 

① 人口推移と少子高齢化 

・ 上伊那の人口は減少を続け、2025(令和 7)年には 2010(平成 22)年より約 11％減少する見

込みです。特に 15歳未満の年少人口は、2025(令和 7)年には 2010(平成 22)年より約 26％

減となる見込みです。 

・ 65歳以上の高齢化率は増加の一途を辿っており、2025(令和 7)年には 3人に一人は 65歳

以上となる見込みです。 

・ 65歳以上 75歳未満の前期高齢者は、2015(平成 27)年の 26,080人をピークにやや減少に

転じると考えられますが、75 歳以上の後期高齢者は 2030(令和 12)年頃まで増え続け約

35,471人となり、しばらくは横ばいとなる見込みです。 

 

 

○ 人口は減少しますが、高齢者は今後 30 年以上にわたり 57,000 人前後で推移し、特に

2025(令和 7)年頃から 5人に 1人は 75歳以上となると見込まれるため、今後も高齢者を中

心とした医療需要が増加すると考えられます。 

【上伊那の総人口と高齢化率】 

 

2020年～2040年データ：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年3月推計）」 

1970年～2015年データ：長野県統計情報データ検索 年齢(各歳），男女別人口 国勢調査より 

 

 

- 12 -



 

【上伊那の高齢者人口の推移】 

 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年3月推計）」 

 

【上伊那の人口ピラミッドの推移】 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30年3月推計）」 
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② 患者状況 

・ 入院患者は、平成 26年に比べ増加傾向にあります。主な要因としては 25歳から 74歳まで 

の入院が大きく増えています。 

【上伊那医療圏の病院の入院患者数（年齢階級別）】 

 

厚生労働省 H29患者調査より 

・ 疾患別の推移では、全体的に大きな変動はありませんが、尿路性器系疾患や損傷・中毒等

が増加傾向にあります。 

【上伊那医療圏の病院の入院患者数（疾患別）】 

 
厚生労働省 H29患者調査より 
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・ 上伊那の死因別死亡者数は、悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患、肺炎の順に多く、

この 4疾病で 59.2％を占めています。死因別の割合は県平均と概ね同じ傾向で、男女別に

見ると男性は悪性新生物、女性は心疾患及び脳血管疾患の割合が高くなっています。 

【長野県の主要死因別死亡率割合】 

 

 
資料：厚生労働省人口動態保健所・市区町村別統計(平成25～29年)より 

1,050.9

1,194.8

1,212.0

1,135.2
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1,348.2

1,848.7

1,049.0

1,344.8

1,239.3

1,412.3
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・ 当院の死因別死亡者数は、悪性新生物、肺炎、心不全の順に多く、悪性新生物が 34.7％を

占めています。 

【伊那中央病院における死因別死亡者数】 

疾患名 
H20 H24 H27 R01 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 

胃の悪性新生物 25  19  17  18  

膵の悪性新生物 22  29  12  13  

気管、気管支及び肺の悪性新生物 21  26  22  28  

その他の悪性新生物 20  46  41  35  

肝及び肝内胆管の悪性新生物 18  9  12  9  

前立腺の悪性新生物 8  9  9  5  

胆のう及びその他の胆道の悪性新生物 9  9  9  3  

結腸の悪性新生物 7  10  14  12  

卵巣の悪性新生物 7  8  5  5  

直腸 S状結腸移行部及び直腸の悪性新生物 6  4  6  7  

食道の悪性新生物 4 42.9% 4 33.4% 7 34.0% 3 34.7% 

肺炎 58 16.9% 60 11.6% 67 14.8% 52 13.0% 

その他の呼吸器系の疾患 30 8.7% 22 4.2% 15 3.3% 12 3.0% 

心不全 25 7.3% 35 6.8% 27 6.0% 29 7.3% 

急性心筋梗塞 25 7.3% 20 3.9% 17 3.8% 14 3.5% 

脳内出血 19 5.5% 11 2.1% 12 2.6% 16 4.0% 

脳梗塞 12 3.5% 5 1.0% 10 2.2% 6 1.5% 

その他の消化器系の疾患 10 2.9% 9 1.7% 6 1.3% 5 1.3% 

くも膜下出血 9 2.6% 10 1.9% 7 1.5% 5 1.3% 

その他の肝疾患 8 2.3% 11 2.1% 9 2.0% 7 1.8% 

その他   0.0% 162 31.3% 129 28.5% 114 28.6% 

計 343 100.0% 518 100.0% 453 100.0% 398 100.0% 

資料：診療情報管理室 
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（３）利用状況 

・ 令和元年度は伊那市、箕輪町、南箕輪村の伊那中央行政組合構成市町村の住民が外来で約

79%、入院で約 78%を占めています。構成市町村比率で外来は平成 24 年度以降低下傾向、

入院は同水準で推移しています。 

・ 平成 18年 2月に権兵衛峠トンネルが開通した直後は、木曽方面からの患者割合が 1%程度

占めていましたが、現在は約 0.8%に減少しています。 

 

【外来】 
平成24年度 平成27年度 令和元年度 

   

 市町村 伊那市 箕輪町 南箕輪村 辰野町 駒ヶ根市 飯島町 中川村 宮田村 木曽地方 県内 その他 計 

H24 患者数 113,321 31,984 22,630 11,151 12,025 3,185 599 5,121 1,457 3,022 1,313 205,808 

 構成比 55.1% 15.5% 11.0% 5.4% 5.8% 1.5% 0.3% 2.5% 0.7% 1.3% 0.6% 100.0% 

  81.6% 5.4% 10.2% 0.7% 1.3% 0.6% 100.0% 

H27 患者数 113,875 32,459 24,472 11,327 14,208 3,626 461 5,129 1,399 3,709 1,295 211,960 

 構成比 53.7% 15.3% 11.5% 5.3% 6.7% 1.7% 0.2% 2.4% 0.7% 1.7% 0.6% 100.0% 

  80.6% 5.3% 11.1% 0.7% 1.7% 0.6% 100.0% 

R01 患者数 112,166 33,571 24,111 11,475 14.502 2,947 547 5,855 1,751 5,875 2,283 215,083 

 構成比 52.2% 15.6% 11.2% 5.3% 6.7% 1.4% 0.3% 2.7% 0.8% 2.7% 1.1% 100.0% 

  79.0% 5.3% 11.1% 0.8% 2.7% 1.1% 100.0% 

              

【入院】 
平成24年度 平成27年度 令和元年度 

   

 市町村 伊那市 箕輪町 南箕輪村 辰野町 駒ヶ根市 飯島町 中川村 宮田村 木曽地方 県内 その他 計 

H24 患者数 64,659 18,542 10,515 8,068 7,482 1,728 439 3,037 741 1,743 1,161 118,115 

 構成比 54.7% 15.7% 8.9% 6.8% 6.3% 1.5% 0.4% 2.6% 0.6% 1.5% 1.0% 100.0% 

  79.3% 6.8% 10.7% 0.6% 1.5% 1.0% 100.0% 

H27 患者数 60,766 17,180 11,248 8,916 8,625 2,159 345 2,053 726 2,177 1,302 115,497 

 構成比 52.6% 14.9% 9.7% 7.78% 7.5% 1.9% 0.3% 1.8% 0.6% 1.9% 1.1% 100.0% 

  77.2% 7.7% 11.4% 0.6% 1.9% 1.1% 100.0% 

R01 患者数 60,066 17,634 10,832 8,003 6,715 1,649 384 1,877 1,344 2,966 1,859 113,329 

 構成比 53.0% 15.6% 9.6% 7.1% 5.9% 1.5% 0.3% 1.7% 1.2% 2.6% 1.6% 100.0% 

  78.1% 7.1% 9.4% 1.2% 2.6% 1.6% 100.0% 
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・ 産科医不足のため、町立辰野病院が平成 17年 4月から、昭和伊南総合病院が平成 20年 4

月から、福島病院（箕輪町）が平成 22年 6月から分娩の取り扱いを中止し、上伊那地域に

おける分娩の大半を当院で取り扱う状況となったため、やむを得ず里帰り出産の制限

（H20.4～）を行いました。その後、平成 22年 6月に駒ヶ根市、平成 27年 7月には伊那市

にお産を取り扱うクリニックが開院し、上伊那地域の出産環境が改善したため、平成 28年

7月から里帰り出産の受け入れを再開しました。また、平成 30年 6月から出産経験のある

妊婦さんを対象に院内助産を開始しました。 

【分娩】 
平成24年度 平成27年度 令和元年度 

   

 市町村 伊那市 箕輪町 南箕輪村 辰野町 駒ヶ根市 飯島町 中川村 宮田村 木曽地方 県内 その他 計 

H24 患者数 410 119 106 39 134 31 7 31 0 17 6 900 

 構成比 45.6% 13.2% 11.8% 4.3% 14.9% 3.4% 0.8% 3.4% 0.0% 1.9% 0.7% 100.0% 

  70.6% 4.3% 22.6% 0.0% 1.9% 0.7% 100.0% 

H27 患者数 323 112 109 27 108 20 5 34 0 13 11 762 

 構成比 42.4% 14.7% 14.3% 3.5% 14.2% 2.6% 0.7% 4.5% 0.0% 1.7% 1.4% 100.0% 

  71.4% 3.5% 21.9% 0.0% 1.7% 1.4% 100.0% 

R01 患者数 198 72 72 31 68 13 4 17 4 62 109 650 

 構成比 30.5% 11.1% 11.1% 4.8% 10.5% 2.0% 0.6% 2.6% 0.6% 9.5% 16.8% 100.0% 

  52.6% 4.8% 15.7% 0.6% 9.5% 16.8% 100.0% 

・ 上伊那管内の救急搬送件数は平成 27 年度に比べ減少傾向にあります。搬送先別にみると

当院への搬送が減る一方で、郡内の他病院は増加傾向にあります。 

・ 救急搬送を時間帯別に見ると、平日の救急搬送件数が大きく減少しています。 

・ 車両緊急ブレーキの発達等により交通事故における負傷者数が 10年間で半減しています。 

【上伊那管内の救急搬送先】 

平

成

27

年

度 

 

令

和

元

年

度 
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【当院の時間帯別患者搬送件数】 

  伊那消防署 高遠消防署 辰野消防署 箕輪消防署 
北消防署 

(駒ヶ根市) 

南消防署 

(飯島町) 
合計 

平

成

27

年

度 

平日 
昼間 616 150 75 201 45 5 1,092 

夜間 594 144 76 219 45 11 1,089 

休日 
昼間 287 58 36 79 23 2 485 

夜間 222 58 32 90 32 8 442 

計 1,719 410 219 589 145 26 3,108 

令

和

元

年

度 

平日 
昼間 430 82 70 149 28 3 762 

夜間 439 110 69 170 26 0 814 

休日 
昼間 243 57 48 83 17 3 451 

夜間 248 49 51 76 20 2 446 

計 1,360 298 238 478 91 8 2,473 

 

伊那市交通安全係（伊那警察署）より 

  

 

  伊那消防署 高遠消防署 辰野消防署 箕輪消防署 
北消防署 

(駒ヶ根市) 

南消防署 

(飯島町) 
合計 

平

成

27

年 

度 

伊那中央病院 1,719 410 219 589 145 26 3,108 

辰野病院 2 0 274 48 0 0 324 

昭和伊南病院 58 13 2 17 1,181 504 1,775 

その他の郡内病院 205 87 63 185 53 28 621 

郡外の病院 34 6 213 29 30 55 367 

患者宅・ヘリポート等 4 16 5 2 11 6 44 

計 2,022 532 776 870 1,420 619 6,239 

令

和

元

年 

度 

伊那中央病院 1,360 298 238 478 91 8 2,473 

辰野病院 6 1 328 109 0 0 444 

昭和伊南病院 131 22 1 28 1,230 512 1,924 

その他の郡内病院 358 101 25 200 39 8 731 

郡外の病院 50 10 221 39 36 38 394 

患者宅・ヘリポート等 6 4 4 3 1 5 23 

計 1,911 436 817 857 1.397 571 5,989 
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（４）DPCデータから見る診療状況 

・ 当院は、長野県内では 9番目、南信では諏訪赤十字病院、飯田市立病院に次いで多くの入

院診療を行っています。 

・ 当院は、同規模の飯田市立病院に比べて、「神経系」「呼吸器系」「尿路系・男性生殖器系」

「女性生殖器系・産褥期・異状妊娠分娩」など診療件数が多く、「耳鼻咽喉科系」「循環器

系」「消化器系・肝臓・胆道・膵臓」の診療件数が少なくなっています。 

【長野県の DPC対象病院（大規模）の診療実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

厚生労働省 平成30年度 DPC導入の影響評価に係る調査結果報告資料より 

MDC01 MDC02 MDC03 MDC04 MDC05 MDC06 MDC07 MDC08 MDC09 MDC10 MDC11 MDC12 MDC13 MDC14 MDC15 MDC16 MDC17 MDC18 全体
神経系 眼科系 耳鼻咽

喉科系
呼吸器

系
循環器

系
消化器
系・肝
臓・胆
道・膵臓

筋骨格
系

皮膚・皮
下組織

乳房 内分泌・
栄養・代
謝

腎・尿路
系・男性
生殖器
系

女性生
殖器系・
産褥期・
異常妊
娠分娩

血液・造
血器・免
疫臓器

新生児・
先天性
奇形

小児 外傷・熱
傷・中毒

精神 その他

712 1,140 688 948 1,640 2,056 1,168 443 217 676 942 1,049 508 425 14 417 15 239 13,297

784 599 497 1,834 1,670 2,574 649 170 288 498 977 633 810 424 96 1,066 16 251 13,836

801 451 407 1,055 1,237 2,213 397 136 205 209 675 460 617 294 44 608 19 135 9,963

623 16 546 1,317 1,579 2,820 682 146 178 154 952 399 563 307 51 675 10 184 11,202

621 93 393 1,328 1,433 2,026 453 66 10 285 850 583 141 140 35 696 14 151 9,318

718 140 332 1,135 1,152 2,290 375 96 231 320 1,038 754 93 26 34 713 18 88 9,553

987 101 232 1,230 1,325 2,794 295 150 113 330 1,101 180 68 107 16 1,209 10 157 10,405

48 0 98 303 98 616 84 24 82 98 161 232 25 76 33 143 11 28 2,160

108 0 182 397 374 769 186 35 0 92 156 0 35 0 15 297 0 52 2,698

462 536 338 701 824 1,865 252 119 119 151 464 372 192 426 75 741 0 168 7,805

67 254 140 625 277 1,052 238 21 0 107 101 129 106 0 28 369 19 37 3,570

584 412 188 854 649 1,555 362 147 102 176 627 639 56 260 42 669 0 78 7,400

198 0 83 337 728 960 53 11 61 69 257 0 139 0 0 201 0 14 3,111

382 547 195 872 519 1,380 139 97 42 189 503 229 41 94 20 350 0 73 5,672

178 113 108 323 95 628 39 30 20 48 264 74 88 44 15 146 19 25 2,257

332 108 209 631 626 950 230 111 21 147 392 145 130 46 14 323 22 47 4,484

75 53 24 155 58 618 0 12 11 34 112 64 0 30 0 80 0 0 1,326

502 0 435 736 912 1,840 157 70 90 113 835 248 75 48 34 540 0 26 6,661

132 51 274 1,042 322 1,560 104 118 33 113 424 0 665 0 78 219 29 31 5,195

（単位：件）

　　　　　　　　　　区　　　分

　医療機関名

諏訪赤十字病院

佐久総合病院　佐久医療センター

南長野医療センター　篠ノ井総合病院

長野市民病院

信州大学医学部附属病院

長野赤十字病院

慈泉会　相澤病院

松本市立病院

岡谷市民病院

飯田市立病院

長野県立信州医療センター

★伊那中央病院

昭和伊南総合病院

北信総合病院

組合立諏訪中央病院

長野県立木曽病院

国立病院機構　信州上田医療センター

国立病院機構まつもと医療センター

市立大町総合病院

塩尻市

木曽町

茅野市

飯山市

大町市

中野市

駒ヶ根市

伊那市

小諸市

須坂市

上田市

長野市

岡谷市

松本市

諏訪市

飯田市

安曇野市

東御市

千曲市

佐久市

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

★伊那中央病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

飯田市立病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

昭和伊南総合病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

長野県立木曽病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

岡谷市民病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

諏訪中央病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

諏訪赤十字病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

国立病院機構 松本医療センター

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

松本市立病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

慈泉会 相澤病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

市立大町総合病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

厚生連 北信総合病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

国立病院機構 信州上田医療センター

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

長野県立信州医療センター

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

長野市民病院

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,00010,000

1

南長野医療センター 篠ノ井総合病院

上伊那保健医療圏

長野赤十字病院

佐久医療センター

信州大学附属病院
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・ 全国的に平均在院日数は短縮傾向にあり、当院の平均在院日数も県平均と同程度で推移し

ています。 

【長野県の DPC対象病院の在院日数の推移】 

 

 

厚生労働省 平成30年度 DPC導入の影響評価に係る調査結果報告資料より 

7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

12.00

13.00

14.00

15.00

16.00

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

信州大学医学部附属病院

長野赤十字病院

諏訪赤十字病院

佐久総合病院 佐久医療センター

南長野医療センター 篠ノ井総合病院

長野市民病院

慈泉会 相澤病院

松本市立病院

岡谷市民病院

飯田市立病院

長野県立信州医療センター

★伊那中央病院

昭和伊南総合病院

厚生連 北信総合病院

市立大町総合病院

諏訪中央病院

長野県立木曽病院

国立病院機構 信州上田医療センター

国立病院機構 まつもと医療センター

平均値

医療機関名 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
信州大学医学部附属病院 13.27 13.18 12.97 12.69 12.16
長野赤十字病院 12.99 12.53 12.33 12.23 12.16
諏訪赤十字病院 12.71 12.30 12.40 12.42 12.56
佐久総合病院　佐久医療センター 11.94 11.51 11.70 11.08 11.53
南長野医療センター　篠ノ井総合病院 13.13 13.17 12.81 12.70 13.14
長野市民病院 12.15 11.60 10.68 10.35 10.54
慈泉会　相澤病院 12.24 11.88 11.11 10.94 11.60
松本市立病院 11.86 11.92 9.26 8.62 9.51
岡谷市民病院 14.27 13.87 11.55 10.87 12.03
飯田市立病院 11.85 11.66 11.48 10.75 10.59
長野県立信州医療センター 13.01 12.46 12.87 12.89 12.84
★伊那中央病院 13.42 13.07 12.62 12.43 11.89
昭和伊南総合病院 14.01 14.05 12.18 11.92 11.50
厚生連　北信総合病院 14.61 14.19 14.31 13.59 13.73
市立大町総合病院 12.85 11.29 7.90 7.92 8.38
諏訪中央病院 9.68 8.42 8.67 8.72 7.73
長野県立木曽病院 13.69 13.37 13.90 13.05 11.28
国立病院機構　信州上田医療センター 14.72 13.47 13.63 13.70 13.05
国立病院機構　まつもと医療センター 15.41 14.09 13.43 13.49 12.29
平均値 13.04 12.53 11.88 11.60 11.50

（単位：日数）
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・ 当院の退院先の状況は、当院への通院の割合が高く、他院への通院の割合が低くなってい

ます。 

【長野県の DPC対象病院の退院先の状況】 

 

 

 
厚生労働省 平成30年度 DPC導入の影響評価に係る調査結果報告資料より 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

信州大学医学部附属病院

長野赤十字病院

諏訪赤十字病院

佐久総合病院 佐久医療センター

南長野医療センター 篠ノ井総合病院

長野市民病院

慈泉会 相澤病院

松本市立病院

岡谷市民病院

飯田市立病院

長野県立信州医療センター

★伊那中央病院

昭和伊南総合病院

厚生連 北信総合病院

市立大町総合病院

諏訪中央病院

長野県立木曽病院

国立病院機構 信州上田医療センター

国立病院機構 まつもと医療センター

家庭への退院

（当院に通院）

家庭への退院

（他院への通院）

家庭への退院

（その他）
他の病院・診療所への転院 介護老人保健施設に入所 介護老人福祉施設に入所

社会福祉施設、有料老人ホーム等に入所 終了

（死亡等）

その他

医療機関名

家庭への
退院
（当院に
通院）

家庭への
退院
（他院へ
の通院）

家庭への
退院
（その他）

他の病
院・診療
所への転
院

介護老人
保健施設
に入所

介護老人
福祉施設
に入所

社会福祉
施設、有
料老人
ホーム等
に入所

終了
（死亡等）

その他

信州大学医学部附属病院 79.1% 12.2% 0.4% 5.5% 0.0% 0.1% 0.1% 1.4% 1.1%

長野赤十字病院 72.6% 12.1% 4.7% 6.6% 0.5% 0.5% 0.5% 2.5% 0.0%

諏訪赤十字病院 70.8% 13.2% 4.3% 6.4% 0.8% 0.3% 0.9% 3.3% 0.0%

佐久総合病院　佐久医療センター 74.1% 8.5% 2.9% 10.4% 0.2% 0.2% 1.1% 2.7% 0.0%

南長野医療センター 篠ノ井総合病院 70.7% 13.1% 3.2% 6.4% 1.0% 1.4% 0.9% 3.4% 0.0%

長野市民病院 76.3% 9.4% 3.1% 5.2% 0.9% 0.6% 1.9% 2.6% 0.1%

慈泉会 相澤病院 47.4% 27.6% 3.5% 10.9% 1.1% 1.4% 3.8% 4.3% 0.0%

松本市立病院 63.9% 9.6% 13.3% 2.6% 0.8% 1.7% 3.3% 4.5% 0.1%

岡谷市民病院 74.6% 4.0% 9.2% 2.2% 0.9% 1.2% 3.5% 4.4% 0.0%

飯田市立病院 66.8% 9.8% 5.7% 7.6% 0.6% 0.8% 0.7% 8.1% 0.0%

長野県立信州医療センター 66.1% 9.5% 10.0% 3.6% 1.8% 2.3% 1.5% 5.3% 0.0%

★伊那中央病院 69.4% 10.1% 8.1% 5.9% 0.9% 0.9% 1.3% 3.4% 0.0%

昭和伊南総合病院 60.9% 22.4% 3.0% 3.8% 1.7% 0.9% 2.1% 5.2% 0.0%

厚生連 北信総合病院 77.7% 6.4% 5.1% 3.3% 1.4% 0.2% 1.6% 4.5% 0.0%

市立大町総合病院 72.8% 12.0% 4.0% 2.6% 1.7% 2.0% 1.5% 3.5% 0.0%

諏訪中央病院 64.3% 26.3% 1.6% 2.0% 0.8% 1.3% 1.7% 2.1% 0.0%

長野県立木曽病院 79.7% 4.4% 3.2% 2.4% 1.7% 0.5% 0.9% 7.2% 0.0%

国立病院機構 信州上田医療センター 71.5% 10.1% 3.0% 9.3% 0.5% 0.6% 1.1% 3.9% 0.0%

国立病院機構 まつもと医療センター 78.1% 6.7% 4.6% 3.6% 0.4% 0.5% 1.6% 4.4% 0.0%
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・ 当院は、長野県内では 9番目、南信では諏訪赤十字病院、飯田市立病院に次いで多くの手

術を行っています。 

・ 当院は、諏訪赤十字病院、飯田市立病院に比べて腎・尿路系・男性生殖器系、女性生殖器

系・産褥期・異常妊娠分娩の手術件数が多く、循環器系、消化器系・肝臓・胆道・膵臓な

どの手術件数が少なくなっています。 

【長野県の DPC対象病院の手術件数】 

 

厚生労働省 平成30年度 DPC導入の影響評価に係る調査結果報告資料より 

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

信州大学医学部附属病院

長野赤十字病院

諏訪赤十字病院

佐久総合病院 佐久医療センター

南長野医療センター 篠ノ井総合病院

長野市民病院

慈泉会 相澤病院

松本市立病院

岡谷市民病院

飯田市立病院

長野県立信州医療センター

★伊那中央病院

昭和伊南総合病院

厚生連 北信総合病院

市立大町総合病院

諏訪中央病院

長野県立木曽病院

国立病院機構 信州上田医療センター

国立病院機構 まつもと医療センター

件

MDC01(神経系) MDC02(眼科系) MCD03(耳鼻咽喉科)

MDC04(呼吸器) MDC05(循環器系) MDC06(消化器系・肝臓・胆道・脾臓)

MDC07(筋骨格系) MDC08(皮膚・皮下組織) MDC09(乳房)

MDC10(内分泌・栄養・代謝) MDC11(腎・尿路系疾患・男性生殖器系) MDC12(女性生殖器・産褥期・異常妊娠分娩)

MDC13(血液・造血器・免疫臓器) MDC14(新生児・先天性奇形) MDC15(小児)

MDC16(外傷・熱傷・中毒) MDC17(精神） MDC18(その他)
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【疾患別手術件数（抜粋）】 
（平成30年度） 

  
  

  

 

 
 

0

23

13

30

32

27

21

0

0

0

0

14

0

0

0

0

0

18

0

0 5 10 15 20 25 30 35

信州大学医学部附属病院

長野赤十字病院

諏訪赤十字病院

佐久医療センター

篠ノ井総合病院

長野市民病院

相澤病院

松本市立病院

岡谷市民病院
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大町総合病院

諏訪中央病院
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まつもと医療センター

脳梗塞 手術件数
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肺の悪性腫瘍 手術件数
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まつもと医療センター

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

手術件数
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北信総合病院

大町総合病院

諏訪中央病院

県立木曽病院

信州上田医療センター

まつもと医療センター

胃の悪性腫瘍 手術件数
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厚生労働省 平成30年度 DPC導入の影響評価に係る調査結果報告資料より 
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県立信州医療センター
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大町総合病院

諏訪中央病院

県立木曽病院
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まつもと医療センター

椎間板変性、ヘルニア手術件数
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乳房の悪性腫瘍 手術件数
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前立腺の悪性腫瘍 手術件数
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（５）当病院に求められる役割 

・ 上伊那医療圏の基幹医療機関として、他の病院では行えない救急医療や高度専門医療の実

施が求められています。 

・ 診療所や他の病院との地域連携により、在宅支援等の住民ニーズに応えていく必要があり

ます。 

【信州保健医療総合計画による機能別位置づけ】 

 診療所等  伊那中央病院  信州大学医学部附属病院等 

 医療等 機能・診療所等  医療等 機能等  医療等 機能等 

1 

救急医

療 

初期救急医療 

 

救命期後医療 

在宅当番医制 

上伊那医師会(93) 

療養病床 

回復期リハビリテーシ

ョン病棟 

仁愛病院 

田中病院 

上伊那生協病院 

訪問看護ステーション 

→ 

← 

初期救急医療 

救急告示医療

機関 

入院救急医療 

(第二次救急

医療) 

救命救急医療 

救命期後期医

療 

地域救急医療センター 

(救急病院等を定める省

令) 

病院群輪番制 

 

 

救命救急センター 

人工呼吸器が必要な患

者受入 

重度の脳機能障害患者

受入 

→ 
 

救命救急医療 高度救命救急センター 

2 

へき地

医療 

へき地診療所 （削除 新山診療所） 

伊那市国保美和診療所 
→ 
 

へき地を支援

する病院・診

療所 

へき地を支援    

3 

周産期

医療 

正常分娩等 菜の花マタニティクリ

ニック 

さくらこ助産院 

助産所ドゥーラえむあ

い 

明生助産所 

→ 
 

地域周産期医

療 

地域周産期母

子医療センタ

ー 

地域周産期連

携病院 

周産期に係る比較的高

度な医療行為 

24 時間体制での周産期

救急医療 

→ 

 

 

 

 

 

 

 

→ 
 

地域周産期母

子医療センタ

ー 

 

 

 

 

 

 

総合周産期医

療 

 

24 時間体制での周産期

救急医療 

リスクの高い妊娠へ高

度の周産期医療 

複数診療科が関係する

周産期医療 

 

 

 

常時の搬送受入 

リスクの高い妊娠へ高

度の周産期医療 

高度な新生児医療等 

精神疾患等を有する母

体に対応 

4 

小児医

療 

初期小児救急 在宅当番医制 

上伊那医師会(93) 
→ 
 

初期小児救急 

入院小児救急 

地域救急医療センター 

小児地域医療センター 
→ 

 

 

→ 
 

小児救命救急 

 

 

小児救命救急 

小児中核病院 

 

 

小児中核病院 

5 

がん対

策 

予防・早期発

見 

 

 

在宅医療支援 

がん検診 

がん検診実施機関 

 

 

元の気クリニック 

→ 
 

 

 

← 

専門医療 

地域がん診療

連携拠点病院 

 

療養支援 

在宅医療支援 

専門的ながんの診療 

5大がん、その他主要な

がんの診療が可能 

 

がんリハビリテーショ

ン 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

県立こども病院 

総合周産期母子医療センター 

県立こども病院 
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 診療所等  伊那中央病院  信州大学医学部附属病院等 

 医療等 機能・診療所等  医療等 機能等  医療等 機能等 

6 

脳卒中

対策 

予防 

回復期 

 

 

 

 

 

 

維持期 

発症予防 

（削除 美和診療所） 

仁愛病院 

元の気クリニック 

厚生連西箕輪診療所 

厚生連みすず診療所 

上伊那生協病院 

芦澤整形外科 

日常生活への復帰のた

めのリハビリテーショ

ン 

復帰後の療養を支援 

 

 

 

→ 

← 

 

 

 

 

← 

急性期 

回復期 

救急医療 

身体機能を回復させる

リハビリテーション 

   

7 

急性心

筋梗塞

対策 

予防 

回復期 

 

再発予防期 

発症予防 

心臓リハビリテーショ

ン 

再発予防 

→ 

← 

急性期 救急医療 

心臓カテーテルによる

治療が24時間可能 

   

8 

糖尿病

対策 

初期・安定期

治療 

専門治療 

 

 

 

 

 

急性期・慢性

期治療 

 

 

神山内科医院 

上伊那生協病院 

下条医院 

北原内科 

堀田内科クリニック 

市川内科クリニック 

上伊那生協病院 

→ 

 

専門治療 

 

急性期・慢性

期治療 

血糖コントロールがで

きない場合の治療 

急性・慢性合併症等の治

療 

   

9 

精神科

救急医

療 

精神科病院 伊那神経科病院 

南信病院 
  

 

 

   

 

専門治療 

地域連携拠点 

 

 ・ 当院は、第二種感染症指定医療機関の指定を受けており、新興感染症等の災害時下におい

て地域の中核病院として診療に当たることが求められています。 

・ 当院は、上伊那の災害拠点病院の指定を受けており（県内 13病院）、DMAT（災害派遣医療

チーム）を編成しています（県内 13病院）。上伊那の拠点として、災害時に多発する重篤患

者の救急医療を行うことが求められます。（指定病院数 令和2年8月現在 長野県ホームページより） 

【災害拠点病院の状況】 

二 次 

医療圏 
医療機関名 

耐震 

構造 
BCP 

備蓄 

倉庫 
自家発電装置 受水槽 

ヘリ 

ポート 

上伊那 伊那中央病院 対応済 整備済 218㎡ 1,300KVA(96h) 1,548㎥(72h) 敷地内 

（令和 2年8月現在 施設管理課調べ） 

【DMATの編成状況】 

二 次 

医療圏 
医療機関名 チーム数 

登録者数（人） 

医師 看護師 その他 計 

上伊那 伊那中央病院 4 9 15 13 37 

（令和 2年8月現在 施設管理課調べ） 

 

介護老人保健施設 

訪問看護ステーション 

県立こころの医療センター駒ヶ根 
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４．伊那中央病院の現状と課題 

（１）利用状況 

① 患者数 

≪現状≫ 

・ 平成 19 年度以降、大学への引き上げや開業等による内科・救急医師の減少等が

影響し、外来患者が減少しましたが、平成 22 年度から増加に転じました。医師

確保に努めたことによる医師数の増加や、診療科の新設等が影響しているもの

と考えられます。 

・ 医師不足や負担軽減のため、内科（H19.7～）、呼吸器内科（H24.3～）、消化器

内科（H27.10～）、腎臓内科（H26.5～）、整形外科（H17.4～）、泌尿器科（H24.3

～）産婦人科（H19.10～）、眼科（R02.10～）、歯科口腔外科（H25.10～）、脊

椎センター（H27.6～）では初診時に紹介状を必要としています。 

また、上伊那地域における分娩の大半を当院で取り扱う状況となったため、や

むを得ず里帰り出産の制限（H20.4～）を行いました。その後、平成 22 年 6 月

に駒ヶ根市、平成 27 年 7 月には伊那市にお産を取り扱うクリニックが開院し、

上伊那地域の出産環境が改善したため、平成 28 年 7 月から里帰り出産の受け入

れを再開しました。 

・ 開院以来順調に推移してきた入院患者数は、平成 22 年度以降著しく減少しまし

た。平成 22 年 7 月に DPC（診断群分類別包括制度）対象病院となり、在院日数

の短縮に努めたことが要因のひとつと考えられます。一方で新入院患者数は増

加してきており、病床の利用率は上がっています。 

・ 地域救急医療センターでは、平成 19 年度に医師数が 3 人にまで減少しました。

その後は医師確保に努め、平成 24 年 4 月に救命救急センターに指定されたこと

により、時間外患者数も増加傾向にありましたが、重症患者の診療を優先する

ため、いわゆるコンビニ受診の抑制を地域住民に呼びかけたことから、時間外

患者数は大幅に減少しました。 

≪課題≫ 

・ 当院は主に急性期医療、高度医療を担うことが求められており、医師が手術や

高度な医療を要する患者の対応に重きを置く必要があることから、軽症患者は

できるだけかかりつけ医を受診するよう、診療所との連携を推進することが必

要です。また、救急患者や紹介患者はいつでも受け入れられる体制の整備が必

要です。 

・ 地域住民や医師会等から、診療日昼間の予約のない外来患者や地域の医療機関

からの急患の紹介患者への対応について要望が寄せられていることから、総合

診療科の開設等を検討する必要があります。 

・ 現在、外来受診の待ち時間が長時間となっているため、待ち時間の短縮及び快

適性の向上が求められています。 

・ 平均在院日数の短縮により延べ入院患者数が減少しているため、新たな患者層

の取り込みが必要です。 
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【患者数の推移】 

 

 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

外来患者数 202,565 189,706 184,966 185,824 193,776 199,627 201,118 210,687 205,037 207,938 210,265 215,527 215,083 

1 日当り 826.8 780.7 764.3 764.7 794.2 814.8 824.3 859.9 843.8 855.7 861.7 883.3 888.8 

うち時間外 12,169 10,063 11,043 10,925 11,958 12,181 12,325 11,252 11,128 11,350 10,923 11,398 10,391 

入院患者数 127,47 124,942 127,195 120,042 120,924 118,120 117,629 118,448 115,499 119,772 119,498 113,901 113,329 

1 日当り 348.1 342.3 348.5 328.9 330.4 323.6 322.3 324.5 315.6 328.1 327.4 312.1 309.6 

新入院 9,180 8,578 8,633 8,386 8,547 8,969 9,249 9,582 9,574 9,438 9,341 9,326 9,442 

【診療科別外来患者数】 

 
【診療科別入院患者数】 
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② 病床利用状況 

≪現状≫ 

・ 平成 15 年の開院時は一般病床 340 床、感染症病床 4 床の計 344 床でしたが、当

初から慢性的な満床状態が続いたため、平成 16 年度に 4 床、平成 18 年度に 46

床と 2 度の増床を行ない、3 階西病棟の運用を開始しました。それ以降は一般

病床 390 床（うち回復期リハビリテーション病床 36 床（平成 28 年 7 月～））、

感染症病床 4 床の計 394 床が稼動しています。 

・ 増床に伴い病床利用率は 90％弱に落ち着きました。令和元年度は平均在院日数

の短縮の影響もあり、79.4％と低下しています。 

・ 平成 28 年 7 月に入院患者のスムーズな日常生活への移行を目的として、一般病

床のうち 36 床を回復期リハビリテーション病棟に転換しました。令和元年度の

回復期リハビリテーション病棟病床利用率は 80％弱となっています。 

・ 重症患者は、急変等に対応できるよう救命救急センター、ICU、SCU、HCU 等の集

中治療病床で治療を行っています。 

≪課題≫ 

・ ベッドコントロールを一元的に管理する仕組みを強化し、急性期医療を必要と

する患者の病床利用率を向上させることが必要です。 

・ 病棟間の病床利用率を均衡化するよう、病棟診療科編成の枠を超えた柔軟な病

床活用を推進する必要があります。 

・ DPC に適応した適切な入院期間とする必要があります。 

・ 診療報酬改定等の動向を注視しつつ、病床再編成及び病床数の検討が必要です。 

【病床利用率と平均在院日数】 

 

区 分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

病床数 394 394 394 394 394 394 394 394 394 394 394 394 394 

病床利用

率(％) 
89.3 87.6 89.4 84.3 84.7 83.0 82.6 83.2 80.9 84.1 83.9 80.0 79.4 

平均在院

日数(日) 
13.9 14.5 14.7 14.3 14.1 13.2 12.7 12.3 12.1 12.7 12.8 12.2 12.0 
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【病棟別病床利用率の推移】 

 

 
（単位：％） 
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01%

3階東病棟（42床）

3階西病棟（36床）

4階東病棟（36床）

4階西病棟（36床）

5階東病棟（46床）

5階西病棟（46床）

6階東病棟（50床）

6階西病棟（50床）

ICU･CCU（4床）

SCU（12床）

東HCU（4床）

西HCU（4床）

小児病棟（14床）

救急病棟（12床）

救急ICU（0床）

病棟(病床数) H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

3 階東病棟(42 床) 96.5 96.4 96.7 94.4 95.1 93.3 96.1 95.1 92.0 76.2 87.7 86.1 85.8 

3 階西病棟(36 床) 87.9 90.5 90.4 83.3 83.8 81.9 78.1 76.3 67.0 76.7 83.4 77.3 79.1 

4 階東病棟(36 床) 78.3 78.5 80.6 74.4 87.8 79.0 78.8 79.9 76.1 81.0 84.1 76.5 77.3 

4 階西病棟(36 床) 93.0 86.5 86.8 78.9 86.1 85.0 79.6 79.8 78.5 81.6 74.1 70.4 69.0 

5 階東病棟(46 床) 88.6 86.5 86.3 82.0 82.2 83.7 82.6 84.8 83.8 86.9 86.6 83.5 83.8 

5 階西病棟(46 床) 93.4 90.8 92.8 91.1 87.7 88.9 84.1 85.5 89.4 85.7 89.6 85.4 81.8 

6 階東病棟(50 床) 82.5 81.0 86.4 83.2 83.0 78.1 78.6 81.6 79.8 80.2 81.5 78.1 79.6 

6 階西病棟(50 床) 97.2 93.4 93.2 84.2 87.1 86.7 78.5 77.8 73.7 91.5 91.7 87.1 82.8 

ICU･CCU(4 床) 80.5 81.7 87.3 82.3 84.8 80.9 77.9 71.5 82.7 74.4 79.8 79.9 73.5 

SCU(12 床) 95.6 97.8 98.5 98.4 99.1 98.5 97.4 98.2 96.9 94.3 94.0 95.6 91.7 

東 HCU(4 床) 83.4 78.0 - - - - - 75.8 55.4 57.3 68.5 58.0 63.7 

西 HCU(4 床) 80.3 77.5 - - - - 88.9 81.1 70.6 82.0 80.0 74.1 78.6 

小児病棟(14 床) - - - - 70.3 64.3 59.6 66.2 64.3 57.1 54.3 47.9 52.3 

救急病棟(10 床) - - - - - 68.2 83.2 74.4 68.3 70.3 79.1 82.9 81.8 

救急 ICU(0 床) - - - - - - 72.8 68.8 65.6 54.0 - - - 
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 ③ 手術件数 

≪現状≫ 

 令和元年度における当院の手術室 1 室あたりの手術件数は、約 614 件（手術室

6 室 3,685 件）でした。近隣他施設の状況は、諏訪赤十字病院は 1 室あたり約

482 件（手術室 9 室に対し 4,335 件）、飯田市立病院は 1 室あたり約 693 件（手

術室 8 室に対し 5,549 件）となっています。 

 令和元年度に手術を受けた者は 4,533 人（外来手術含む）で、開院以来、医師

数の増加に伴って手術人数が増加してきましたが、ここ２年間は概ね 4,500 人

台で推移しています。手術需要に対して手術枠等が不足して頭打ちの状況とな

っており、緊急手術の受け入れにも支障が生じる事態となっています。 

 近年は、内視鏡手術の拡大、手術支援ロボット下手術の導入など、手術の高度

化・複雑化が顕著になっています。 

 令和元年度における手術患者の年齢構成は 65 歳以上の高齢者層が約 6 割を占

めています。また手術患者の 3/4 が 50 歳以上であり高齢者の増加に伴い手術

件数は増加する傾向にあります。 

 整形外科の手術件数が減少傾向となっているのは、新型コロナによる外出機会

の減少、車両安全性能の向上及び緊急ブレーキの発達等により交通事故による

負傷者が 10 年間で半減していること、更に昭和伊南総合病院で整形外科手術

を行うようになったことなどが影響していると思われます。 

≪課題≫ 

 手術件数の増加、手術支援ロボット、高度な医療機器の導入等により、手術室

そのものが手狭になってきています。更に２～５年後には、第１次ベビーブー

ムの出生者が後期高齢者となり、この医療需要に対応するために手術室の増設

等が喫緊の課題となっています。 

 心血管疾患やカテーテル治療などでの難易度の高い症例に対応できるハイブリ

ッド手術室の新設を検討する必要があります。また、新興感染症などの災害下

にあっても治療を継続することのできる手術室・ICU・CCU などを整備する必要

があります。 

 経営改善のためには、手術件数を増やし、病床利用率を上げることが有効と考

えられます。このため耳鼻咽喉科、心臓血管外科などの常勤医師の確保と手術

スタッフの確保を進める必要があります。 

 手術支援ロボット下手術が安全に行われるよう、システムの構築・スタッフの

スキルアップが求められます。 

 先進的かつ高度な手術を安全に行い、また患者やスタッフの負担が軽減される

よう、優れた医療機器や検査機器等の更新や整備を計画的に行っていく必要が

あります。 

 第１次ベビーブーム「団塊の世代」は、２～５年後に後期高齢者となり、70

歳から 84 歳にかけての高齢者手術需要がピークを迎えます。その約 25 年後に

は、第 2 次ベビーブームの出生者で２度目のピークを迎えることとなるため、

この医療需要に対応する必要があります。  
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出典：手術室より(手術室のみ) 

 

 

 

  

手術患者数（外来手術含む）
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R01/H15

患者数 3,004 3,251 3,103 3,277 3,622 3,357 3,817 3,955 3,984 4,146 4,347 4,446 4,389 4,258 4,373 4,577 4,533 150.9%

うち緊急 145 691 693 799 663 584 612 694 600 599 537 509 615 602 610 88.3%

医師数 45 50 54 61 60 62 66 64 68 71 79 75 75 85 86 96 97 215.6%
（出展：病院年報）

診療科別内訳
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R01/H15

神経内科 5 -
外科 514 622 693 719 778 720 686 666 651 716 703 699 618 18 37 53 47 123.5%
消化器外科 594 561 594 588
整形 606 650 701 723 883 859 1146 963 897 895 1038 1085 1160 1009 958 956 936 154.5%
形成 669 677 190 233 261 196 24 243 326 404 377 411 450 338 478 536 499 74.6%
脳外 133 155 183 194 184 224 247 271 266 368 325 239 234 224 273 266 265 199.2%
呼吸器外科 55 68 98 108 120 125 122 110 108 104 156 167 173 180 184 184 171 310.9%
皮膚科 84 120 19 26 23 26 45 43 42 46 64 45 50 113 97 86 42 50.0%
泌尿器科 355 354 309 327 405 337 477 539 503 440 425 347 355 232 248 264 247 69.6%
産婦人科 71 70 272 274 262 249 321 357 389 408 378 391 414 488 460 453 480 676.1%
眼科 116 100 99 99 138 144 131 177 196 198 267 301 290 264 280 313 322 277.6%
歯科口腔外科 121 277 201 271 261 277 371 -
腎臓内科 60 45 -
循環器 401 435 534 549 558 464 610 550 576 525 471 472 432 517 522 527 447 111.5%
ほか 5 20 10 13 8 36 30 42 22 12 12 10 14 8 73 -
計 3,004 3,251 3,103 3,277 3,622 3,357 3,817 3,955 3,984 4,146 4,347 4,446 4,389 4,258 4,373 4,577 4,533 150.9%
（出展：病院年報）
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【手術患者の年齢別分布の推移】 

 

資料：診療情報管理室 

 

【構成市町村人口の年齢別分布の推移】 
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【手術患者の年齢別構成】 

  

 ④ 透析患者数 

≪現状≫ 

・ 当院における透析の月平均患者数は、平成 25 年度をピークに減少傾向にありま

す。腎臓内科の専任医師の常勤化により平成 30 年には増加に転じましたが、開

業医との地域連携による役割分担の推進により緩やかに減少しています。 

≪課題≫ 

 ・ 他科の入院透析患者を受け入れるベッドが少ないため検討が必要です。また、

個室が１室しかなく感染症への対応が困難であるため、個室の整備が必要です。 

 ・ 土曜日や祝日の外来予定透析における充分な体制が確保できないため、スタッ

フの拡充が必要です。 

  
病院年報より 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

導入件数 13 13 14 14 12 7 13 10 22 12

転入件数 61 77 71 77 95 49 64 67 76 86

転出件数 58 73 67 77 94 41 56 63 76 112

死亡件数 4 10 6 5 7 7 6 8 12 9

月平均延べ患者数 828 921 945 963 944 948 887 800 891 865
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(カテ室手術含む) 
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（２）診療状況 

① 診療体制 

平成 15 年 4 月 伊那中央病院開院 総病床数 344 床(一般 340 床、感染 4 床) 

平成 16 年 9 月 4 床増床し総病床数 348 床（一般 344 床、感染 4 床） 

平成 17 年 9 月 病院機能評価（Ver.4.0）認定 

平成 18 年 4 月 3 階西病棟新設（46 床増床）、総病床数 394 床（一般 390

床、感染 4 床）災害医療研修棟増築 

平成 19 年 4 月 3 階西病棟に SCU（脳卒中ケアユニット）新設（6 床） 

平成 20 年 3 月 4 西病棟改修（分娩室 1 室増） 

 7 月 7 対 1 看護承認 

 9 月 産婦人科外来診療棟増築 

平成 21 年 3 月 総合情報システム（電子カルテ）稼働 

  地域周産期母子医療センター認定 

 4 月 地域がん診療連携拠点病院認定 

平成 22 年 7 月 DPC 対象病院 

 10 月 病院機能評価（Ver.6.0）更新認定 

平成 23 年 3 月 MRI 棟増築 3.0 テスラ MRI 導入 

  地域医療支援病院認定 

 9 月 脳卒中センター開設 

平成 24 年 4 月 救命救急センター開設（10 床）、SCU 増床（6→9 床） 

平成 25 年 4 月 5 階西病棟に西 HCU（高度治療室）新設（4 床） 

 10 月 南棟増築 新救命救急センター運用開始 

平成 26 年 4 月 5 階東病棟に東 HCU（高度治療室）新設（4 床） 

 6 月 メディカルシミュレーションセンター(MSC)開設 

平成 27 年 4 月 SCU 増床（9→12 床） 

 10 月 訪問看護ステーション開設 

 12 月 病院機能評価（3rdG Ver.1.1）更新認定 

平成 28 年 7 月 回復期リハビリテーション病床転換（一般 36→回復 36 床） 

平成 29 年 10 月 北棟竣工（健診センター開設）PET-CT 導入 

平成 30 年 8 月 特定行為研修指定研修機関に指定 

平成 31 年 2 月 患者支援センター開設 

  臨床検査科国際規格 ISO15189 認定 

令和 2 年 4 月 事前外来開設 

 10 月 内視鏡手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）導入 

 12 月 超音波検査センター開設 

≪現状≫ 

・ 当院は、平成 15 年 4 月の開院時は 20 診療科でしたが、救急科、乳腺内分泌外

科、歯科口腔外科、腫瘍内科、腎臓内科、病理診断科、消化器外科、美容外科の

開設を経て、現在 29 診療科で診療を行っています。また、精神腫瘍科を院内標

榜しています。 

・ 開院時には 40 人だった医師数は、令和 2 年 4 月には研修医を含め 97 人にまで

増加しています。 
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・ 医師臨床研修制度見直しの影響等による全国的な医師不足から、上伊那圏域も

深刻な医師不足に陥り、規模縮小や診療科の休止に追い込まれた病院もありま

す。 

・ 当院の医師は信州大学医学部からの派遣が大半を占めており、県から医師を集

約化する病院として認められてはいますが、大学側の事情による異動や開業等

により必要な人員を確保できない診療科があります。 

・ 平成 18 年度の診療報酬改定により 7 対 1 看護基準による入院基本料が設けら

れ、各病院がこの取得を目指したことなどにより、全国的な看護師不足が発生

しました。現在は必要な看護師数を確保できています。 

・ 資格を持ちながら看護から離れている方の現場復帰を促進するため、再就職支

援研修会を開催しています。 

・ 平成 20 年度に看護師等養成奨学金貸与制度を設けました。看護学生及び薬学部

学生に対し月額 5 万円（平成 25 年度～）を貸与し、卒業後に貸与期間当院に勤

務することによって返済を免除するものです。令和 2 年度は一定数の充足があ

ったため看護師等養成奨学金貸与制度の適用はありませんでした。 

・ 平成 18 年度より薬学部の修業年限が 4 年から 6 年に延長されたことや、平成

24年度の診療報酬改定により病棟薬剤業務実施加算が設けられたことなどによ

り薬剤師不足が続き、病棟配置が進まない状況でしたが、薬剤師の確保に努め、

平成 28 年 10 月から病棟薬剤業務実施加算の算定を開始し、現在も継続してい

ます。 

≪課題≫ 

・ 常勤医がいない心臓血管外科、耳鼻咽喉科、精神科の医師の常勤化及び常勤医

が 1 人体制の診療科の医師複数体制化が求められます。また、医師の増加に伴

い、医局の拡張工事が必要となっています。 

・ 内科、呼吸器内科、消化器内科、腎臓内科、整形外科、泌尿器科、産婦人科、眼

科、歯科口腔外科、脊椎センターでは初診時に紹介状を必要とさせていただい

ています。当院の役割である急性期患者や高度専門医療が必要な患者に対する

診療に専念できるよう、地域の医療機関との連携をさらに進め、機能分化を図

っていく必要があります。 

・ 平成 24 年度の救命救急センター指定後、令和 2 年度現在、救急科の医師は 7 名

となっていますが、引き続き安定した配置が必要です。 

・ 透析については、地域の受け皿と連携するなかで、地域の患者動向に留意して

患者負担が少なくなるよう柔軟な対応をするとともに、透析に至らないための

治療や糖尿病患者に対する指導、啓発を続けていく必要があります。 

・ 急性期の透析患者の受け入れを重点に置き、安全な透析を提供するため常勤医

やスタッフ配置等の検討が必要です。 

・ 7 対 1 看護体制を継続していく中で、看護師 1 人当りの月平均夜勤時間数が規

定では最大 72 時間/月のところ約 70 時間となっており、夜勤従事者の増員、配

置などの検討が必要です。 

・ 診療報酬の算定漏れ防止や施設基準の取得、経営分析力の向上のため、事務職

員のプロパー化の推進が求められます。また、医師事務作業補助者が医師の負
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担軽減により効果的な役割を果たせるようにする必要があります。 

・ 人事評価を運用し、人材育成に努め、職員全員が働きがいを感じる職場とする

必要があります。 

・ 院内の指令・指示・情報伝達をより確実にするとともに、現場の意見が反映さ

れるよう風通しをよくする必要があります。 

・ 委員会組織の統合や効率化を図る必要があります。 

・ 重症度、医療・看護必要度の評価が一層重要視されていることから、適切な評

価と管理体制の充実が必要です。 

・ 新興感染症などの災害時においても安定した医療を供給できる体制と設備を整

える必要があります。 
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【職員数の推移】 

 

（4月1日現在：人）

正規 臨時 合計 正規 臨時 合計 正規 臨時 合計 正規 臨時 合計 正規 臨時 合計

院 長 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1

内 科 4 0 4 4 0 4 3 0 3 4 0 4 4 0 4

脳 神 経 内 科 4 0 4 4 0 4 4 0 4 5 0 5 5 0 5

呼 吸 器 内 科 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2

消 化 器 内 科 2 0 2 2 0 2 4 0 4 4 0 4 5 0 5

循 環 器 内 科 5 0 5 5 0 5 5 0 5 5 0 5 5 0 5

腫 瘍 内 科 2 0 2 1 0 1 1 0 1 2 0 2 2 0 2

腎 臓 内 科 0 1 0 1 2 0 2 2 0 2

小 児 科 5 0 5 5 0 5 4 0 4 4 0 4 5 0 5

外 科 ・ 消 化 器 外 科 5 0 5 5 0 5 5 0 5 5 0 5 4 0 4

整 形 外 科 5 0 5 5 1 6 6 0 6 6 0 6 7 0 7

形 成 外 科 2 0 2 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3

脳 神 経 外 科 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3

呼 吸 器 外 科 3 0 3 4 0 4 4 0 4 4 0 4 3 0 3

皮 膚 科 1 1 2 1 1 2 2 0 2 2 0 2 3 0 3

泌 尿 器 科 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2

産 婦 人 科 6 1 7 5 1 6 4 1 5 5 1 6 5 1 6

眼 科 1 0 1 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2

放 射 線 診 断 科 3 0 3 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2

放 射 線 治 療 科 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1

麻 酔 科 3 1 4 3 1 4 3 1 4 3 2 5 4 1 5

救 急 科 9 0 9 9 0 9 8 0 8 9 0 9 7 0 7

歯 科 口 腔 外 科 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2

病 理 診 断 科 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 2 2 0 2 2

健 診 セ ン タ ー 0 2 2 0 2 2 0 2 2

研 修 医 等 0 10 10 0 9 9 0 13 13 0 12 12 0 12 12

区 分 不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医 師 計 70 14 84 71 14 85 72 18 90 78 19 97 79 18 97

薬 剤 師 25 4 29 27 4 31 28 3 31 28 3 31 30 3 33

診療放射線技師 19 0 19 21 0 21 23 0 23 22 1 23 22 1 23

臨 床 心 理 士 2 0 2 2 0 2 2 1 3 3 0 3 3 0 3

臨 床 検 査 技 師 21 7 28 24 6 30 25 5 30 25 6 31 26 8 34

臨 床 工 学 技 士 9 0 9 10 0 10 10 0 10 12 0 12 12 0 12

管 理 栄 養 士 5 1 6 5 2 7 6 1 7 6 1 7 7 2 9

理 学 療 法 士 21 0 21 24 1 25 27 1 28 27 1 28 27 1 28

作 業 療 法 士 11 0 11 14 0 14 15 0 15 16 0 16 17 0 17

言 語 聴 覚 士 8 0 8 11 0 11 12 0 12 12 0 12 13 0 13

視 能 訓 練 士 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 3 0 3

マ ッ サ ー ジ 師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区 分 不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医 療 技 術 職 計 123 12 135 140 13 153 150 11 161 153 12 165 160 15 175

保 健 師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

助 産 師 36 12 48 36 11 47 34 11 45 36 11 47 34 12 46

専 門 看 護 師 1 0 1 1 0 1 1 0 1 2 0 2 2 0 2

認 定 看 護 師 15 0 15 17 0 17 17 0 17 17 0 17 18 0 18

看 護 師 345 78 423 351 72 423 370 71 441 369 69 438 371 75 446

准 看 護 師 4 14 18 2 14 16 0 15 15 0 15 15 0 15 15

歯 科 衛 生 士 0 4 4 0 4 4 0 5 5 0 5 5 0 5 5

看 護 補 助 者 0 61 61 0 68 68 0 65 65 0 64 64 0 66 66

エステティシャン 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 2 2 0 2 2

区 分 不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

看 護 計 401 170 571 407 170 577 422 168 590 424 166 590 425 175 600

診療情報管理士 4 0 4 4 0 4 3 0 3 4 0 4 4 0 4

社 会 福 祉 士 4 0 4 5 1 6 7 1 8 8 1 9 9 1 10

事 務 32 70 102 33 71 104 34 74 108 36 78 114 34 77 111

薬 剤 補 助 者 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 4 4

区 分 不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事 務 計 40 73 113 42 75 117 44 78 122 48 82 130 47 82 129

給 食 技 師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電 話 交 換 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1

技 師 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

洗 濯 0 4 4 0 4 4 0 4 4 0 3 3 0 2 2

保 育 所 0 6 6 0 7 7 0 8 8 0 8 8 0 8 8

病児・病後児保育施設 0 5 5 0 3 3 0 3 3

清 掃 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

区 分 不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 計 0 11 11 0 12 12 0 18 18 0 15 15 0 15 15

合 計 634 280 914 660 284 944 688 293 981 703 294 997 711 305 1,016

R2H28 H29 H30 H31
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  ② 医療の質と安全性の向上 

≪現状≫ 

・ 医療安全管理の基本理念を「患者の立場に立ち、患者が安心して医療を受けら

れる環境を整える」ことと定め、医療の質向上と医療安全文化の醸成を目指し

ています。 

・ 医療安全管理のための組織、報告制度、研修制度を整え、組織的に医療安全対

策を実施する体制が整備されています。院内ラウンドは、医師を交えて多職種

で実施しています。また、患者相談窓口が設置され、患者家族が相談・支援を受

けられる体制を整えています。 

・ 平成 30 年から、辰野病院・上伊那生協病院・昭和伊南総合病院と連携し、相互

評価をおこなっています。 

・ 院内クリニカルパスを導入・運用し、医療の質の向上、効率性のある医療の提

供を推進しています。 

・ 当院は日本医療機能評価機構による病院機能評価の認定を受けています。病院

機能評価は病院が組織的に医療を提供するための基本的な活動（機能）が適切

に実施されているかを評価する仕組みです。 

・ 当院の医療サービスを患者がどのように感じているか客観的に把握し、サービ

スの向上を図るため、毎年第三者の調査機関を利用して「患者満足度調査」を

行っています。外来の待ち時間が長いと感じられる方が多かったため、平成 27

年 4 月より診察順番表示システムや、診察の順番が近づいたときに登録した電

話番号に自動音声案内で連絡するシステムを導入して待ち時間における快適性

の向上を図っています。 

・ 当院は平成 25 年度に日本病院会が行う QI（クオリティ・インディケーター）プ

ロジェクト参加施設の 1 つとして選定され、参加しています。これは患者満足

度や死亡退院率などの QI 指標を公表し、向上させていくことにより医療の質を

改善することを目的としています。また、平成 27 年度より公益社団法人全国自

治体病院協議会が行う医療の質の評価・公表等推進事業にも参加しています。 

・ QI 指標が全国平均より高い転倒転落のリスクを軽減するため、入院時の履物に

ついてはスリッパよりも、かかとがある履き慣れた履物を推奨するとともに、

認知症ケアチームにおいて「不眠症対応指針」を作成しました。 

・ 厚生労働省より、診療の透明化や質の向上を目的として病院情報の公表が求め

られたことから、平成 28 年度より年齢階級別退院患者数などの情報をホーム

ページ上で公表しています。また、平成 30 年度に示された「医療広告ガイド

ライン」に従ってホームページ等の修正を行いました。 

・ 平成 26 年 4 月より、南棟 2 階に各種シミュレーターを配備したメディカルシミ

ュレーションセンター（MSC）がオープンし、院内研修はもとより院外からの研

修も多数受け入れ、医療の充実、人材の育成を行っています。 

・ 平成 29 年 10 月に竣工した北棟へ本館から健診室を移転し、疾病予防、早期発

見、健康増進に資するため、新たに健診センターとして開設しました。 

・ 平成 31 年 2 月より、患者に必要な医療・福祉・諸制度の相談窓口を集約し、患

者の利便性を高めるため、患者支援センターを開設しました。 
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≪課題≫ 

・ QI では、当院の入院患者の転倒転落による損傷発生率（レベル 4 以上）が全体

の平均をわずかに上回っています。今後、高齢者の増加に伴うサルコペニアな

どにより、入院中の患者も筋力低下による転倒のリスクが高まり、ADL・QOL の

低下と更に悪循環に陥ることが考えられます。 

・ 感染対策本部においてマネジメントや感染に関わる医療安全管理者の業務が増

加しています。今後、新型コロナウィルス感染対策本部、高難度医療である手

術支援ロボット下手術への対応、経腸栄養などの誤接続防止コネクタ導入、肝

炎重症化予防事業の推進、CVC ガイドラインに関する取り組み、RRS(Rapid 

Response System)の検討、など新たに取り組む必要があります。また、医療の

高度化、患者権利に対する意識の変化もあり、相談事例への速やかな対応も必

要です。 

・ 院内クリニカルパスの更なる導入、基準の設定、入院日数の適正化を進める必

要があります。 

・ 病院機能評価の更新が 5 年ごとに必要となります。また、認定 3 年目には期中

の確認として自己評価の提出が必要となります。 

・ インシデント・アクシデント報告を全て行い、検証し、マニュアルの見直しを

行っていく必要があります。 

・ システムの導入等により待ち時間対策を図ってきましたが、令和元年度の患者

満足度調査では外来の待ち時間に対する満足度が低下したため、さらなる快適

性の向上等が求められます。 

・ 院内にデータセンターを設置し、QI 指標等を経常的に算出、公表していくこと

により、医療の質を高め、当院の医療内容を広く周知していく必要があります。 

【患者満足度調査結果】                 （令和元年度） 

アンケート回収数  [外来] ９６０件、[入院]２３７件  
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 【院内クリニクルパス適用患者数及びパス適用率の推移】 

 

 

 

【日本病院会ＱＩプロジェクト】 

2019(令和元)年 
当院 

平均値（年） 

全体 

平均値（年） 

200～399 床 

施設平均値（年） 

入院患者の転倒・転落発生率 
2.19％ 2.69％ 2.91％ 

入院患者の転倒転落による損傷発

生率（レベル 2 以上） 
0.48％ 0.71％ 0.74％ 

入院患者の転倒転落による損傷発

生率（レベル 4 以上） 
0.10％ 0.05％ 0.06％ 

65歳以上の入院患者における転倒

転落発生率 
2.63％ 3.10％ 3.22％ 
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 ③ 感染管理 

≪現状≫ 

・ 当院は第二種感染症指定医療機関の指定を受けていますが、感染症を専門とす

る医師がいません。 

・ 感染症病床は、入室ルートや部屋構造などに感染防止対策上の改善すべき点が

あります。 

・ 職員への周知や教育について、通年を通しての実施ができていません。 

・ 新興感染症が流行した際の組織としての対応をマニュアルに則って行うことが

できない場面がありました。 

≪課題≫ 

・ 新興感染症の診療を行うことができる医師の育成と確保が必要です。 

・ 感染症病床への入室ルート検討が必要です。特に各感染症病床に前室の設置が

求められます。 

・ 新興感染症に対応する指定感染症医療機関である事への意識改革と対応訓練の

実施を常に行う必要があります。 

・ 新興感染症マニュアルに則った対応の徹底と、マニュアルの見直しが必要です。 

 

④ 施設・機器整備 

≪現状≫ 

・ 患者の増加、医療の進歩に伴う新たな医療機器の導入・新たな機能の付加等の

ため、平成 15 年 4 月の開院以降、MRI 棟、南棟などを増築し、平成 29 年度に

は健診センター、訪問看護ステーション機能などを充実するための北棟が完成

しました。日進月歩の医療技術の革新、医療制度の変革や地域の要請に応える

機能の追加は、今後も随時必要となっています。 

・ 患者数の増加、職員・委託業者社員等の増加により、平成 21 年度及び平成 24

年度に駐車場を増設しましたが、診療日のピーク時には駐車場が不足する状況

となり、平成 28 年度にヘリポートの南北に増設しました。 

・ 職員の更衣室、機材・書類等の保管場所が不足していたため、北棟増築に併せ

て整備しました。 

・ 北棟増築にあわせて、平成 29 年度に高精度放射線治療機器（リニアック）、PET-

CT、SPECT-CT を導入しました。 

・ 当院は「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく「第二種エネルギ

ー管理指定工場」に該当し、二酸化炭素排出量の削減、電気、ガス、燃料、水道

使用量等の削減に向けて継続して取り組んでいます。 

・ 長野県温暖化対策病院協議会に加盟し、長野県エネルギー戦略の目標達成に向

けて、県内病院の温暖化対策・省エネルギーに関する意見や情報交換を行い、

温暖化対策の推進に取り組んでいます。 

≪課題≫ 

・ 病院施設整備においては、患者はもちろん、職員にとっても常に最適な機能を

保ち、手戻りや将来の障害とならないよう将来展望を見据えた中長期計画によ
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る改築等整備が必要です。 

・ 医療機器は日進月歩ですが、近隣病院の動向もふまえ、先進医療機器を戦略的

に導入していく必要があります。 

・ 取得価格 2,000 万円以上の高額な医療機器は、平成 15 年の開院時に導入したも

のが多く、今後次々更新期となるため、計画的な更新が必要です。 

・ 院内に省エネルギー推進委員会を設置しており、引き続き省エネルギーを推進

していく必要があります。 

・ 新型コロナウイルス感染症は病院経営に大きな影響を及ぼし、累積赤字が増大

しました。このため通常更新用の機器購入財源が確保できない事態となってい

ます。安定的な診療を続けるため、収入増に向けた施策、一層の経費節減努力

と戦略的な機器更新計画の策定が求められます。 
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【施設整備経過】 
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【取得価格 2,000 万円以上の高額医療器械】     （令和元年度末現在 施設管理課調べ） 

資産名称 取得日 
取得価額 

(税抜き:円) 
取得 
数量 

耐用 
年数 

所属名 

超音波診断装置 H10. 8.21 40,096,000 1 6 外科 

手術用顕微鏡装置 H11. 7.27 20,000,000 1 5 手術室 

総合血液学検査システム H15. 2.18 27,900,000 1 6 臨床検査科 

循環器用超音波診断装置 H15. 2.25 24,000,000 1 6 シミュレーションセンター 

分娩監視ネットワークシステム H15. 3.13 24,200,000 1 6 産婦人科 

病棟モニタリングシステム H15. 3.13 67,200,000 1 6 4 階西病棟 

低床電動ベッド H15. 3.13 36,166,000 1 10 看護部 

脳外科手術用顕微鏡 H15. 3.18 27,300,000 1 8 手術室 

生化学自動分析システム H15. 3.19 86,800,000 1 6 臨床検査科 

超音波診断装置 H15. 3.19 48,600,000 1 6 救命救急センター 

逆浸透水精製装置 H15. 3.24 49,000,000 1 6 透析室 

調剤システム H15. 3.26 27,600,000 1 6 薬剤科 

注射薬自動払出システム H15. 3.26 41,300,000 1 6 薬剤科 

薬剤トータルシステム H15. 3.26 22,000,000 1 6 薬剤科 

胸部外科手術システム H15. 7.11 23,800,000 1 8 シミュレーションセンター 

超音波診断装置（心臓） H19. 8.31 21,000,000 1 6 臨床検査科 

硝子体・白内障手術システム H21. 8.19 34,900,000 1 5 手術室 

頭腹部血管撮影装置 H21.12.24 83,740,000 1 6 診療放射線科 

内視鏡外科手術システム H23. 3.18 27,000,000 1 5 手術室 

磁気共鳴断層撮影装置 H23. 3.28 155,000,000 1 6 診療放射線科 

セントラルモニタリングシステム H24. 3.23 25,400,000 1 5 救命救急センター 

Ｘ線ＴＶ透視撮影装置 H25. 1.31 28,000,000 1 6 放射線科 

全身用Ｘ線ＣＴ診断システム H25. 3.14 224,800,000 1 6 放射線科 

手術用顕微鏡 H25. 3.22 44,500,000 1 8 手術室 

Ｘ線ＴＶ透視撮影装置 H25. 4.11 28,000,000 1 6 放射線科 

過酸化水素低温プラズマ減菌装置 H25. 6.24 26,600,000 1 5 中央材料室 

医用テレメーター・ベッドサイドモニタ H25. 9.20 22,400,000 1 6 救命救急（病棟） 

採血業務支援システム H26. 1.31 24,500,000 1 6 中央採血室 

アキュタッチ（バーチャルリアリティ気管支・消化器内視鏡シミュレーター）  H26. 3.14 26,500,000 1 6 シミュレーションセンター 

Sim Man ３G H26. 2.27 22,240,000 1 6 シミュレーションセンター 

術中ナビゲーションシステム H26. 3.25 37,000,000 1 6 手術室 

外科用Ｃアーム装置 H26. 3.25 42,000,000 1 6 手術室 

血管撮影装置 H26. 8.29 83,500,000 1 6 放射線科 

３Ｄ内視鏡外科手術システム H26. 9.30 36,800,000 1 6 手術室 
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資産名称 取得日 
取得価額 

(税抜き:円) 
取得 
数量 

耐用 
年数 

所属名 

セントラルモニタシステム H27.10. 5 24,000,000 1 6 6 階西病棟 

生化学分析装置・検体搬送システム H27. 5. 1 66,800,000 1 6 臨床検査科 

一般Ｘ線撮影画像処理システム H28. 3.18 85,000,000 2 6 放射線科 

マルチカラースキャンレーザー光凝固装置  H28. 6.29 20,800,000 1 6 眼科 

注射薬自動払出システム H29. 3.17 26,500,000 1 6 薬剤科 

放射線管理総合モニタリングシステム H29.10.31 28,990,000 1 6 診療放射線科 

ポジトロンＣＴ装置 H29.11.20 175,100,000 1 6 診療放射線科 

シングルフォトンＣＴ装置 H29.11.20 80,900,000 1 6 診療放射線科 

放射線治療装置線量評価測定機器 H29.11.30 32,500,000 1 6 診療放射線科 

医療用リニアック H29.11.30 493,700,000 1 6 診療放射線科 

治療計画用全身用ＣＴ装置 H29.11.30 71,300,000 1 6 診療放射線科 

内視鏡システム H30. 1.31 91,900,000 1 6 健診センター 

乳房撮影システム H30. 3.26 36,500,000 1 6 診療放射線科 

ＣＴ撮影装置 H30.12.26 74,000,000 1 6 診療放射線科 

1.5 テスラ磁気共鳴断層撮影装置 H31. 1.31 189,700,000 1 6 診療放射線科 

無影灯 R01. 5.15 29,000,000 1 6 手術室 

全自動細菌同定感受性検査装置 R01. 9.27 23,980,000 1 6 臨床検査科 

多目的デジタルＸ線ＴＶシステム R01. 9.27 32,940,000 1 6 診療放射線科 

内視鏡下手術システム R01. 9.27 24,500,000 1 6 手術室 

【長野県内の高額医療機器】           （令和 2 年 8 月現在 伊那中央病院調べ） 

機器 高性能 CT ペット CT 
3.0 テスラ

MRI 

ガンマナイフ 

定位放射線 

治療装置 

陽子線 

治療装置 

放射線 

治療装置 

ダ・ヴィンチ 

内視鏡手術 

支援ロボット 

特徴 

検査時間が飛

躍的に速く、

身体の内部を

より細かく検

査できる 

全身を一度に

調べられ、予

想外のがんの

発見に威力を

発揮する 

画像情報が多

く、診断能力

が高い 

放 射 線 (ガ ン

マ 線 )を 病 巣

部のみに集中

照射 

陽子線は、深部

(狙った部分＝

腫瘍があると

ころ)でピーク

を迎える 

からだの外か

ら放射線を照

射する 

前立腺がん他

の摘出術が保

険適用 

伊那中央 H25.3 H29.10 H23.3   H30.3  

諏訪赤十字 R01.9 H26.8    H31.1 H28.8 

飯田市立 H29.8 R01.9    H30.2  

相澤病院 R02 H15.4 H30.6 H25.3 H26.9 H29  

信州大学附属 R01.8 H24.7 H28   H25.6 H24.12 

佐久総合 G H24.9 H26.3    H20 H26 

信州上田医療センター      H26.7  

長野市民 H29  H19.4   ○ H25.4 

長野赤十字 H27.1 H25.3 H25.10   H22.1 H25.8 

昭和伊南 H29.12  H25.3     

県立木曽 H26     H18.4  

 ○は導入時期等不明 
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⑤ 5 疾病 

ア がん 

≪現状≫ 

・ 厚生労働省は平成 30 年度閣議決定された第 3 期がん対策推進基本計画を見直

し、重点的に取り組むべき課題を次のとおりとしています。 

第１ 全体目標「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す」 

  科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 

① 患者本位のがん医療の実現 

② 尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築 

第２ 分野別施策 

１．がん予防 

がんの一次予防、がんの早期発見、がん検診 

２．がん医療の充実 

① がんゲノム医療 

② がんの手術、放射線療法、薬物療法、免疫療法 

③ チーム医療 

④ がんのリハビリテーション 

⑤ 支持療法 

⑥ 希少がん、難治性がん 

⑦ 小児がん、AYA 世代のがん、高齢者のがん 

⑧ 病理診断 

⑨ がん登録 

⑩ 医薬品、医療機器の早期開発、承認等にむけた取り組み 

３．がんとの共生 

① がんと診断された時からの緩和ケア 

② 相談支援、情報共有 

③ 社会連携に基づくがん対策・がん患者支援 

④ がん患者等の就労を含めた社会的な問題 

⑤ ライフステージに応じたがん対策 

４．これらを支える基盤の整備 

①がん研究 

②人材育成 

③がん教育、普及啓発 

第３ がん対策を総合的かつ、計画的に推進するために必要な事項 

１．関係者等の連携協力のさらなる強化 

２．都道府県による計画の策定 

３．がん患者を含めた国民の努力 

４．患者団体等との協力 

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化、重点化 

６．目標達成状況の把握 

７．基本計画の見直し 
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・ 当院は、平成 21 年 4 月より上伊那医療圏の地域がん診療連携拠点病院の指定を

受け（平成 25 年 3 月更新）、専門的ながん医療の提供、地域のがん診療の連携

協力体制の構築、がん患者に対する相談支援及び情報提供を行っています。が

ん診療連携拠点病院は、がん診療連携拠点病院の整備について（厚生労働省健

康局長通知）に基づき、全国どこでも質の高いがん医療を提供することができ

るよう、全国 396 箇所の病院が指定されています（平成 28 年 4 月 1 日現在）。 

・ 地域公開講演会や地元医師会医師も参加する緩和ケア研修会を行なっています。 

・ がん相談支援センターを設置しており、看護師、薬剤師、臨床心理士、社会福

祉士等ががん治療や、それに伴う経済的、心理的な相談や、退院時に在宅療養

にむけた地域連携を含めた支援を行なっています。 

・ 平成 19 年 6 月より医師、看護師、薬剤師、臨床心理士等からなる緩和ケアチー

ムを発足し、がんの患者やご家族の痛みをはじめとするつらい症状を和らげ、

こころのケアを行っています。病名告知から終末期まで患者、患者家族に寄り

添い、がん療養が苦痛を少なく過ごせることを目標に、チームでカンファレン

スを行って、実践につなげています。 

・ 当院を受診した患者で、現在の診断や治療方法について、当院医師による第 2

の意見（セカンドオピニオン）を希望される方には、セカンドオピニオンの対

応を随時行って、納得して受ける診療を目指して対応しています。また、当院

外の施設からのセカンドオピニオンを希望している患者の受け入れも随時行い、

納得した上で受ける医療の支援としています。 

・ 通院治療室において、外来での抗がん剤治療を行なっています。抗がん剤治療

の薬剤、治療内容によっては、入院で行なうものもありますが、外来通院で行

える治療が多いため、患者の経済面の負担軽減や、利便性、生活の質の向上を

図ることにつながっています。 

・ 平成 24 年 8 月から精神腫瘍科を開設し、週 1 回がん患者の心理面での悩みやつ

らさの援助、必要に応じた治療を行っています。 

・ 平成 25 年 4 月に、がん患者を総合的に診療していく体制とするため、腫瘍内科

が稼動しており、外科的治療が困難ながん、希少がん、悪性リンパ腫などの専

門的な治療を必要とする患者にも内科的な診療を提供することができるように

なりました。初診時から緩和ケアチームの介入もでき、患者の支援体制に厚み

を持たせることができています。 

・ 令和 2 年から、がんゲノム外来として、遺伝子検査の支援も行なっています。 

がんゲノムファイリング検査は、がんと関連する多数の遺伝子状態を確認する

検査となり、検査の材料は、手術で切除した組織、血液から行なわれ、倫理的配

慮を含めた対応を行なっています。 

・ 平成 25 年 10 月から新しく運用を開始した南棟では、1 階は外科、呼吸器外科、

乳腺内分泌外科等のがん関連外来が、2 階は通院治療室 20 床、がん相談支援セ

ンター、がんサロンとして「サロンまほら」があり、情報収集の場として通院治

療室や腫瘍内科の待合としても活用されています。 

がん診療機能を強化し、チーム医療の一層の推進を図っています。 
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 ≪課題≫ 

・ 地域のがん診療、ケアへの認識を深め、地域連携でがん患者の診療の充実を図

ることが求められています。 

・ 当院のがん診療の検証を行うため、がん登録による 3 年・5 年生存率を公表して

いく方針ですが、予後判明率 90％以上の公表基準の達成が課題となっています。 

・ がんゲノム外来は、信州大学とも連携を図り、精度の高い内容で患者の治療情

報の提供になっていくと考えています。今後も、対象となる患者は増えていく

と考えられ、システムの構築が課題となっています。 

【当院のがん登録】 

種類 
全国がん登録 

(長野県地域がん登録事業) 

院内がん登録 

(がん診療連携拠点病院の指定要件) 

目的 

地域のがん実態把握 

(罹患率と地域レベルの生存率を計測す

る) 

施設のがん診療評価 

(施設におけるがん診療の実態を把握し、

施設のがん診療の質の向上と患者支援を

行う) 

登録対象 対象地域の居住者に発生したがん 当院でがんの診断・治療を受けた全患者 

対象疾患 

1)悪性腫瘍(上皮内がんを含む) 

2)頭蓋内良性及び悪性腫瘍 

※初めて｢がん｣と診断、ないしは診療された日 

登録開始 平成 28 年 1 月診断分より 

平成 27 年 1 月診断分より 

当院：平成 18 年 11 月～(入院分) 

平成 31 年 1 月～(入院・外来) 

収集項目数 26 項目 99 項目 

データ提出件数 

平成 28 年＝970 件 

平成 29 年＝919 件 

平成 30 年＝932 件 

令和元年＝955 件 

平成 28 年＝970 件 

平成 29 年＝919 件 

平成 30 年＝932 件 

令和元年＝955 件 

提出先 長野県地域がん登録室(毎月) 

国立がん研究センター(年 1回の全国集計) 

平成 21 年 3 月よりがん診療連携拠点病院

に認定されたため、平成 20 年診断分より

データ提出 

イ 脳卒中 

≪現状≫ 

・ 平成 27 年 4 月に 12 床へ増床した脳卒中ケアユニット（SCU）は令和元年度の病

床利用率 91.2％、平均在室日数は 12.1 日と延長し、急性期の治療を十分に担

える環境にあります。 

・ 脳神経外科、脳神経内科が中心となり、脳卒中治療において救急から治療まで

科の垣根を越えてスムーズにチーム医療を行なう「脳卒中センター」として、

脳梗塞に対する超急性期治療チームの構築と活動を継続しています。 

・ 令和元年 12 月に脳卒中、循環器病対策基本法が施行されました。当院は一次脳

卒中センター（PSC）を取得しています。発症後の初期対応から急性期、在宅医

療まで切れ目のない医療・介護体制の強化が望まれています。 

・ SCU 在院日数が延びたことにより、個別対応による再発予防指導の充実が図ら

れています。更に、脳卒中リハビリテーション認定看護師を中心に、退院後も

継続的にフォローしています。 

・ 地域住民への脳卒中予防の啓発活動として、毎年、脳卒中講演会を開催してい
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ます。 

・ 脳卒中患者においても、退院後のかかりつけ医への逆紹介率の向上が図られて

います。 

 ≪課題≫ 

・ 循環器病対策基本計画に沿って、急性期病院として、より高度な脳卒中センタ

ーを目指していく必要があります。 

・ 脳卒中専門医の確保、PSC core センターへむけて血栓回収実施医の確保、脳血

管内治療専門医の確保、脳卒中リハビリテーション認定看護師の増員等、人員

確保を図る必要があります。 

・ 人口減少と高齢化率の増加という面から、脳卒中患者のデータを読み解き、更

なる医療の質の向上を目指していく必要があります。 

・ 切れ目のない医療・介護体制を整えていくために、地域の関係機関との連携の

充実を図る必要があります。 

ウ 急性心筋梗塞 

≪現状≫ 

・ 平成 24 年 7 月から心大血管リハビリを開始し、患者の早期回復、再発予防に努

めています。 

・ 急性心筋梗塞急性期の迅速なる血行再建術施行をめざし、クリニカルパス使用

により循環器内科と救命救急センター間での綿密な連携をシステム化し、いわ

ゆる Door to balloon time（来院からカテーテル治療までの時間）の短縮を進

めています。 

・ 急性心筋梗塞入院から退院までをクリニカルパス化し、急性期医療から２次予

防を意識した患者教育までをシステム化し、多職種協働で切れ目のない医療を

実践しています。 

・ 定期的に M&M（Morbidity and Mortality）カンファレンスを多職種で開催し、

症例の振り返りを通じて、医療の質的向上を図っています。 

・ 大動脈バルンパンピング（IABP）、経皮的心肺補助装置（PCPS）、持続血液濾過

透析装置（CHDF）等の高度医療に必要な医療機器を常備し、定期的に機器更新

を行い、先端高度医療に必要なハード面を確保、維持しています。 

・ 平成 25 年秋から、患者を含めた地域住民を対象に「心臓病教室」を開催し、循

環器内科を中心としたワーキンググループが、心血管疾患に関する教育、啓発

活動に力をいれています。 

 ≪課題≫ 

・ 常勤心臓血管外科医が不在の現状では、近隣心臓血管外科常勤医の在籍する急

性期病院との綿密な連携が必要であり、情報共有、ドクターヘリなどの搬送手

段・運用システムにより一層の検討、改善が必要であると思われます。さらに

は、心臓血管外科医の確保から、当院内での外科的治療開始が望まれます。 

・ かかりつけ医とのより綿密な連携を目指して、クリニカルパスなどの医療シス

テムを構築し、地域での急性心筋梗塞医療システムの構築を目指し、検討中で

す。 
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・ 急性心筋梗塞をはじめとした循環器領域の急性期高度集約的医療の安定かつ継

続的な供給体制の構築と、医療者の働き方改革を共存せしめることは、現在お

よび将来の医療体制の策定を考える上で、極めて重要な案件であり、そのため

には循環器診療の地域でのセンター化は不可避であると考えられます。当院は、

従来の診療圏に加えて、現在木曽地域の循環器内科領域の急性心筋梗塞を始め

とした急性期集約的診療・医療も担っています。南信地域の循環器診療を考え

る上で、病診連携のみならず病病連携システムのさらなる改善、向上が必要で

す。 

エ 糖尿病 

≪現状≫ 

・ 平成 25 年度に「上伊那地域糖尿病療養指導士育成会」を立ち上げ、毎年上伊那

地域の医療従事者へスキルアップを含めた講習会を現在も継続しています。現

在、上伊那地域の地域糖尿病療養指導士の認定を受けている者は 134 人となっ

ており、糖尿病の地域連携と教育を進めています。 

・ 平成 28 年度から、患者を含めた地域住民に「糖尿病教室」を開催し、内科医を

中心としたワーキンググループが、糖尿病に関する教育、啓発活動に力を入れ

ています。 

・ 月に 2 回、多職種でカンファレンスを開催し、症例の情報共有を通じて、医療

の質的向上を図っています。 

・ 平成 24 年度の診療報酬改定で糖尿病透析予防指導管理料が取得できるように

なりました。しかし、患者の選別が進まず取得できていません。 

・ 糖尿病以外の入院で血糖管理が必要な患者も多く存在します。 

 ≪課題≫ 

・ 糖尿病透析予防指導管理料が取得できるように、スクリーニング等のシステム

作りを検討していくことが必要です。 

・ 糖尿病以外の入院で血糖管理が必要な患者に血糖調整が十分に行われていない

場合があります。血糖管理が必要な患者を抽出できるような仕組みを構築する

必要があります。 

・ 血糖管理目的でかかりつけ医から紹介されることで、栄養・生活指導や薬物療

法で血糖・血圧・脂質などを管理でき、地域の糖尿病による透析導入患者の減

少が期待できるため、紹介率を上げていく必要があります。 

オ 精神疾患 

≪現状≫ 

・ 平成 24 年 8 月から毎週月曜日に精神腫瘍科の診療を行い、がん患者の適応障

害、うつ病、せん妄などの精神症状の評価、診断、治療を行っています。 

・ 県立こころの医療センター駒ヶ根より月 2 回精神科医師の派遣を受け、がん以

外の入院患者の診療を行っています。 

・ 高齢化に伴い認知症患者が増加することが予測されることから、平成 28 年度か

ら認知症ケアチームを立ち上げ、院内での活動を開始しました。 
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・ 認知症の患者の退院先に苦慮しています。在宅介護が困難な場合、施設入所待

機となり、入院期間延長につながっています。 

・ 令和 2 年 8 月より、入院患者に対してせん妄スクリーニングを開始しました。 

≪課題≫ 

・ がん緩和ケアの一層の充実、入院患者の高齢化や認知症の増加などに対処し、

安全な医療を行なうため、精神科の常勤医師の確保が必要です。 

・ 精神疾患に関連して、精神科医の常勤化や他院（こころの医療センター/2 回、

市内病院 1 回）との連携などにより、増収施策として総合入院体制加算の取得

を目指す必要があります。 

・ 平成 27 年 1 月に厚生労働省は、全国で認知症を患う人の数が 2025(令和 7)年に

は 700 万人を超えるとの推計値を発表しました。これは、65 歳以上の高齢者の

うち 5 人に 1 人が認知症に罹患する計算となります。上伊那地域においても認

知症患者が増加することが予測され、行政や医師会と連携し、組織的に取り組

む必要があります。 

・ せん妄スクリーニングを行うことで、せん妄予防とせん妄出現後の早期の症状

改善に努め、治療を効果的に受けることができる環境作りや、早期退院に向け

た取り組みが必要です。 

・ 認知症の患者が地域に帰るために、ケアマネをはじめとする支援者との連携、

情報共有によりいっそう取り組む必要があります。 

・ 認知症に関する情報発信、地域への啓発活動の充実を図る必要があります。 

 

⑥ 5 事業 

 ア 救急医療 

≪現状≫ 

・ 当院の救急診療は、開院時から地域救急医療センターで行ってきました。平成

24 年 4 月 1 日に県から救命救急センターとして指定され、救急専用病床 10 床

を設置しています。 

・ 当センターは専従医師が 365 日 24 時間体制で全次を対象とした救急患者の治

療にあたり、休日・夜間の一次救急は、当院専従医師、兼任医師、非常勤医師

（地元医師会所属医師、信州大学病院パート医師等）が対応しています。 

・ 救命救急センターは平成 25 年 10 月から本館南の新棟に移り、初療室と救急専

用病床がワンフロアとなり、重症患者を受け入れ集中治療が行えるようになっ

ています。 

・ 集中治療室（平成 15 年 5 月開設）の運営にも関わっており、三次救急患者は救

急科入院として、担当診療科医師とともに治療にあたっています。 

・ 救急車で搬送された方や重症な患者の診察に重点をおけるように、症状の軽い

方については、他の医療機関を受診するよう案内しています。また、緊急度判

定システムの導入とトリアージ看護師の配置を行い、緊急度の高い患者を優先

的に診療につなげています。 
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≪課題≫ 

・ 救急患者の受け入れに際し、院内の連携を更に強化し救急専用病床の効果的な

運用が求められます。 

・ 働き方改革によるタスクシフト/タスクシェアリングの検討と、救急救命士の院

内雇用について検討を行う必要があります。 

イ 災害医療 

≪現状≫ 

・ 当院は、上伊那医療圏の災害拠点病院として、伊那市営伊那中央総合病院指定

（平成 9 年 1 月指定）を平成 15 年 4 月に引き継ぎました。 

・ 災害拠点病院とは、阪神・淡路大震災の反省から、平成 8 年に厚生省が定めた

「災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るための医療機関」で、次

の機能を備えた病院です。  

◇ 24 時間いつでも災害に対する緊急対応ができ、被災地域内の傷病者の受け

入れ・搬送が可能。  

◇ 重症傷病者の受け入れ・搬送がヘリコプターなどを使用して行える。 

◇ 消防機関（緊急消防援助隊）と連携した医療救護班の派遣体制がある。 

◇ ヘリコプターに同乗する医師を派遣でき、これらをサポートする十分な医

療設備や医療体制、情報収集システム、ヘリポート、緊急車両を備え、自己

完結型で医療チームを派遣できる。 

・ 当院の本館及び救命救急センターのある南棟は免震構造となっており、有事の

際には「災害拠点病院運用マニュアル」に基づき、速やかに災害対策本部、ト

リアージセンター等受入エリアを設置し、医療救護にあたることになっていま

す。 

・ 毎年定期的に防災訓練・災害拠点病院訓練を行うほか、市・県の防災訓練や、

DMAT 訓練に参加し、災害時に備えています。また、非常時には安否確認システ

ム（オクレンジャー）により職員に連絡を行います。 

・ 平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、発生直後に岩手県に DMAT を派遣

し医療活動を行い、その後も 3 度にわたり宮城県へ医療救護班を派遣しました。

また、平成 26 年 9 月の御嶽山噴火災害、11 月の神城断層地震（長野県北部地

震）令和元年 10 月の台風 19 号災害に DMAT を派遣しました。 

・ 上伊那地域包括医療協議会で平成 25 年度に策定された「災害時医療救護活動マ

ニュアル」（平成 28 年 12 月改訂）において、上伊那の災害拠点病院として積

極的な役割を果たしています。 

ウ へき地医療 

≪現状≫ 

・ 地域医療支援病院の役割として、信州保健医療総合計画で「へき地を支援する

病院」として、伊那市の美和診療所を支援しています。 

≪課題≫ 

 ・ 支援地が遠隔地であり、地区の高齢化も進んでいることから関係市町村や診療
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所と連携して必要に応じた支援体制を構築する必要があります。 

 エ 周産期医療 

≪現状≫ 

・ 「周産期」とは、妊娠後期から新生児早期までの分娩に関する期間をいい、母

体・胎児や新生児の生命に関わる事態が発生する可能性があるため、産科・小

児科の総合的な協力体制を取っています。 

・ 当院は、平成 21 年 3 月に地域周産期母子医療センターの指定を受け、総合周産

期母子医療センターに指定されている県立こども病院と連携して、ハイリスク

妊婦の分娩等の高度な医療を提供するとともに、母体と新生児の転院搬送シス

テムを構築しています。 

・ 平成 30 年５月から多様な妊産婦のニーズに応え、安全・安心・快適な分娩環境

を確保するために院内助産を開設しました。正常に経過している妊婦の分娩を

助産師のみで対応しますが、緊急時は産婦人科医師、小児科医師と連携し地域

周産期センターの強みを活かし母児の安全を確保しています。 

・ 助産師外来、産後母乳相談、産後２週間検診、産後ケア事業を実施し、行政とも

連携しながら妊産褥婦のメンタルヘルスケア、児童虐待防止に努めています。 

≪課題≫ 

・ 地域周産期母子医療センターには NICU（新生児集中治療管理室）の設置が望ま

しいとされています。当院はこれに相当する病床を 4 床有していますが、常勤

の新生児専門医師が配置されていないことから、NICU の施設基準を満たせてい

ません。上伊那地域における唯一の地域周産期母子医療センターとして、NICU

の体制整備が必要です。 

・ 助産師の実践能力強化のため、看護協会が推進する助産師出向支援導入事業の

活用を検討する必要があります。 

オ 小児医療 

≪現状≫ 

・ 平成 24 年 1 月から、4 階東病棟内に小児専用病床 14 床を整備しています。 

・ 伊那小学校、伊那中学校の院内学級が設置されています。 

・ 平成 23 年 1 月から、環境省が行うエコチル調査を、県内では唯一上伊那医療圏

で行っています。エコチル調査とは、お母さんのおなかにいる時から 13 歳にな

るまでの子どもの健康状態を調査するものです。また、令和元年度から 6 歳児

の医学的検査に協力しています。 

≪課題≫ 

・ 小児の休日・夜間一次救急は、本来、地元医師会所属医師が担うとされていま

すが、体制不足のため当院の小児科医師も協力して行っています。医師会医師

が来られない日もあるなど、当院医師の負担が大きくなっており、上伊那医療

圏全体での検討が必要です。 

・ 発達障害児、小児アレルギーの患者が増えており、チーム医療の強化、福祉・

教育との連携が必要です。 

- 55 -



 

・ 地域周産期医療センターとして、新生児医療の充実を図る必要があります。信

州大学医学部附属病院や長野県立こども病院等、高次医療機関との連携をより

深める事が必要です。 

・ 重症心身障害児が増加しており、当院は上伊那地域の小児在宅医療の拠点とし

ての役割を期待されています。福祉・行政・教育と連携し、小児訪問看護、小

児訪問リハビリテーション等、小児在宅医療の充実を図る必要があります。 

・ 小児領域では思春期医療の重要性が高まっています。不登校や発達症、心身症

の患者が増え、小児科医の診療スキルの向上やコメディカルスタッフの支援体

制の強化が必要です。また、児童精神科との連携や院内学級の有効活用等も求

められています。 

・ 神経疾患（てんかん患者等）、障害児、免疫疾患等の小児科患者が、成人期以

降にどのように成人医療に移行していくかが大きな課題となっています。円滑

な移行が可能になるよう成人医療と小児医療との連携を図る必要があります。 

 

 ⑦ 地域連携と在宅医療 

ア．地域連携 

≪現状≫ 

・ 当院は平成 23 年 4 月から地域医療支援病院に承認され、次の役割を担っていま

す。 

◇ 地域の医療機関からの紹介患者の受け入れ 

◇ 医療機器等の共同利用推進 

◇ 救急医療の実施 

◇ 地域の医療従事者に対する研修等の実施 

・ 地域医療機関との連携を推進し、継続性、一貫性のある医療を提供することを

目的とし、登録医制度を設けています。上伊那地域の医科 100、歯科 78 の医療

機関が当院の登録医となっています。紹介を受けた患者に対して、専門的な診

療を行った後は紹介元のかかりつけ医へ逆紹介し、継続的に治療を受けられる

よう、かかりつけ医制度を推進しています。日ごろの健康管理や発病の初期は

かかりつけ医（一次医療）、専門的な検査や手術など入院治療が必要な場合は

かかりつけ医の紹介により当院（二次・三次医療）がそれぞれ担当するという

機能分担を進めています。 

・ 高額な医療機器などの共同利用に関しては、令和 2 年 4 月より読影を希望しな

い（撮影のみの）医療機関を契約し、長期間お待たせしない検査を運用してい

ます。 

・ 紹介元への放射線診断（読影報告書作成）業務は業務量の増加等により、お待

たせする期間が長くなる傾向にあります。 

・ 平成 22 年度から上伊那地域連携クリニカルパスを運用しています。大腿骨近位

部骨折・脳卒中パスそれぞれ 67 の保健医療機関への転院・移行を通して継続的

な治療が行えるよう取り組んでいます。 

・ 平成 23 年度から、5 大がんの診療連携パスを運用しています。各疾患の連携医

療機関は、胃－47、大腸－47、肺－41、肝臓－33、乳－35 となっており、それ
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ぞれ 5 年間を通して、当院での専門治療とかかりつけ医での在宅療養の情報を

共有しながら支援を行っています。 

・ 上伊那医師会・歯科医師会・薬剤師会と当院職員の懇話会を実施し、医療者同

士の「顔の見える関係づくり」を推進しています。 

・ 地域支援病院委員会を実施し意見交換を行いながら、地域支援病院としての役

割を担える、院内組織への働きかけを行っています。 

・ 平成 28 年 4 月から全病棟に入退院支援職員を配置し、入退院支援加算１の体制

が定着しました。地域のケアマネ・医療関係者等と情報共有に努めながら連携

強化を図っています。院内職種が実施する退院に向けた指導内容を、担当の入

退院支援職員が把握し、安心して退院後の生活が送れるよう、地域支援者への

情報提供を行っています。 

・ 「医療と介護連携交流会」を年二回開催し、地域支援者と事例の振り返りや情

報交換を行うことで、連携強化につなげています。 

・ 令和元年の患者支援センター開設に伴い、退院調整看護師を入院説明専従看護

師として配置し、入院前に退院後の療養生活への困難要因の把握につとめてい

ます。 

・ 社会福祉士・臨床心理士による相談業務が定着しています。令和 2 年の新型コ

ロナウイルス流行期には、心理士が講師を務め、看護師に向けリラクゼーショ

ンを行い、不安の緩和につなげました。 

・ 平成 25 年 7 月から信州大学病院を事務局とした医療連携ネットワーク「信州メ

ディカルネット」を利用し、参加する複数の医療機関との間で電子カルテデー

タの参照や提供が可能となりました。当院の情報提供利用件数は長野県内で最

多となっています。 

≪課題≫ 

・ 地域支援病院としての役割・機能保持のため、 紹介率、逆紹介率を更に向上さ

せ、開業医等との地域連携を推進する必要があります。複数の疾患を抱えてい

る方には、それぞれのかかりつけ医への情報提供書の提供が求められています。

医師事務職員などとの協力を得ながら逆紹介の向上に努めます。 

・ 今後の地域連携パスの新規作成については、医療の動向を敏感に察知し、地域

を担うかかりつけ医のニーズに沿った医療の標準化と継続性を検討しつつ取り

組む必要があります。呼吸不全や心不全といった慢性疾患を専門的治療から在

宅医療へつなげるための連携については、医師会や市町村との連携をふまえ、

パス作成を検討する必要があります。 

・ 医療連携ネットワーク「信州メディカルネット」を有効に活用していくと共に、

参加医療機関に有効な利用を進める必要があります。当院医師に向けた運用の

周知を継続し、利用頻度の向上を図る必要があります。 

・ 近年の超高齢者社会に伴い医療の方向性は「治し救う医療」から「治し支える

医療」へと変化しており、医療者も生活を支える視点を持つことが必要とされ

ています。当院でも医療と介護の連携・統一化に向け地域医療の質向上と共に

在宅医療・介護連携推進事業に積極的に参画して行く必要があります。特に特

定行為研修を終了した看護師や、専門看護師、認定看護師、認定看護管理者な
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どの地域貢献への取り組みを推進していく必要があります。 

・ 地域全体で地域包括ケアシステムの構築にむけて取り組んでいます。医療や介

護が必要な状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活し、尊厳を持っ

て人生の最後を迎えることができる地域作りをするために、医療・介護の橋渡

しを行っていく必要があります。各市町村で取り組む ACP や、虐待、精神疾患

患者の対応・医ケア児の支援などへの協働参画が必須となります。 

 
地域医療連携室より 

 

【診療科別紹介患者数】 

 

地域医療連携室より 
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【上伊那地域連携パス実績】 

大腿骨近位部骨折 H29 H30 R01 

対象疾病退院数 241 238 223 

地域連携計画加算算定数 60 68 65 

算定医療

機関内訳 

上伊那生協病院 37 44 37 

町立辰野病院 4 8 7 

昭和伊南総合病院 11 14 11 

連携医療機関 0 0 7 

老人保健施設・その他 8 2 3 

 

脳卒中 H29 H30 R01 

対象疾病退院数 354 352 322 

地域連携計画加算算定数 78 81 124 

算定医療

機関内訳 

上伊那生協病院 76 80 71 

町立辰野病院 2 1 4 

昭和伊南総合病院 0 0 3 

連携医療機関 0 0 43 

老人保健施設・その他 0 0 3 

 

【がん地域連携パス実績】 

 

地域医療連携室より 
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【信州メディカルネットの概要】 

 

 

【信州メディカルネット参加医療機関】                                                 令和2年4月1日現在 

情報提供病院（20医療機関）相互参照可能 情報参照医療機関（上伊那、30医療機関） 

信州大学医学部附属病院 諏訪中央病院 竜東メンタルクリニック 長田内科循環器科医院 

長野県立こども病院 一之瀬脳神経外科病院 高山内科クリニック 滝小児科医院 

長野赤十字病院 桔梗ケ原病院 たけまつハートクリニック 久保田内科クリニック 

昭和伊南総合病院 伊那中央病院 重盛医院 両小野診療所 

長野県立信州医療センタ

ー 

 春圭会 春日医院（高遠） みすず診療所 

 田畑内科医院 西箕輪診療所 

市立大町総合病院  仁愛病院 上伊那生協病院 

北アルプス医療センター

あづみ病院 

 神山内科医院 町立 辰野病院 

 市川内科クリニック 北原こどもクリニック 

長野中央病院  百瀬医院 前澤病院 

飯田市立病院  長野県立こころの医療セン

ター駒ヶ根 

東伊那すこやかクリニック 

信州上田医療センター  座光寺内科医院 

長野松代総合病院  清水耳鼻咽喉科医院 かしの実クリニック 

安曇野赤十字病院  木村内科医院 堀田内科クリニック 

岡谷市民病院  芦澤整形外科  

諏訪赤十字病院  下條医院  

長野県立阿南病院  碧水会 春日医院 

（伊那市中央） 

 

長野県立木曽病院   
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【登録医一覧】                （令和2年9月24日現在・50音順・敬称略） 

施設名 施設名 施設名 

隆誠会あおばクリニック 古村医院 林整形外科医院 

秋城医院 斉藤診療所 古田産婦人科医院 

芦澤整形外科 酒井医院 堀田内科クリニック 

新井耳鼻咽喉科医院 座光寺内科医院 前沢眼科医院 

医療法人ひまわり会 アルプ

スこころの健康クリニック 

重盛医院 前澤病院 

清水耳鼻咽喉科医院 まえやま内科胃腸科クリニック 

いくやま医院 下島医院 まつむら小児科医院 

池上医院 下條医院 南向診療所 

市川内科クリニック 下平けやき診療所 箕輪ひまわりクリニック 

飯島中央クリニック しろざき内科クリニック 百瀬医院 

伊那神経科病院 仁愛病院 やぶはら小児科医院 

伊那市国保長藤診療所 生生堂 須田医院 やまおか耳鼻咽喉科医院 

伊北クリニック 生協診療所いいじま 山村眼科整形外科 

岩田クリニック たかはし医院 ユーカリの森クリニック 

おさか循環器クリニック 髙原医院 ゆりの木クリニック 

長田内科・循環器科医院 高山内科クリニック よこやま耳鼻咽喉科医院 

おはようクリニック皮フ科形成外科 滝小児科医院 竜東メンタルクリニック 

かしの実クリニック たけまつハートクリニック ＪＡ長野厚生連 富士見高原医

療福祉センター 両小野診療所 春圭会 春日医院 町立辰野病院 

碧水会 春日医院 田中病院 ＪＡ長野厚生連 富士見高原医

療福祉センター みすず診療所 片桐医院 田畑内科医院 

兼子整形外科医院 つちかね整形外科クリニック ＪＡ長野厚生連 富士見高原医

療福祉センター 西箕輪診療所 上伊那生協病院 つどいのクリニック柿田 

上島医院 天竜河畔医院  

神山内科医院 天龍堂医院  

北原医院 中川医院  

北原眼科医院 中谷内科医院  

北原こどもクリニック 中畑内科・消化器科クリニック  

北原内科 中村クリニック  

木下医院 なごみの森こころのクリニック  

木村内科医院 菜の花マタニティクリニック  

久保田内科クリニック 南信病院  

くろごうち内科循環器科医院 新田内科クリニック  

元の気クリニック 原内科消化器科医院  

神戸医院 東伊那すこやかクリニック  

河野医院 樋代内科医院  

駒ヶ根共立クリニック ふかさわ耳鼻咽喉科医院  

駒ヶ根高原レディスクリニック 福島医院  

駒ヶ根泌尿器科クリニック 野沢医院  

こまちや東内科クリニック のどかクリニック  
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イ 訪問看護 

≪現状≫ 

・ 平成 27 年 10 月に訪問看護ステーションを開設し、訪問看護師 6 名、病院と兼

務の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が在宅療養生活を支援しています。 

・ 訪問看護利用者数は増加しており、訪問看護件数も増加しています。利用者の

内訳は、介護保険 7 割、医療保険 3 割となっています。また、訪問看護指示書

をいただいている医療機関は、当院 7 割、院外 3 割となっており、地域の開業

医に協力していただき、在宅看取りの件数も増加しています。 

・ 平成 30 年 7 月より介護保険の看護体制強化加算Ⅱの算定が可能となり、増収に

つながっています。 

・ 訪問エリアが伊那市、箕輪町、南箕輪村と広範囲のため、移動に多くの時間が

かかり、１人が１日に訪問できる件数が限られています。 

・ 24 時間、365 日訪問看護を提供できる体制をとっており、休日や祝日等も計画

的な訪問看護を行っています。一時退院や終末期の退院など、急な退院の訪問

対応も行っています。 

・ 要支援、要介護者や慢性疾患患者だけではなく、難病やがん、重度障害者・児

など、医療依存度の高い方への訪問も行なっています。 

≪課題≫ 

・ 終末期や医療依存度の高い利用者が増加しているため、頻回な訪問ができるよ

う訪問看護師の増員や遠隔地拠点等の検討を行うなど、在宅看取りの増加、訪

問看護件数の増加を目指していく必要があります。 

・ 訪問時の看護記録は紙カルテと介護ソフトを併用しており時間がかかり情報共

有がしづらい現状があり、ICT などの活用による看護記録の省力化や業務の効

率化を行って訪問看護に専念できる体制を整え、訪問看護件数の増加や情報共

有の円滑化を図っていく必要があります。 

・ 訪問看護を必要とする方に速やかに訪問ができるよう、院内・外の MSW（Medical 

Social Worker）や退院調整看護師、地域連携担当者と連携の充実を図る必要が

あります。 

・ 通院困難な利用者が継続した診療が受けられるためにオンライン診療等に協力

し、利用者や家族、多職種と情報共有をしていく必要があります。 

・ 令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で訪問リハビリ業務を縮小し

ましたが、新興感染症に対応できる体制を整えるとともに、収束後はリハビリ

スタッフを増員して、訪問リハビリ業務を拡大し、訪問看護件数を増やしてい

く必要があります。 
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 ⑧ 臨床研修医・医療専門職実習生の受け入れ 

≪現状≫ 

・ 当院は平成 16 年 3 月に臨床研修指定病院となり、病院の基本方針として「これ

からの医療を担う人材の育成」を掲げ、研修医は卒後 2 年間、必要な技術、検

査、手技等を実践中心の指導により習得しています。 

・ 当院の臨床研修プログラムの特徴として、総合診療方式で各科の指導医が指導

にあたっています。精神科については長野県立こころの医療センター駒ヶ根、

地域医療については上伊那生協病院または昭和伊南総合病院で臨床研修を行い

ます（令和 2 年度）。また、令和 2 年度から、地域医療研修病院の条件が病床

数 200 床以下になり、昭和伊南総合病院が対象外となったため、仁愛病院およ

び前澤病院とする予定です。 

・ 当院の医師臨床研修の基幹型の定員は、令和元年度から 7 名となっています。

また、信州大学医学部附属病院から協力型の研修医を毎年受け入れています。

令和 2 年度の研修医の状況は、1 年次 5 名、2 年次 7 名の計 12 名（基幹 11

名、信州大学医学部附属病院との協力型 1 名）となっています。 

・ 特定行為研修センターでの看護師特定行為研修修了者（特定看護師）の育成、

薬剤師等のコメディカル実習生の受け入れを積極的に行っています。 

≪課題≫ 

・ 基幹型の募集定員は平成 25 年度までは 2 名でしたが、年々増加しています。募

集定員の増加および、より充実した研修に対応するため、さらなる臨床研修環

境、体制の整備が必要です。 

・ 院外からの特定行為研修生等の受け入れを増やしていく必要があります。 

 

⑨ 健診・人間ドック 

上伊那圏域住民の病気の予防と早期発見を目的として、健診・人間ドックの専任

医師の配置、精度の高い検査、満足度の高い施設整備、また、居住地区における

立地という点から健康診断の習慣化を促し、地域社会に貢献します。 

≪現状≫ 

・ 平成 29 年度に健診センターとして北棟に移転しました。内科をはじめ呼吸器内

科、消化器内科、外科、眼科等の医師がそれぞれの診断を担当しているため、

精度の高い健診が受けられます。開設 1 年目は前年度比 1 割増、2 年目の平成

30 年度は前年度比約４割増の 2,880 人と大幅に受診者数が増えています。 

・ 健診センター運営会議において令和元年度の人間ドック、社保、一般健診の受

診者目標数を 3,000 人と設定し、実質受診者数は 3,295 人となり、概ね目標人

数を達成しています。1 泊 2 日の人間ドックは、減少傾向にありますが、一日ド

ック、一般健診が大幅に増加しています。 

・ 令和 2 年度は新型コロナウイルスの拡散防止のために健診業務の中止期間を設

けたこと、また、社会経済が滞った影響もあり、前年同期と比べ 4 月～5 月は受

診者数が大幅に減少する結果となりましたが、徐々に盛りかえし、8 月からは概

ね予約が埋まっている状況です。 

- 64 -



 

・ 脳ドックは近年増加傾向で、令和元年度は 426 人が受診しました。月曜日 3 人、

水曜日 4 人、金曜日 3 人の定員で行っており、予約状況を勘案し今後も定員を

増やしたいと考えています。 

・ 令和 2 年 8 月から鎮静下での上部内視鏡検査を開始しましたが、受けられる件

数は週 2 回で 2～3 人となっています。現在、上伊那圏域の健診機関で鎮静下で

の上部内視鏡検査を明記している医療機関は昭和伊南総合病院と伊那市の久保

田内科医院の 2 件のみです。 

≪課題≫ 

・ 上部内視鏡検査については、鎮静下で検査できる医療機関を希望する受診者が

多くなり、予約時に問い合わせを受けるケースが増えてきています。希望者の

要望に対応するため、早急に鎮静下での上部内視鏡検査体制を強化し、周知を

図っていく必要があります。 

・ CT 検査、胃カメラ検査、大腸内視鏡検査、腫瘍マーカーによるがんの早期発見

等、より専門的な健診への期待は今後も大きく、当院での人間ドック需要は減

少することはないと思われます。地域住民の高齢化への速度や、疾病予防を踏

まえると、居住地域である上伊那圏域で専門的な人間ドックを受診したいとい

う要望は、ますます強くなると考えられます。今後はリピーターとして後期高

齢者、国民健康保険 65 歳以上の方の継続受診と、生産年齢の新規受診、その後

の継続的な受診を目標に各健康保険組合への勧奨が必要です。 

・ 健診により病気が発見された患者を速やかに治療する診療科へ紹介する、早期

発見、早期治療の流れを確立して、健診者の健康増進と病院経営に貢献するこ

とが求められています。 

令和元年度伊那中央病院年報より 
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⑩ 地域に開かれた病院 

≪現状≫ 

・ 病院職員だけではまかないきれない庭園管理、ホスピタルギャラリーの調整･管

理、新聞たたみ、子ども用医療テープへのイラスト描画、外来案内介助、入院

患者向けコンサートなど、病院内のさまざまな場面で 100 名を超えるボランテ

ィアのみなさんにご活躍いただいています。 

・ 毎年「病院祭」を開催し、手術室や検査機器の見学を行なうなど、地域の皆さ

んに愛される病院を目指しています。 

・ 病院報「はい！！中央病院です」の隔月発行、いなあいネット（伊那市有線放

送）での定期番組の毎月放送、病院ホームページの随時更新など、病院からの

情報提供に努めています。 

・ 診療科別の診療実績や、医療の質の評価・公表事業への参加結果等をホームペ

ージ上で公表し、診療の透明化を図っています。 

≪課題≫ 

・ 毎年行っている患者満足度調査において、広報紙及びホームページの認知度が

低いとの結果が出ているため、認知度を向上させる取り組みの検討が必要です。 

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大によりボランティア活動の縮小を余儀なくさ

れています。感染対策とともにボランティア活動の存続を図っていく必要があ

ります。 

 

⑪ 施設基準（R02.12 現在） 

【基本診療料】 

No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

1 歯 A000 地域歯科診療支援病院歯科初診料 H26.05.01 288     

2 歯 A000 注 9 歯科外来診療環境体制加算２ H30.10.01 25     

3 A100 急性期一般入院基本料 イ急性期一般入院料 1 H30.04.01 1,650     

4 A204 地域医療支援病院入院診療加算   1,000     

5 A204-2 臨床研修病院診療加算（基幹型） H20.04.01 40     

6 A205 救急医療管理加算 R02.04.01 950 350   

7 A205-2 超急性期脳卒中加算 H20.04.01 10,800     

8 A205-3 妊産婦緊急搬送入院加算 H20.04.01 7,000     

9 A207 診療録管理体制加算１ H26.05.01 100     

10 A207-2 医師事務作業補助体制加算１（１５対１） H26.04.01 970     

11 

A207-3 

急性期看護補助体制加算（２５対１看護補助者

５割以上） 
H24.06.01 240     

12 夜間 100 対 1 急性期看護補助体制加算 H28.07.01 100     

13 夜間看護体制加算 H28.07.01 60     

14 A207-4 看護職員夜間 12 対 1 配置加算 1 H29.12.01 105     

15 A219 療養環境加算 H24.04.01 25     

16 A232 がん診療連携拠点病院加算 H21.05.01 500     

17 A233-2 栄養サポートチーム加算 H23.11.01 200     

18 A234 医療安全対策加算１ H21.05.01 85     

19 A234 注 2 医療安全対策地域連携加算１ H30.04.01 50     
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【特掲診療料】 

No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

20 A234-2 感染防止対策加算１ H24.04.01 390     

21 A234-2 注 2 感染防止対策地域連携加算 H24.04.01 100     

22 A234-2 注 3 抗菌薬適正使用支援加算 H30.04.01 100     

23 A234-3 患者サポート体制充実加算 H24.08.01 70     

24 A236 褥瘡ハイリスク患者ケア加算 H21.03.01 500     

25 A236-2 ハイリスク妊娠管理加算 H21.04.01 1,200     

26 A237 ハイリスク分娩管理加算 H21.04.01 3,200     

27 A242 呼吸ケアチーム加算 H24.11.01 150     

28 A243 後発医薬品使用体制加算１ H30.07.01 47     

29 A244 病棟薬剤業務実施加算１ H28.10.01 120     

30 A244 病棟薬剤業務実施加算２ H28.10.01 100     

31 A245 データ提出加算２ H24.10.01 150     

32 A246 入退院支援加算１ R02.04.01 600     

33 A246 注 4 地域連携診療計画加算 H28.04.01 300     

34 A246 注 7 入院時支援加算 H31.01.01 230 200   

35 A246 注 8 総合機能評価加算 R02.04.01 50     

36 A247 認知症ケア加算１ H28.06.01 160 100 40 

37 A247-2 せん妄ハイリスク患者ケア加算 R02.06.01 100     

38 A248 精神疾患診療体制加算１、２ H28.05.01 1,000 330   

39 A251 排尿自立支援加算 R02.04.01 200     

40 A252 地域医療体制確保加算 R02.04.01 520     

41 A300 救命救急入院料１ H24.05.01 10,223 9,250 7,897 

42 A300 注 3 告示注 3 による加算(救急体制充実加算２) H31.04.01 1,000     

43 A301 特定集中治療室管理料３ H15.07.01 9,697 8,118   

44 A301 注 4 早期離床・リハビリテーション加算 R02.09.01 500     

45 A301-2 ハイケアユニット入院医療管理料１ H26.04.01 6,855     

46 A301-3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 H24.04.01 6,013     

47 A307 小児入院医療管理料３ R01.11.01 3,803     

48 A307 注 2 プレイルーム加算 R01.11.01 100     

49 A308 回復期リハビリテーション病棟入院料３ H30.04.01 1,899     

50 A308 注 2 休日リハビリテーション提供体制加算 H30.05.01 60     

No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

1 B001・9 注 2 外来栄養食事指導料の注２ R02.12.01 200     

2 B001・20 糖尿病合併症管理料 H21.03.01 170     

3 B001・22 がん性疼痛緩和指導管理料 H22.04.01 200     

4 B001・23 がん患者指導管理料イ H22.04.01 500     

5 B001・23 がん患者指導管理料ロ H26.05.01 200     

6 B001・23 がん患者指導管理料ハ H26.05.01 200     

7 B001・23 がん患者指導管理料ニ R02.04.01 300     

8 B001・27 糖尿病透析予防指導管理料 H29.10.01 350     

9 B001・29 乳腺炎重症化予防ケア・指導料 H30.04.01 500 150   

10 B001・30 婦人科特定疾患治療管理料 R02.08.01 250     

11 B001・31 腎代替療法指導管理料 R02.04.01 500     
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No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

No 

番号 
12 B001-2-2 地域連携小児夜間・休日診療料１ H22.07.01 450     

13 B001-2-4 地域連携夜間・休日診療料 H24.11.01 200     

14 B001-2-5 院内トリアージ実施料 H24.04.01 300     

15 B001-2-7 外来リハビリテーション診療料 H24.04.01 73 110   

16 B001-2-8 外来放射線照射診療料 H24.04.01 297     

17 B001-3-2 ニコチン依存症管理料 H23.05.01 230 184 180 

18 B001-15-3 腎代替療法実績加算 H31.04.01 100 
※ 慢 性 維 持 透 析

患 者 外 来 医 学 管

理料への加算 

  19 B002/B003 開放型病院共同指導料（Ⅰ） H25.11.01 350     

20 B005・12 注 5 
心臓ペースメーカー指導管理料の注 5 に規定

する遠隔モニタリング加算 
R02.04.01 260 

※ 心 臓 ペ ー ス メ

ー カ ー 指 導 管 理

料への加算 

  
21 B005-4 ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ） H18.07.01 800     

22 B005-6 がん治療連携計画策定料 H23.07.01 750     

23 B005-6-3 がん治療連携管理料 H24.04.01 500     

24 B005-8 肝炎インターフェロン治療計画料 H22.04.01 700     

25 B008 薬剤管理指導料 H24.04.01 430 380 325 

26 B009 注 16 診療情報提供料の(1)の検査 H28.04.01 200 30   

27 B009-2 
画像情報提供加算及び電子的診療情報評価

料 
H28.04.01 30     

28 B011-4 医療機器安全管理料１ H20.04.01 100     

29 B011-4 医療機器安全管理料２ H20.04.01 1,100     

30 
歯 B000-4 注

11 

歯科疾患管理料の注 11 に掲げる総合医療管

理加算 
H30.04.01 50 

歯 科 治 療 総 合 医

療管理料（Ⅰ )読

み替え 

31 歯 B004-6-2 歯科治療時医療管理料 H30.04.01 45 

歯 科 治 療 総 合 医

療管理料（Ⅱ )読

み替え 

32 歯 B018 医療機器安全管理料（歯科） H25.09.01 1,100     

33 C005 在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住

者訪問看護・指導料 

H25.03.01 1,285     

34 C152-2 持続血糖測定器加算 H26.05.01 1,320 2,640 3,300 

35 D006-2 造血器腫瘍遺伝子検査 H22.04.01 2,100     

36 D006-4 遺伝学的検査 H30.11.01 3,880 5,000 8,000 

37 D006-18 ＢＲＣＡ１／２遺伝子検査 R02.04.01 20,200     

38 D006-19 がんゲノムプロファイリング検査 R02.07.01 8,000 48,000   

39 
D023 

ＨＰＶ核酸検出 H22.04.01 360     

40 ＨＰＶ核酸検出（簡易ジェノタイプ判定） H26.04.01 360     

41 

D026 

検体検査管理加算（Ⅰ） H20.04.01 40     

42 検体検査管理加算（Ⅳ） R01.09.01 500     

43 国際標準検査管理加算 H31.03.01 40     

44 D026 注 7 遺伝性腫瘍カウンセリング加算 R02.07.01 1,000     

45 D206 心臓カテーテル法による諸検査の血管内視

鏡検査加算 

H20.04.01 400     

46 D225-4 ヘッドアップティルト試験 H25.09.01 1,030     

47 D231-2 皮下連続式グルコース測定 H22.11.01 700     

48 D235-2 長期継続頭蓋内脳波検査 H15.04.01 500     
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No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

49 D239-3 神経学的検査 H20.06.01 500    

50 D282-3 コンタクトレンズ検査料１ H20.04.01 200     

51 D291-2 小児食物アレルギー負荷検査 H18.04.01 1,000     

52 D291-3 内服・点滴誘発試験 H22.04.01 1,000     

53 D409-2 センチネルリンパ節生検（片側） H25.04.01 5,000 3,000   

54 E000 通 4 画像診断管理加算１ H15.04.01 70     

55 E101-2 ポジトロン断層撮影 H29.11.01 7,500     

56 E101-3 
ポジトロン断層・コンピューター断層複合撮

影 
H29.11.01 8,625     

57 E200/E202 CT 撮影及び MRI 撮影 H24.04.01 900 750 1,330 

58 E200 冠動脈ＣＴ撮影加算 H28.06.01 600     

59 F100 抗悪性腫瘍剤処方管理加算 H22.04.01 70     

60 G000 通 6 外来化学療法加算１ H21.04.01 820 600 670 

61 G000 通 7 連携充実加算 R02.04.01 150     

62 G020 無菌製剤処理料 H20.04.01 180 45 40 

63 H000 心大血管疾患リハビリテーション料（Ｉ） H24.07.01 205     

64 H001 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ） H24.06.01 245     

65 H002 運動器リハビリテーション料（Ⅰ） H24.06.01 185     

66 H003 呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ） H24.06.01 175     

67 H007-2 がん患者リハビリテーション料 H24.04.01 205     

68 歯 H001-3 歯科口腔リハビリテーション料２ H26.07.01 54     

69 J038 人工腎臓 慢性透析を行った場合 1 H30.04.01 1,924 2,084 2,219 

70 J038 注 2 導入期加算２及び腎代替療法実績加算 R02.04.01 500     

71 J038 注 10 下肢抹消動脈疾患指導管理加算 H29.06.01 100     

72 K*** 

内視鏡による縫合術・閉鎖術（K520･4／K647-

3／ K655 ･ 2／ K730 ･ 3／ K731 ･ 3／ K777 ･ 1／

K792･1／K808･1／K858･1） 

R02.04.01       

73 K000 通 5 

医科点数表第 2 章第 10 部手術の通則 5 及び

6（歯科点数表第 2 章第 9 部の通則 4 を含む。）

に掲げる手術 

H20.04.01       

74 K022 
組織拡張器による再建手術（一連につき）（乳

房（再建手術）の場合に限る。） 
H25.10.01 18,460     

75 K134-4 椎間板内酵素注入療法 R02.07.01 5,350     

76 K181/181-2 
脳刺激装置植込術（頭蓋内電極植込術を含

む。）及び脳刺激装置交換術 
H15.04.01 65,100 14,270   

77 K190/190-2 脊髄刺激装置植込術及び脊髄刺激装置交換

術 

H15.04.01 24,200 15,650   

78 K268・6 
緑内障手術（水晶体再建術併用眼内ドレーン

挿入法） 
R02.11.01 27,990     

79 K476 
乳がんセンチネルリンパ節加算１、乳がんセ

ンチネルリンパ節加算２ 
H25.04.01 5,000 3,000   

80 K476-4 
ゲル充填人工乳房を用いた乳房再建術（乳房

切除後） 
H25.10.01 25,000     

81 K504-2 
胸腔鏡下縦隔悪性腫瘍手術（内視鏡手術支援

機器を用いるもの） 
R02.10.01 58,950     

82 K513-2 
胸腔鏡下良性縦隔腫瘍手術（内視鏡手術支援

機器を用いるもの） 
R02.10.01 58,950     

83 K546 経皮的冠動脈形成術 

 

 

H26.04.01 36,000 22,000 19,300 
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⑫ 指定病院・指定医療機関等（R02.12 現在） 

施設認定 認定者 役割 

保険医療機関 厚生労働大臣 保険診療を行う医療機関 

保険証の提示により医療費の一部を負担すれば治療が受

けられる 

No 番号 名   称 算定開始日 主な点数 

No 

番号 84 K548 
経皮的冠動脈形成術（特殊カテーテルによる

もの） 
R02.04.01 24,720 

    

85 K549 経皮的冠動脈ステント留置術 H26.04.01 34,380 24,380 21,680 

86 K597/K597-2 
ペースメーカー移植術及びペースメーカー

交換術 
H15.12.01 15,060 9,520 4,000 

87 K600 大動脈バルーンパンピング法（IABP 法） H16.01.01 8,780 3,680   

88 K615-2 経皮的大動脈遮断術 H24.01.01 1,660     

89 K636-2 ダメージコントロール手術 H25.05.01 12,340     

90 K664 
胃瘻造設術（内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下

胃瘻造設術を含む。） 
H26.04.01 6,070 

⇒100分の 80に減

算 

  
91 K677 

胆管悪性腫瘍手術（膵頭十二指腸切除及び肝

切除（葉以上）を伴うもの） 
H31.03.01 173,500     

92 K695-2 腹腔鏡下肝切除術 H29.11.01 58,680 63,680 74,880 

93 K700-3 腹腔鏡下膵腫瘍摘出術 H31.02.01 39,950     

94 K702-2 腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術 H28.03.01 53,480 56,240   

95 K721-4 早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術 H26.09.01 22,040     

96 K768 体外衝撃波腎・尿管結石破砕術 H30.04.01 19,300     

97 K920-2 輸血管理料Ⅱ H20.07.01 110     

98 K920-2 輸血適正使用加算 H24.04.01 60     

99 K939-3 人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算 H24.04.01 450     

100 K939-5 胃瘻造設時嚥下機能評価加算 H26.04.01 2,500 
⇒100分の 80に減

算 

  101 歯 J109 広範囲顎骨支持型装置埋入手術 R02.11.01 14,500 11,500 4,500 

102 L009 麻酔管理料(Ⅰ) H15.04.01 250 1,050   

103 M000-2 放射線治療専任加算 H15.04.01 330     

104 M000-2 外来放射線治療加算 H20.04.01 100     

105 M001・2 高ｴﾈﾙｷﾞｰ放射線治療 H15.04.01 840 1,320 1,800 

106 M001・2 注 2 １回線量増加加算 H27.02.01 460     

107 M001 注 4 画像誘導放射線治療加算 H30.03.01 150 300 450 

108 M001 注 5 体外照射呼吸性移動対策加算 H30.03.01 150     

109 M001-3・1 
直線加速器による放射線治療(定位放射線治

療) 
H23.07.01 63,000 8,000   

110 M001-3 注 2 
定位放射線治療呼吸性移動対策加算（その他

のもの） 
H30.03.01 5,000     

111 歯 M000-2 クラウン・ブリッジ維持管理料 H25.11.01 100 330 440 

112 歯 M015-2 ＣＡＤ／ＣＡＭ冠 H26.04.01 1,200     

113 N006 病理診断管理加算１ H24.04.01 120 60   

114 N006 注 5 悪性腫瘍病理組織標本加算 H30.05.01 150     

115 歯 O000 注 4 口腔病理診断管理加算１ H26.04.01 120 60   
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施設認定 認定者 役割 

臨床研修病院 厚生労働大臣 研修医が臨床研修を行う医療機関 

救急告示病院 長野県知事 救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する

医療機関 

病院群輪番制病院 長野県知事 休日又は夜間における第二次救急医療を輪番制方式によ

り実施する病院 

災害拠点病院 厚生労働大臣 災害時における初期救急医療体制の充実強化を図るため

の医療機関 

労災指定病院 労働局長 業務災害や通勤災害の患者の診療を行う医療機関 

生活保護法指定医療機関 長野県知事 困窮のため最低限度の生活を維持することのできない患

者に対して医療の給付を行う医療機関 

助産施設 長野県知事 保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入

院助産を受けることができない妊産婦を入所させて、助

産を受けさせることを目的とする施設 

身体障害者福祉法指定医療機

関 

長野県知事 医療を要する身体障害者に対し、必要な医療の給付を行

う医療機関 

児童福祉法指定育成・療育医療

機関 

長野県知事 身体に障害のある児童に対し、生活の能力を得るために

必要な医療（育成医療）の給付を行う医療機関 

原子爆弾被爆者援護法指定医

療機関 

厚生労働大臣 原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病にかか

り、現に医療を要する状態にある被爆者に対し、必要な医

療の給付を行う医療機関 

母子保健法指定養育医療機関 長野県知事 養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする

未熟児に対し、その養育に必要な医療（養育医療）の給付

を行う医療機関 

感染症予防医療法第二種感染

症指定医療機関 

長野県知事 二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入

院を担当する医療機関 

介護保険法指定居宅サービス

事業施設 

長野県知事 居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サー

ビスの給付を行う施設 

指定自立支援医療機関（育成医

療・更生医療） 

長野県知事 身体障害者の自立を図るために必要な医療の給付を行う

医療機関 

肝疾患に関する専門医療機関 長野県知事 肝疾患に関する専門知識を有する医師により、診断と治

療方針の決定、インターフェロン等の抗ウイルス療法を

実施する医療機関 

地域がん診療連携拠点病院 厚生労働大臣 がん診療の地域格差を無くし質の高いがん医療を提供す

るために、地域におけるがん診療連携を推進するために

中核となる病院 

地域周産期母子医療センター 長野県知事 リスクの高い妊娠に対する医療、及び高度な新生児医療

等の周産期医療を行い、総合周産期母子医療センターを

補助する医療機関 

地域医療支援病院 長野県知事 医療機関の機能の役割分担と連携を目的とし、地域の病

院、診療所などを後方支援する医療機関 

難病指定医療機関 長野県知事 

 

拠点病院等からの要請に応じて、患者の受け入れを行う

ほか、地域において難病患者を受け入れている福祉施設

等からの要請に応じて、医学的な指導・助言を行うととも

に、患者の受け入れを行う病院 

指定小児慢性特定疾病医療機

関 

長野県知事 小児慢性特定疾病患者の医療費助成の対象となる医療を

行うことができる医療機関 

長野県災害派遣医療チーム（長

野県ＤＭＡＴ）指定病院 

長野県知事 長野県災害派遣医療チーム（長野県ＤＭＡＴ）を組織する

指定病院 

結核予防法指定医療機関 長野県知事 感染症法による公費負担医療を担当する医療機関 

肝がん・重度肝硬変治療研究促

進事業に係る指定医療機関 

長野県知事 肝がん・重度肝硬変治療研究推進事業に係る指定医療機

関に指定 

特定行為研修指定研修機関 厚生労働大臣 特定行為区分に係る特定行為研修を行う指定研修機関と

して指定 
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⑬ 学会等認定関係（R02.12 現在） 

名称 内容 認定等期間 発行日 発行者 

日本整形外科学会認

定医制度研修施設 

日本整形外科学会認定医制度によ

る研修施設として認定する。 

期間なし S58.4.11 社団法人 

日本整形外科学会 

日本泌尿器科学会専

門医教育施設 

泌尿器科専門医教育施設、拠点教

育施設として認定する。 

H28.4.1～R3.3.31 S61.4.1 社団法人 

日本泌尿器科学会 

日本がん治療認定医

機構認定施設 

日本がん治療認定機構の認定研修

施設として認定する。 

H30.4.1～R5.3.31 H19.11.1 日本がん治療認定機

構 

日本放射線腫瘍学会

認定協力施設 

日本放射線腫瘍学会認定協力施設

として認定する。 

期間なし H21.9.1 一般社団法人 

日本放射線腫瘍学会 

日本形成外科学会認

定施設 

 

貴施設を社団法人日本形成外科学

会認定施設として認定する。 

期間なし H24.4.1 社団法人日本形成外

科学会 

日本ペインクリニッ

ク学会指定研修施設 

日本ペインクリニック学会ペイン

クリニック専門医の資格を得るた

めの指定研修施設として認定する 

H29.4.1～R4.3.31 H29.4.1 "一般社団法人 

日本ペインクリニッ

ク学会" 

小児科専門医研修施

設 

貴施設を小児科専門医制度による

研修施設として認定します 

H29.10.1～R4.9.30 H29.10.1 財団法人日本小児科

学会 

JCNT 日本栄養療法推

進協議会 NST稼働施設 

貴施設を日本栄養療法推進協議会

認定 NST(栄養サポートチーム）稼

働施設として認定します。 

H28.9.1～R3.8.31 H28.12.19 日本栄養療法推進協

議会 

JSPEN 日本静脈経腸

栄養学会ＮＳＴ稼働

施設 

貴施設を日本静脈経腸栄養学会・

ＮＳＴ（栄養サポートチーム）稼

働施設として認定します 

H30.4.1～R5.3.31 H30.4.1 一般社団法人 日本

静脈経腸栄養学会 

麻酔科認定病院 貴診療施設を医療法に基づく麻酔

科標榜のための研修施設である麻

酔科認定病院として認定します 

H30.4.1～R5.3.31 H30.4.1 公益社団法人日本麻

酔科学会 

日本臨床腫瘍学会認

定研修施設 

貴施設を特定非営利活動法人日本

臨床腫瘍学会認定研修施設に認定

します。 

H30.4.1～R5.3.31 H30.4.1 特定非営利活動法人

日本臨床腫瘍学会 

マンモグラフィ検診

施設画像認定証 

検診精度管理の線量・画質基準を

満たすマンモグラフィの検診施設

として認定する。 

R2.2.1～R5.1.31 R2.2.1 日本乳がん検診精度

管理中央機構 

専門研修医連携施設

認定書 

呼吸器外科専門医制度規則に規定

する信州大学医学部附属病院基幹

施設の関連施設として認定する。 

R2.1.1～R6.12.31 R2.1.1 呼吸器外科専門医合

同委員会 

日本内分泌学会認定

教育施設認定証 

貴施設を一般社団法人日本内分泌

学会内分泌代謝科専門医制度にお

ける認定教育施設と認定する。 

H31.4.1～R6.3.31 H31.4.1 社団法人日本内分泌

学会 

信州大学産婦人科研

修プログラムの専門

研修連携施設 

貴施設を平成２９年度に専攻医研

修を始める信州大学産婦人科研修

プログラムの専門研修連携施設と

して指定します。 

H29.4.1～R4.3.31 H28.8.1 公益社団法人  

日本産婦人科学会 

日本消化器内視鏡学

会指導施設 

日本内視鏡学会専門医制度による

指導施設として認定する。 

期限なし H26.12.1 一般社団法人 

日本消化器内視鏡学

会 

日本外科学会外科専

門医制度修練施設証 

貴診療施設を日本外科学会外科専

門医制度修練施設として指定す

る。 

R3.1.1～R5.12.31 R3.1.1 一般社団法人  

日本外科学会 

日本消化器外科学会

専門医修練施設証 

貴診療施設を日本消化器外科学会

専門医制度規則により専門医修練

施設として認定する。 

H30.4.1～R2.12.31 H29.12.4 一般社団法人 

日本消化器外科学会 

がん専門薬剤師研修

施設認定証 

貴施設を日本医療薬学会がん専門

薬剤師制度によるがん専門薬剤師

研修施設として認定する。 

R2.1.1～R6.12.31 R2.1.1 一般社団法人日本医

療薬学会 
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名称 内容 認定等期間 発行日 発行者 

日本臨床細胞学会施

設認定証 

貴施設を日本臨床細胞学会施設認

定規定により施設認定第 046 号で

認定する。 

H31.4.1～R6.3.31 H31.4.1 公益社団法人日本臨

床細胞学会 

日本集中治療医学会

専門医研修施設 

日本集中治療医学会専門医研修施

設として認定する。 

R2.4.1～R7.3.31 R2.4.1 一般社団法人 

日本集中治療医学会 

日本病理学会研修登

録施設 

貴病院を日本病理学会病理専門医

制度規程による日本病理学会研修

登録施設として認定する。 

H31.4.1～R3.3.31 H31.4.1 一般社団法人日本病

理学会 

日本内科学会認定医

制度教育関連病院 

一般社団法人日本内科学会認定医

制度審議会の推薦により貴病院を

認定医制度における教育関連病院

と認定する。 

R1.9.1～R3.3.31 R1.9.1 一般社団法人日本内

科学会 

日本糖尿病学会認定

教育施設 

 

日本糖尿病学会認定教育施設とし

て認定する。 

R2.4.1～R7.3.31 R2.4.1 一般社団法人 

日本糖尿病学会 

救急科専門医指定施

設証 

貴施設を救急科専門医指定施設と

して認定します 

R2.1.1～R2.12.31 R2.1.1 日本救急医学会 

乳房増大エキスパン

ダ―及びインプラン

ト実施施設 

外傷・熱傷・先天性異常などの種々

の原因による乳房変形の改善を目

的とした乳房増大術においてゲル

充填人工乳房及び皮膚拡張器に関

する使用要件基準に基づき貴施設

を実施施設として認定いたしま

す。 

R2.4.1～R3.3.31 R2.4.1 一般社団法人日本形

成外科学会 

エキスパンダー実施

施設認定証 

乳房再建を目的としたゲル充填人

口乳房及び組織拡張器関する使用

要件基準に基づき貴施設をエキス

パンダー実施施設として認定す

る。 

R2.4.1～R3.3.31 R2.3.25 一般社団法人日本乳

房オンコプラス 

インプラント実施施

設認定証 

乳房再建を目的としたゲル充填人

口乳房及び組織拡張器関する使用

要件基準に基づき貴施設をインプ

ラント実施施設として認定する。 

R2.4.1～R3.3.31 R2.3.25 一般社団法人日本乳

房オンコプラス 

日本周産期、新生児医

学会母体・胎児専門医

補完研修施設 

日本周産期・新生児医学会周産期

専門医制度規則周産期母体・胎児

専門医の補完研修施設として認定 

H28.4.1～R3.3.31 H28.4.1 日本周産期・新生児医

学会 

日本神経学会認定証 貴施設を日本神経学会専門医制度

における教育施設と認定いたしま

す 

H31.4.1～R3.3.31 H31.4.1 一般社団法人 

日本神経学会 

日本眼科学会専門医

制度研修施設 

貴診療施設を日本眼科学会専門医

制度施行規則細則第８条第２号に

該当する研修施設として認定しま

す。 

R2.4.1～R4.3.31 R2.4.1 公益財団法人日本眼

科学会 

循環器専門医研修施

設 

貴施設を一般社団法人日本循環器

学会認定循環器専門医研修施設と

して指定いたします 

R2.4.1～R4.3.31 R2.4.1 一般社団法人 

日本循環器学会 

日本皮膚科学会認定

専門医研修施設 

貴施設を日本皮膚科学会認定専門

医研修施設として認定する。 

H31.4.1～R4.3.31 H31.4.1 公益社団法人 

日本皮膚科学会 

日本医学放射線学会

放射線科専門医修練

機関認定証 

貴施設を日本医学放射線学会が定

める放射線科専門医制度規程なら

びに放射線診断専門医制度規程お

よび放射線治療専門医制度規程に

基づき放射線科専門医修練機関と

して認定する。 

H31.4.1～R4.3.31 H31.4.1 公益社団法人日本医

学放射線学会 
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名称 内容 認定等期間 発行日 発行者 

日本脳神経外科学会

専門医研修プログラ

ム連携施設 

日本脳神経外科学会専門医認定制

度による信州大学を基幹施設とす

る研修プログラムの参加施設とし

て認定する。 

R02.4.1～R3.3.31 H28.8.3 一般社団法人 

日本脳神経外科学会 

日本大腸肛門病学会

認定施設認定証 

貴施設を日本大腸肛門病学会認定

施設として認定する。 

R2.1.1～R4.12.31 R1.9.14 一般社団法人 

日本大腸肛門病学会 

日本脳卒中学会専門

医研修教育病院 

貴施設を日本脳卒中学会専門医認

定制度による研修教育病院として

認定いたします。 

H29.1.1～R3.3.31 H29.1.1 日本脳卒中学会 

人間ドック健診専門

医研修施設認定証 

貴施設を人間ドック健診専門医制

度委員会の審査の結果人間ドック

健診専門医研修施設として認定す

る。 

H29.4.1～R4.3.31 H29.4.1 公益社団法人日本人

間ドック学会 

一 

日本消化器病学会専

門医制度認定施設 

日本消化器病学会専門医制度審議

委員会の審査により貴施設を本学

会の認定施設と認定する。 

H30.1.1～R4.12.31 H29.12.8 日本消化器病学会 

呼吸器外科専門医基

幹施設認定書 

呼吸器外科専門医制度規則に規定

する基幹施設として認定する。 

H30.1.1～R4.12.31 H30.1.1 呼吸器外科専門医合

同委員会 

日本医療機能評価認

定医療機関 

貴病院が日本医療機能評価機構の

定める認定基準を達成しているこ

とを証する 

H27.9.26～R2.9.25 

（審査延期中） 

H17.09.26 公益法人 日本医療

機能評価機構 

日本産科婦人科学会

専門医制度専攻医指

導施設指定証 

日本産科婦人科学会専門医制度に

基づき２０１６年度までに研修を

開始した専攻医のための専攻医指

導施設（連携型）として指定する。 

R2.1.1～    

 

H30.10.1 日本婦人科学会 

臨 床 検 査 室 認 定 証 

ISO 15189 

貴機関は本協会の下記の基準に適

合していることが認められました

のでここに臨床検査室として認証

します。 

H31.2.19～R5.2.28 H31.2.19 公益財団法人 日本

適合性認定協会 

日本呼吸器学会関連

施設認定証 

貴診療施設を日本呼吸器学会関連

施設であることを認定いたします 

H30.12.14～R6.3.31 H30.12.14 日本呼吸器学会 

日本腎臓学会研修施

設 

貴施設を一般社団法人日本腎臓学

会研修施設として認定する。 

H31.4.1～R6.12.31 H31.4.1 日本腎臓学会 

気管支鏡専門医制度

関連認定施設 

日本呼吸器内視鏡学会気管支鏡専

門医制度規則により貴施設を関連

認定施設として認定する。 

R2.1.1～R6.12.31 R1.11.20 日本呼吸器内視鏡学

会 

日本透析医学会専門

医教育関連施設 

日本透析医学会専門医制度に基づ

き諏訪赤十字病院の教育関連施設

として認定する。 

R2.4.1～R5.3.31 R1.12.6 日本透析医学会 

肝胆膵外科高度技能

専門医修練施設Ｂ 

貴診療施設を日本肝胆膵外科学会

高度技能専門医修練施設Ｂとして

認定し本証を交付する。 

R2.6.1～R7.5.31 R2.6.1 一般社団法人  

日本肝胆膵外科学会 

遺伝性乳癌卵巣癌総

合診療協力施設認定

証 

貴施設を日本遺伝性乳癌卵巣癌総

合診療制度機構施設認定の僅差基

準により遺伝性乳癌卵巣癌総合診

療協力施設として認定します 

R2.4.1～R5.3.31 R2.4.1 一般社団法人 日本

遺伝性乳癌卵巣癌総

合診療制度機構 
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（３）経営状況 

① 決算推移 

≪現状≫ 

・ 当院は開院後 7年目の平成 21年度から黒字に転じ、平成 28年度まで黒字決算を継続して

いましたが、平成 29年度以降、赤字が続いています。 

・ 平成 28年度末に約 3億 9,761万円まで縮減していた累積赤字は、令和元年度末で約 25億

6,860万円まで膨らんでいます。 

・ 医業収益は、高度医療の実施や看護体制の充実などによる入院の診療単価上昇等により、

年々増加しています。 

・ 医業費用は、南棟及び北棟への大規模設備投資が続いたことにより、減価償却費が開院時

を上回る規模となっているほか、職員数の増加に伴い給与費の増加も続いています。 

≪課題≫ 

・ 地域住民に、安定的・継続的に高度かつ専門的で質の高い医療を提供していくためには、

適正な収益を確保し、経営基盤を安定させていかなければなりません。 

・ ２年毎に行われる診療報酬改定の動向をよくとらえ、費用を上回る収入を確保できるよ

う、的確かつ迅速な対応が求められます。 

・ 南棟及び北棟の整備とそれに関係する医療機器等に係る減価償却費が大きな負担となっ

ています。また、体制強化に伴う職員の増加により、給与費の増加も顕著となっています。

投資を行った物的・人的資産を活用して、開院以来続いている収益増加を継続することが

重要となります。 

・ 公営企業の独立採算の原則を踏まえ、早期に単年度黒字への転換を図り、累積赤字を減ら

すことにより、長期的な健全経営を行う必要があります。 

 

【病院事業収益・費用及び純利益・純損失・累積欠損金の推移】 

 

（伊那中央病院事業会計決算書より） 
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 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

病院事業収益 (百万円) 8,386 8,708 9,271 9,725 9,954 10,314 11,007 11,184 11,611 11,524 11,773 12,125 12,345 12,698 

病院事業費用 (百万円) 8,935 9,167 9,468 9,661 9,806 9,784 10,259 10,816 11,331 11,422 11,769 12,701 13,198 13,440 

純利益・純損失 (百万円) -550 -459 -197 65 148 530 748 368 280 102 4 -576 -853 -742 

総収支比率 (%) 93.8% 95.0% 97.9% 100.7% 101.5% 105.4% 107.3% 103.4% 102.5% 100.9% 100.0% 95.5% 93.5% 94.5% 

累積欠損金 (百万円) -1,992 -2,451 -2,648 -2,583 -2,435 -1,905 -1,152 -784 -504 -402 -398 -974 -1,827 -2,569 

入

院 

1日平均患者数 (人) 335 348 342 349 329 330 324 322 325 316 328 327 312 310 

診療単価 (円) 43,109 43,355 47,908 50,978 53,713 55,362 61,982 63,268 64,073 64,274 64,182 64,995 67,205 69,107 

外

来 

1日平均患者数 (人) 907 827 777 764 765 794 815 824 860 844 856 868 883 889 

診療単価 (円) 9,458 10,387 10,918 10,952 11,632 12,045 11,913 12,515 12,581 13,151 13,157 13,907 14,783 15,275 

特記事項   7：1看

護 

 DPC  救命救

急セン

ター 

 SCU 

改修 

北棟準

備事業 

 北棟   

【決算推移】 

収益的収入（税抜） 7～:DPC  
救命救急 

センター  

 北棟準

備事業 

 

 

 

北棟 

  

(百万円） 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

病院事業収益 9,954 10,314 11,007 11,184 11,611 11,524 11,773 12,125 12,345 12,698 102.9% 

医業収益 9,257 9,590 10,453 10,690 11,009 10,941 11,208 11,589 11,784 12,120 102.9% 

入院収益 6,448 6,695 7,321 7,442 7,589 7,424 7,687 7,767 7,655 7,832 102.3% 

外来収益 2,161 2,334 2,378 2,517 2,651 2,696 2,736 2,944 3,186 3,285 103.1% 

その他医業収益 648 561 754 731 769 821 785 878 943 1,003 106.4% 

室料差額収益 109 103 115 108 107 106 104 102 93 102 109.7% 

公衆衛生活動収益 51 44 52 50 50 46 54 60 53 50 94.3% 

医療相談収益 111 118 121 118 127 120 114 126 156 171 109.6% 

一般会計負担金 282 178 331 313 330 369 299 357 382 393 102.9% 

訪問看護収益 1 1 1 1 3 7 21 25 33 38 115.2% 

その他医業収益 94 117 134 141 152 173 193 208 226 249 110.2% 

医業外収益 687 724 554 494 602 583 565 536 560 570 101.8% 

受取利息 8 9 11 18 24 27 28 28 27 27 100.0% 

受取利息 6 3 2 1 1 1 1 1 0 0 － 

有価証券利息 2 6 9 17 23 26 27 27 27 27 100.0% 

一般会計負担金 374 407 232 183 210 174 183 144 143 154 107.7% 

一般会計補助金等 217 219 216 205 222 233 213 226 244 247 101.2% 

国県補助金 35 40 42 48 39 34 34 38 45 42 93.3% 

長期前受金戻入     74 74 73 63 58 43 74.1% 

ＭＳＣ収益     0 0 0 1 1 0 － 

保育所収益 8 7 7 7 5 5 6 8 5 3 60.0% 

保育料 7 6 6 6 4 4 5 7 4 2 50.0% 

給食料 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 100.0% 

その他医業外収益 45 42 46 33 28 36 28 28 37 54 145.9% 

公舎貸付収益 18 17 17 18 14 13 14 14 14 13 92.9% 

雑収益 17 24 28 15 14 13 14 14 23 41 178.3% 

寄附金 10 1 1 0 0 10 0 0 0 0 － 

特別利益 10 0 0 0 0 0 0 0 1 8 800.0% 

過年度損益修正益 10 0 0 0 0 0 0 0 1 8 800.0% 

固定資産売却益          0 － 
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収益的支出(税抜)            (百万円) 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

病院事業費用 9,806 9,784 10,259 10,816 11,331 11,422 11,769 12,701 13,198 13,440 101.8% 

医業費用 9,242 9,270 9,694 10,270 10,546 10,950 11,243 12,006 12,696 12,904 101.6% 

給与費 5,235 5,325 5,542 5,859 5,998 6,315 6,565 6,869 7,121 7,369 103.5% 

給料 1,980 2,034 2,128 2,242 2,323 2,316 2,364 2,456 2,559 2,616 102.2% 

諸手当 1,511 1,573 1,642 1,719 1,554 1,653 1,731 1,786 1,860 1,935 104.0% 

賞与引当金     312 322 361 395 433 445 102.8% 

賃金 530 607 719 817 859 920 990 1,020 1,024 1,030 100.6% 

報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 

退職給付費 557 424 313 306 186 310 293 319 314 383 122.0% 

(うち退職給付引当金) (430) (340) (150) (150) (83) (167) (230) (239) (208) (266) 127.9% 

法定福利費 657 687 740 775 764 794 826 893 931 960 103.1% 

材料費 2,124 2,154 2,249 2,400 2,383 2,411 2,460 2,691 2,790 2,808 100.6% 

薬品費 1,061 1,077 1,099 1,163 1,220 1,259 1,237 1,399 1,487 1,499 100.8% 

診療材料費 970 984 1,058 1,122 1,078 1,062 1,128 1,191 1,219 1,228 100.7% 

給食材料費 78 79 78 78 79 79 83 83 77 77 100.0% 

医療用消耗備品費 15 14 14 37 6 11 12 18 7 4 57.1% 

経費 1,271 1,150 1,261 1,324 1,322 1,287 1,284 1,401 1,480 1,564 105.7% 

厚生福利費 9 10 10 13 13 14 15 16 16 18 112.5% 

旅費交通費 1 1 1 2 1 1 1 1 2 2 100.0% 

職員被服費 1 2 3 1 1 1 2 2 2 5 250.0% 

消耗品費 37 39 51 59 55 64 66 72 89 88 98.9% 

消耗備品費 13 11 13 52 18 11 8 51 12 9 75.0% 

光熱水費 117 121 129 132 145 137 124 140 153 147 96.1% 

燃料費 61 70 76 80 74 50 46 60 68 67 98.5% 

食料費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 

修繕費 243 144 191 155 124 80 89 96 95 83 87.4% 

(うち修繕引当金) (110) (20) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) － 

印刷製本費 4 3 4 5 4 5 5 4 4 5 125.0% 

保険料 41 40 41 40 39 25 23 23 23 23 100.0% 

賃借料 98 94 97 116 122 138 140 141 150 157 104.7% 

委託料 591 560 589 611 663 699 700 732 792 888 112.1% 

通信運搬費 11 10 10 11 12 12 12 13 14 14 100.0% 

諸会費 2 2 2 4 3 3 3 3 3 6 200.0% 

交際費 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 100.0% 

負担金 36 39 39 38 42 42 40 39 42 43 102.4% 

貸倒引当金繰入額     1 1 3 1 2 1 50.0% 

雑費 5 3 4 5 4 4 6 6 12 7 58.3% 

減価償却費 572 592 589 621 785 848 873 975 1,208 1,099 91.0% 

資産減耗費 7 5 9 28 20 46 12 21 51 13 25.5% 

棚卸資産減耗費 3 2 3 2 2 2 3 3 2 1 50.0% 

固定資産除却費 4 3 6 26 18 44 9 18 49 12 24.5% 

研究研修費 33 44 44 38 38 43 49 49 46 51 110.9% 

図書費 8 8 9 9 10 10 11 11 10 12 120.0% 

研修旅費 13 18 18 18 19 22 23 24 24 23 95.8% 

研究費 12 18 17 11 9 11 15 14 12 16 133.3% 
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  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

医業外費用 559 509 562 544 475 472 525 695 502 533 106.2% 

支払利息 176 143 141 74 71 67 62 59 56 51 91.1% 

企業債利息 176 143 141 74 71 67 62 59 56 51 91.1% 

一時借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 

長期前払償却     41 41 41 41 41 41 100.0% 

ＭＳＣ費     4 4 4 4 4 4 100.0% 

ＭＳＣ賃金     4 4 4 4 4 4 100.0% 

ＭＳＣ消耗品費     0 0 0 0 0 0 － 

保育所費 17 18 18 17 18 17 18 22 31 30 96.8% 

保育所賃金 16 17 17 16 17 16 17 21 30 29 96.7% 

保育所給食材料費 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 100.0% 

保育所消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 

繰延勘定償却 184 187 187 185 10 10 4 1 1 0 － 

看護師等奨学金償却 1 1 2 2 2 2 2 1 1 0 － 

開発費償却 141 144 143 141 8 8 2    － 

控除対象外消費税消却 42 42 42 42       － 

雑損失 182 161 216 268 331 333 396 568 369 407 134.2% 

特別損失 5 5 3 2  310 0 1 0 0 3 － 

過年度損益修正損 5 5 3 2 0 0 1 0 0 3 － 

その他特別損失     310 0   0  － 

差引収支 148 530 748 368 280 102 4 -576 -853 -742 87.0% 

累積欠損金 -2,435 -1,905 -1,152 -784 -504 -402 -398 -974 -1,827 -2,569 140.6% 

資本的収入・支出(税込)         (百万円） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

収入 1,102 754 1,733 2,660 1,436 1,615 2,247 3,600 1,468 1,257 85.6% 

企業債 486 133 950 1,544 685 807 1,411 2,623 399 308 77.2% 

出資金 538 589 603 690 749 807 836 974 1,066 949 89.0% 

国庫補助金 77 30 168 425 2 1  1 2  － 

寄附金     12     2   － 

看護師等奨学金返還金 1 2 0 1 0 0     － 

固定資産売却代金         1 0 － 

支出 2,622 2,000 3,515 4,049 2,873 2,900 2,795 5,146 2,363 1,907 80.7% 

建設改良費 554 160 1,139 1,984 707 827 1,468 3,548 579 348 60.1% 

企業債償還金 1,633 1,524 2,070 1,057 1,159 1,272 1,326 1,598 1,784 1,558 87.3% 

看護師等奨学金 4 2 0 0 0 0     － 

開発費 29 13 0 0 0 0     － 

控除対象外消費税 0 0 0 0 0 0     － 

投資有価証券 402 301 301 1,003 999 800     － 

看護師等奨学金貸付金     5 5 8 1 1   1 － 

差引 -1,520 -1,246 -1,782 -1,389 -1,437 -1,285 -548 -1,546 -895 -650 72.6% 

（伊那中央病院事業会計決算書・決算審査資料より） 
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【医業収支】 

 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

医業収益(百万円) 9,257 9,590 10,453 10,690 11,009 10,941 11,208 11,589 11,784 12,120 

医業費用(百万円) 9,242 9,270 9,694 10,270 10,546 10,950 11,243 12,006 12,696 12,904 

一般会計負担金(百万円) 282 178 331 313 330 369 299 357 382 393 

救急医療分(百万円) 202 135 233 222 225 226 236 278 276 276 

退職金伊那市負担分(百万円) 80 43 97 89 103 143 63 79 106 117 

                                                                 （伊那中央病院事業会計決算書より） 

 

② 医業収益に対する職員給与費比率、材料費率等 

ア 職員給与費の推移 

≪現状≫ 

・ 平成 15年度の開院以来、平成 18年度の増床、平成 19～20年度の 7対 1看護体制取得へ

の対応、平成 23年度に医師の負担軽減を目的とした医師事務作業補助者の増員、平成 25

年度の南棟増築、平成 29年度の北棟増築など、医業収益の伸びに伴って職員数も増加し

てきました。 

・ 平成 26年度から会計基準が見直され、退職給付引当金の計上が義務付けられました。令

和元年度決算では、基準に基づき約 2 億 6,600 万円（伊那市負担分を合わせると約 3 億

8,300万円）を引き当てており、今後も毎年適正額の引き当てが必要となります。 

≪課題≫ 

・ 職員配置の適正化等に努め、職員給与費比率（人件費比率）は 60％以下を目標とします。 
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【医業収益に対する職員給与費比率】 

 
（伊那中央病院事業会計決算書より） 

 

イ 材料費の推移 

≪現状≫ 

・ 平成 20年度から実施した診療材料と医薬品の納入単価削減対策が一定の成果をあげ、材

料費率は低下傾向にありましたが、近年は 22～23％程度で推移しています。 

・ 抗がん剤など高額医薬品の増加により、薬品費の増加が続いています。 

≪課題≫ 

・ 引き続き材料費低減に係る取り組みを推進し、材料費率は 20％以下を目標とします。 

【医業収益に対する材料費比率】

 
（伊那中央病院事業会計決算書より） 
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ウ 修繕費、委託料ほか費用の推移 

≪現状≫ 

・ 医業収益に対する修繕費の比率は減少していますが、委託料の比率は、増加傾向にありま

す。 

≪課題≫ 

・ 施設設備、医療機械、電子カルテシステム等の保守委託、施設管理、清掃、給食、医事等

の業務委託は、絶えずその必要性、方法、内容等を検証し、必要最小限の経費に抑える必

要があります。 

・ 開院から 10年以上が経過し、施設、医療機械等の修繕が増えていますが、長期修繕計画

の早期策定及び計画に則った適時的確な修繕により、施設、機器の長寿命化や、品質保持

に努める必要があります。 

 

【医業収益に対する修繕費・委託料・研究研修費比率】 

 
（伊那中央病院事業会計決算書より） 

【業務委託状況】                          単位：千円（税込） 

 中央監視 日常清掃 給食 寝具室 医事 時間外受付 計 

平成 24 年度  23,919 40,215 105,336 10,837 144,900 19,824 346,659 

平成 27 年度  35,208 49,896 109,318 11,147 175,638 24,063 405,270 

令和元年度 37,887 59,634 140,218 12,531 198,384 27,730 476,384 

（伊那中央病院事業会計決算説明資料より） 

 

③ 一般会計における経費負担 

≪現状≫ 

・ 開院時より、組織市町村は、病院に係る交付税措置額全額を繰り出すとともに、繰出基準

に関する総務省通知に基づいた経費を負担しています。 

・ 地域救急医療センターは、必要経費を組織市町村が負担することを市町村長の了承のもと

に設置し、運営を行ってきましたが、平成 24年度から救命救急センターの指定を受け、
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特別交付税措置を受けることなったため、2次・3次救急に係る繰入は行わないこととし

ました。 

・ 平成 21年度以降の経営改善、交付税措置の増額を受け、平成 24年度以降、組織市町村の

一般財源による繰入を大きく抑制してきました。 

・ 旧伊那市営伊那中央総合病院から引き継いだ職員の旧病院在職期間に相当する退職給付

金は、該当職員が退職する際に伊那市が負担することになっています。 

≪課題≫ 

・ 総務省が定める繰出基準などに基づき、適切な繰出しを受ける必要があります。 

・ 組織市町村の一般財源による繰入は、今後も経営状況に応じて抑制していきます。 

 

【繰入金】 

 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 

起債償還利子 107,311 101,013 82,279 74,030 70,941 67,123 62,330 58,993 55,792 51,434 

運営費 766,118 702,925 697,267 627,084 690,048 707,631 631,884 669,103 713,069 742,115 

起債償還元金 538,152 588,504 602,903 689,867 749,698 807,276 836,168 973,924 1,066,339 948,971 

うち市町村負担分 455,976 424,589 250,861 253,663 329,985 337,401 373,033 394,933 445,256 399,280 

うち退職金伊那市負担分 80,379 43,018 97,164 88,971 102,873 142,978 62,697 79,339 106,011 117,059 

うち交付税分 875,226 924,835 1,034,424 1,048,347 1,077,829 1,101,651 1,094,652 1,227,748 1,283,933 1,226,181 

（伊那中央病院事業会計 決算調製資料より） 

 

④ 減価償却費 

≪現状≫ 

・ 減価償却費は、固定資産の取得に要した経費を損益の計算に当たって、その耐用年数に応

じ各事業年度に配分し算入するものですが、開院時に購入した医療器械が一斉に更新時

期を迎えたため、大規模事業計画を毎年見直し年度間の均衡を図っています。 

・ 開院時に購入した医療器械の償却が平成 21年度までにほぼ終了したことが、平成 21年度
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から黒字化した主な要因です。減価償却費は平成 25年度の南棟の整備を機に再び増加に

転じており、平成 29年度の北棟竣工まで続いた大規模投資により、現在は開院時を超え

る規模となっています。 

≪課題≫ 

・ 医療機器・備品の耐用年数は 5～6年と短いため、高額機器を導入した場合の減価償却費

への影響は、「短期間で多額」という特徴があります。 

・ 高額な医療器械の更新･導入は、単年度の収支だけでなく中期的な損益に影響するため、

可能な限り年度間の均衡を図り、計画的に行う必要があります。 

 

【減価償却費の推移（シミュレーション）】 

 
      (千円) 

科目 H30 R01 R02 R03 R04 R05 

建物及び附帯設備 502,643  403,694 405,778 399,199 399,175 400,691 

構築物 18,956  18,838 18,838 18,838 18,838 16,675 

医療器械 472,131  478,658 439,574 470,005 504,632 537,816 

備品 210,935  194,950 190,942 184,609 106,331 66,606 

車両運搬具 3,019  3,132 2,863 2,481 646 406 

ソフトウエア 0  0 0 0 0 0 

長期前受金戻入 -57,615 -43,055 -24,636 -40,289 -39,863 -38,963 

減価償却額合計 1,150,069  1,056,217 1,033,359 1,034,843 989,759 983,231 

R02 

大規模 

事業計画 

救急 CT更新 

1.5TMRI更新 

 da Vinci導入 

調剤システム更

新 

防災監視盤・防

災放送盤更新 

手術室増設 

(～R06） 

ナースコール

システム更新

(～R04） 

MRI更新 

血管撮影装置

更新 

電子カルテ更新 

第1撮影室CT更

新 

（伊那中央病院事業会計決算書及び伊那中央行政組合実施計画より） 

※ R01までは決算額、R02は決算見込額、R03以降は大規模事業計画により設備投資を行なうこととした場合 
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⑤ 企業債 

≪現状≫ 

・ 建設又は改良等に係る財源として病院事業債を借入れています。 

・ 病院事業債は、総務省の繰出基準に基づき元利償還金の 1/2（H14年度以前分は 2/3）が構

成市町村の一般会計から繰り入れられることになっています。普通交付税措置額は、一括

受領する伊那市から繰り入れ、残りを伊那中央行政組合規約に基づく経費の負担割合 (均

等割各 2%、在住人口割 94%）で 3市町村から繰り入れるルールです。 

・ 病院事業債は、施設、医療器械（耐用年数 5年以上、取得価格 20万円以上）の整備が対

象となります。必要な医療器械等は、構成市町村と協議のうえ、起債を財源とし、50%の

病院負担で整備していきます。 

・ 当院は、平成 22年度に 181,111,282円（借入利率 2.0%）、600,000,000円（1.6%）、平成

23年度に 600,000,000円（1.6%）、平成 24年度に 1,176,640,815円（1.6%）の財政融資資

金の任意繰上償還を行い、後年の財政負担の軽減を図ってきました。未償還の起債の利率

はいずれも 1.0%未満となっており、今後は繰上償還の予定はありません。 

・ 開院時に約 183億円に達していた未償還残高は、令和元年度末で約 97億円まで減少しま

した。北棟増築関連の医療機器の償還が一段落した後となる令和 5年度末には、約 61億

円まで減少することを見込んでいます。 

・ 元金均等償還、据置期間なし、5年償還を原則とし、できる限り低利で借り入れ、支払利

息を抑制しています。 

≪課題≫ 

・ 中期的な損益に影響するため、できるだけ年度間の均衡を図り、計画的に起債の借入を行

う必要があります。 

【起債償還元金の推移（シミュレーション）】 

 

（伊那中央病院事業会計決算書及び伊那中央行政組合実施計画より） 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05

通常償還 1.4 8.6 8.7 9.7 10.9 6.3 6.5 8.5 9.2 8.9 10.6 11.6 12.7 13.3 16.0 17.8 15.6 14.7 14.5 14.0 11.7

繰上償還 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.8 6.0 11.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

元金総額 1.4 8.6 8.7 9.7 10.9 6.3 6.5 16.3 15.2 20.7 10.6 11.6 12.7 13.3 16.0 17.8 15.6 14.7 14.5 14.0 11.7
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【起債償還利子の推移（シミュレーション）】 

 

（伊那中央病院事業会計決算書及び伊那中央行政組合実施計画より） 

 

【起債償還残高の推移（シミュレーション）】 

 
（伊那中央病院事業会計決算書及び伊那中央行政組合実施計画より） 

※ R02は予算額、R03以降は大規模事業計画により、5年償還（据置なし）、年利 1.0％と

した場合 
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 ⑥ キャッシュフロー 

≪現状≫ 

・ 当院の現金預金は、平成 22年度以降 20億円前後で推移していましたが、令和元年度は企

業債の償還が進んだため、15億円程度に減少しています。 

・ 平成 22 年度から債券による資金運用を行っており、令和元年度末で額面 38 億円を保有

しています。資金不足は発生していません。 

・ 毎月の給与支払い、月末払い、6月、12月の期末・勤勉手当の支給、9月、3月の起債償

還が主な支払いとなり、15億円程度の運営資金が必要です。 

・ 地方公営企業会計制度の見直しにより、平成 26年度以降キャッシュフロー計算書が財務

諸表に加えられましたが、当院では、開院当初からキャッシュフロー計算書（間接法）を

作成してきました。業務活動によるキャッシュフローは、平成 16年度以降黒字が続いて

おり、投資活動によるキャッシュフローは継続的な設備投資と平成 22年度からの債券投

資により経常的に減少、財務活動によるキャッシュフローは病院事業債の借入と償還に

より、増加・減少を繰り返す状況となっています。 

≪課題≫ 

・ 業務活動によるキャッシュフローは、一定規模の黒字を確保していく必要があります。 

・ 今後も、支払用運転資金を適正に確保しつつ、余裕資金については債券等により有利な資

金運用を図っていく必要があります。 

【現金預金の推移】 
          (百万円) 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

現金 1,844 2,457 2,299 1,873 2,312 2,124 2,744 2,378 2,305 1,492 64.7% 

未収金 1,520 1,527 1,803 2,098 1,720 1,743 1,753 1,809 1,688 1,848 109.5% 

貯蔵品 65 40 66 66 70 45 53 42 50 61 122.0% 

その他 2 1 0 0 1 1 0 0 0 0 － 

流動資産計 3,431 4,025 4,168 4,037 4,103 3,913 4,550 4,229 4,043 3,401 84.1% 

企業債（1年以内償還） － － － － 1,258 1,326 1,547 1,784 1,558 1,472 94.5% 

未払金 480 627 690 605 671 672 603 1,139 1,299 786 60.5% 

一時借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 

賞与引当金 － － － － 312 322 361 395 433 445 102.8% 

その他 52 66 194 86 81 105 228 87 87 74 85.1% 

流動負債計 532 693 884 691 2,322 2,425 2,739 3,405 3,377 2,777 82.2% 

資金不足(不良債務) -2,899 -3,332 -3,284 -3,346 -3,353 -3,138 -3,722 -2,608 -2,225 -2,096 94.2% 

企業債(未償還残高) 14,176 12,786 11,665 12,152 11,678 11,212 11,296 12,321 10,936 9,685 88.6% 

国債(年度末現在高) 402 703 1,005 2,008 3,007 3,807 3,807 3,807 3,807 3,807 100.0% 

（伊那中央病院事業会計決算書より） 

※平成 26年度以降の資金不足額は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて算定しているため、単純な「流動

負債－流動資産」とは一致しない。 
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【キャッシュフロー計算書】 
         (百万円) 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 H30比 

業務活動 1,337 1,859 1,623 958 1,391 1,048 1,059 919 780 368 47.2% 

投資活動 -911 -444 -1,264 -2,560 -1,227 -1,578 -1,359 -3,283 -534 -372 69.7% 

財務活動 -609 -802 -517 1,176 275 342 920 1,998 -319 -809 253.6% 

現金等期末残高 1,844 2,457 2,299 1,873 2,312 2,124 2,744 2,378 2,305 1,492 64.7% 

（伊那中央病院事業会計決算書より） 

 

⑦ 経営分析等 

≪現状≫ 

・ 地方公営企業会計制度の見直しにより、平成 26年度の予算・決算から会計基準の見直し

が適用されました。借入資本金を資本から負債に計上することによる負債の増加、みなし

償却制度の廃止による固定資産の減少、賞与引当金の計上による流動負債の増加、貸倒引

当金の計上による流動資産の減少等の影響がありました。 

これにより、財務諸表から判断する経営状況は悪化しましたが、経営実態に変化はありま

せん。 

≪課題≫ 

・ 経営指標を経年及び、近隣病院・類似病院と比較、検討を行い、経営の改善を図っていく

必要があります。 

・ 原価計算を行い、部署別・疾病別の収支について確認し、必要に応じて改善を図る必要が

あります。 

・ クォリティ・インディケーターを公表し継続的に医療の質を高めていくとともに、DPCデ

ータ等の診療情報を活用し経営に生かしていく必要があります。 
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【経営指標の推移（決算分析比較表）】 

 

（伊那中央病院事業会計決算説明資料より） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01
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説明計算式分析項目 単位
比率

売上債権と買入債務とのバランスを詳
細につかむ指標。要100％以上。

買掛金（未払金）

人件費比率 60.8 ％

給与費

× 100

規模にもよるが、５０％以下が望まし
い。

医業収益

売上債権対買入債務比率 235.2 ％

未収金

× 100316.4 243.6

固定資産が1年間に何回転したかを表し、固定資産の利

用度を表す。固定資産投資が過剰かどうかみるのに重

んじられる。高いほど良い。

未収金回転率 6.85 回

医業収益
未収金が1年間に何回転したかを表し、
高いほど良い。

平均医業未収金

固定資産回転率 0.59 回

医業収益

6.26 6.29

0.55

6.745.48 5.77 6.32

0.58 0.560.64

総資本回転率 0.52 回

経常収益
総資本が1年間に何回転したかを表わ
し、資本の利用度を表す。高率ほど良
い。

平均総資本

平均固定資産

0.48

0.66 0.71 0.65 0.61 0.58

0.50 0.480.53 0.54 0.56 0.53 0.52 0.51

1年以内に現金化できる資産と、1年以内に返

済すべき負債とを比較し、短期支払能力を判

定。200％以上が理想。

流動負債

当座（酸性試験）比率 120.3 ％

現金預金＋未収金

× 100

流動比率 122.5 ％

流動資産

× 100119.7

酸性試験比率とも言われ、流動資産のうち現金預金及

び容易に現金化しうる未収金などの当座資産と流動負

債との対比比率。100％以上で大きいほど良い。

流動負債

118.3

644.8 581.2 471.8 584.4

固定資産対長期資本比率 97.0 ％

固定資産

× 100

固定資産の調達が、資本と固定負債の
中で行われているのかを示す指標。要
100％以下。

資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益

固定比率 190.0 ％

固定資産

× 100

79.1 77.9 79.7 82.4

196.0 211.4

自己資本(構成)比率 43.0 ％

自己資本（自己資本金＋剰余金）

× 100

総資本の中に占める自己資本の百分率。20%

以上が望ましい。大きいほど健全。銀行は4%

以上で業務可、8%以上で海外取引可。

総資本

自己資本に対する固定資産の百分率。
１００％以下が望ましい。

資本金＋剰余金＋繰延収益

総資産に占める固定資産の百分率。一
般的に低いほうが、経営の柔軟性が高
くなる。

総資産

固定負債構成比率 43.2 ％

固定負債

× 100

固定資産構成比率 85.6 ％

固定資産

× 10083.9

総資本の中に占める固定負債の百分
率。小さいほど良い。

総資本

79.1 72.6 65.0 62.2 52.7

料金収入(入院収益＋外来収益)

職員1人当たり医業収益 13,232 千円

医業収益
職員数は決算統計09表参照

損益勘定所属職員数

職員給与費対料金収入比率 66.3 ％

職員給与費

× 10065.7

高い方が良い。

医業収益

医業利益対医業収益率

（減価償却前） 2.6 ％

医業利益＋減価償却費

× 100

高ければ業績が良いことを意味する。

医業収益

医業利益対医業収益率 -6.5 ％

医業利益(医業収益－医業費用)

× 1000.2 3.3 7.3 3.9 4.2 -0.1 -0.3 -3.6

収益力が財務の流動性に直接貢献して
いるか否かをフローの面から判断する
ための指標。100%以上が良い。

経常費用

医業収支比率 93.9 ％

医業収益

× 100

100％以上が良い。

医業費用

経常収支比率 94.4 ％

経常収益

× 100

100.2 103.4 107.8 104.1 104.4 99.9 99.7 96.5

総収支比率 94.5 ％

総収益

× 100

100％以上が良い。

総費用

医業収益高経常利益率 -6.2 ％

経常利益

× 100

107.3 103.4 102.5

1.5 5.6 7.2 3.5 5.4 0.9 0.0

総資本利益率 -3.1 ％

経常利益

× 100

総資本の運用効率がわかり、総合的な
収益力の指標として最適である。高率
ほど良い。

平均総資本

どのくらい経営利益を生み出したかを
みて、収益性と経営能率を判断する指
標。高率ほど良い。

医業収益高

0.0 -2.3

-5.0

0.8 2.8 3.8 1.8 2.7 0.4

- 88 -



 

５．中長期計画（R03～R05） 

  当院の中長期計画は新公立病院改革ガイドライン(平成 27年 3月総務省通知)及び長野県地

域医療構想を踏まえて策定しています。総務省は令和 2 年に「新公立病院改革ガイドライ

ン」を改定する予定でしたが、感染症の拡大等により現行ガイドラインの取り扱いについて

はその時期も含めて改めて示されることとなりました。各地方公共団体においては既に作

成している新経営改革プランの実施状況の点検・評価を実施するよう求められています。 

○ 新公立病院改革ガイドライン(平成 27年 3月総務省通知)の趣旨 

・ 公立病院の役割は、地域に必要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関が困難な医

療を継続的に提供すること。 

・ 公立病院改革と地域医療構想は、地域において必要な医療提供体制の確保を図る目的で一

致しているため、今後の公立病院改革と医療法に基づく地域医療構想の検討・取り組みは

整合性を持って行うこと。 

・ 新公立病院改革プランは、経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しに、地

域医療構想を踏まえた役割の明確化を加えた 4つの視点に立って策定する。 

・ 経営指標については、経常収支比率及び医業収支比率に係る数値目標は必須とし、その他

経営課題解決の手段としてふさわしい数値目標を設定すること。 

・ ①施設の新設・建替えを予定、②病床利用率が低い（3年連続で 70％未満）、③医療機能

の見直しを検討する公立病院は、再編・ネットワーク化の必要性について十分に検討する

こと。 

・ 再編ネットワーク化においては、二次医療圏等の単位での経営主体の統合、基幹病院への

医師派遣等に係る拠点機能の整備、公的病院・民間病院等との再編を含む病院機能の再編

成に留意すること。 

・ ガイドラインを踏まえて策定した新公立病院改革プランについては、住民に対して速やか

に公表するとともに、実施状況を概ね年 1回以上点検･評価することとし、評価の過程にお

いては、有識者や地域住民等参加による委員会に諮問することなどにより、評価の客観性

を確保すること。 

（１）新公立病院改革ガイドライン及び長野県地域医療構想を踏まえた取組み 

① 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

≪長野県地域医療構想上伊那医療圏の状況≫ 

・ 当院を含む上伊那医療圏における、令和 7年度の病床数の推計値は 1,153床で、平成 30年

度の病床機能報告制度による稼動病床数は 1,244床となっており、91床の減が必要とされ

ています。 

・ 併記された高度急性期は医療機関所在地ベース、その他は患者住所地ベースの推計値は

1,328床で、1,244床と比較すると、なお 84床不足している状況です。 

・ 併記された数値については、医療機関所在地ベースを基本としながら、将来に向けて各構

想区域・医療機関が医師の確保や医療提供体制の充実に取り組むことにより、医療機能区

分によっては「患者住所地ベース」の推計値に近づくことも考えられるとして併記された

ものです。 

・ 上伊那医療圏地域医療構想調整会議の中のワーキンググループで、各医療機関が平成 27年

度の病床機能報告制度の数値を持ち寄り、以下のとおり検討を行いました。 

－ 総病床数は 1,306床で、許可病床数を基にしていると考えられる（稼動病床数は不明）。 
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－ 高度急性期－急性期病床が多く、回復期病床が極端に不足している。 

－ 稼動病床数を推計してみると、令和 7年度の病床数の推計値 1,153床と大差がない。 

－ 平成 21 年度から平成 25 年度にかけて行われた上伊那地域医療再生計画により、地域

の医療機関による機能分化と連携がかなり進んでいる。 

≪上伊那医療圏における当院の役割≫ 

・ 他に機能が重複する医療機関が無いため、現在担っている急性期医療、高度専門医療及び

24時間救急医療の分野を更に充実させていく必要があります。 

・ 令和 7年度に向けては、上伊那地域で大きく不足しているとされる回復期病床の拡充や病

床転換も視野に入れる必要があります。 

・ 上伊那医療圏は県内の 2次医療圏の中で人口当たりの病床数が一番少ない医療圏であり、

現在の稼動病床数と令和 7年度の推計値に差の無い中、地域の医療機関が機能分担と連携

を更に強化し、現在の稼動病床数を減らさないための努力が必要です。 

・ 訪問看護ステーションを更に充実・強化し、当院からの退院患者の他医療機関やかかりつ

け医などへの引継ぎや在宅診療のバックアップを行い、地域包括ケアシステムの一翼を担

う必要があります。 

・ 感染症指定医療機関として、新興感染症下においても安定的に医療を提供できる体制を更

に充実させていく必要があります。 

② 再編・ネットワーク化に係る取組み 

≪現状≫ 

・ 上伊那医療圏においては、町立辰野病院、伊那中央病院、昭和伊南総合病院の公立 3病院の

病床数が全体の 6 割を占め、公的病院が無く、その他は民間の中小病院で構成されており、

公立 3病院の果たす役割は大きくなっていますが、平成 21年度から平成 25年度に行われた

上伊那地域医療再生事業により機能分化と連携が大きく進んでいます。 

≪取組み≫ 

・ 南北に長い医療圏にあって、この公立 3病院は北部、中央部、南部と地域的にもそれぞれ

の役割を持って機能分化と連携を行っており、現在再編等の計画や取組みの予定はありま

せん。 

③ 経営形態の見直し 

≪現状≫ 

・ 伊那中央病院は、伊那中央行政組合（一部事務組合、伊那市・箕輪町・南箕輪村）立の病

院で、地方公営企業法の一部適用となっています。 

≪取組み≫ 

・ 病院事業に特化した一部事務組合立の病院として効率的に運営されており、今のところ地

方公営企業法の全部適用を含めた経営形態の見直しの計画はありません。 
 
（２）目指す姿 

伊那中央病院は、上伊那地域住民が必要とする医療について、健診から 3次医療にいたるま

で地域内で完結することを目標に、総合病院としての体制を強化していきます。 全ての領域

において、地域医療機関が機能的役割分担の下で連携していく中で、中核的な役割を果たして

いきます。特に、国が検討している医療計画の中では、急性期病院（DPC特定病院群）の指定
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を目指していきます。 

（３）基本方針 

患者の視点 ニーズにこたえた満足度の高い医療提供 

① 上伊那地域の基幹総合病院として、急性期医療、高度専門医療、救急医療及び回復期医療

を担う中で、多職種によるチーム医療を推進して、患者に最適な医療を提供します。 

・ 必要な病床数と医師を確保し、救急患者や紹介患者をいつでも受け入れできるよう診療体

制を充実します。（心臓血管外科、耳鼻咽喉科、精神科などの医師の常勤化） 

・ 手術室を増床拡充するとともに常勤医師やスタッフを確保し、より高度・適時・適切な手

術が実施できる体制を整えます。 

・ 地域連携パスなどを活用し、逆紹介を進めて、地域医療機関との密接な連携を推進する中

で、地域完結型医療を目指します。 

・ 患者・家族への相談・支援体制を充実させ、在宅医療を推進していきます。 

・ 地域がん診療連携拠点病院として、がんの診療体制やサポートシステムなどを充実させ、

上伊那地域の包括的がんセンターとして整備します。 

・ 健診センターを充実させ、地域の要望にこたえるとともに、健康長寿社会を目指します。 

・ 感染症や SCU、HCU、緩和ケア病棟など、高機能病床を含めた病床再編成や病床数を検討し、

より機能的な病院を目指します。 

・ 医療安全と院内感染防止を徹底し、新興感染症下においても安心して医療を受けられる病

院とします。 

・ 各種のクリニカルデータを作成し、医療の質向上のツールとし、公表して患者に選ばれる

病院を目指します。 

② 患者の療養環境の整備と快適性の向上 

・ 快適な療養環境をつくります。 

・ 外来診療の待ち時間問題を解決していきます。 

・ プライバシーの保護を推進します。 

・ 患者支援センターの有効活用を行います。 

・ 患者用図書室の拡充を行います。 

・ 売店やレストランなどの附帯施設を利用しやすくし、経営の安定化を図ります。 

職員の視点 働いていてよかったと思える病院づくり 

① 基幹総合病院として上伊那地域に必要な医療が適切に提供できるようソフト面、ハード面

ともに充実させ強靭な体質の病院にします。職員相互が協力し合う、明るく働きやすい職

場を作ります。 

・ 医療技術の研鑚や知識の習得が積極的に行えるように、必要な研修などを推奨します。メ

ディカルシミュレーションセンターの有効活用を行います。 

・ 研修医を増員し、医学部学生の受け入れを一層推進します。 

・ 各分野における認定制度、専門制度の資格取得者を養成して必要な人材を育成し、確保し

ていきます。 

・ 部門間における協力体制や密接な連携を推進します。 

・ 全部署における電子カルテシステムを整備し、情報の共有化を推進します。 

・ 高額医療機器を計画的に更新します。高度専門医療に必要な新規医療機器を導入します。 

・ 5S運動の推進などにより快適な職場環境とします。 
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・ 更衣室、休憩室など厚生施設を整備充実します。 

地域とのつながり 他機関と協力して、社会福祉や地域経済などの充実や活性化を推進 

① 地域への貢献  

・ 公立 3病院を中心に地域医療機関との機能分担、連携強化を進めます。 

・ 健康長寿社会へ向けて疾病予防のための啓発活動を行います。 

・ 再生可能エネルギーの活用等による省エネ推進及び分別リサイクルの徹底により環境に優

しい病院をつくります。 

・ 自然災害や新興感染症に強い病院を作り、災害時医療の中心的役割を果たします。 

・ 社会福祉施設などへの後方支援を行います。 

②  恒常的な黒字経営を目指す 

・ 急性期病院としての施設基準を取得するための体制を整備します。 

・ 医療材料などの適正な在庫管理を行います。 

・ 情報収集により有利な価格交渉を行います。 

・ 無駄を省いた効率的な運営を行います。 

 

世界とのつながり 国連が推進する SDGs（持続可能な開発目標）への取り組み 

① SDGｓの取組目標を掲げ推進します。 

 

 

【当院が取り組む目標】 
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（４）施策の展開 

① 患者の受け入れ 

・ 上伊那医療圏において急性期医療、高度医療をしっかりと担うため、軽

症患者はできるだけかかりつけ医を受診していただくこと、また、時間外のいわゆるコン

ビニ受診は控えていただくよう引き続き啓発します。 

・ 人種・国籍・性別等に関係なく、救急患者をいつでも受け入れます。また、予約のない外

来患者のトリアージをスムーズに行うため、総合診療科（院内標榜）の開設を目指します。 

・ がん緩和ケアの一層の充実を図るため、精神科の標榜と常勤化を目指します。 

・ 外来患者の待ち時間短縮を図り、待合環境を改善し快適性の向上に努めます。 

・ ベッドコントロールを一元的に管理する専任看護師を育成し配置します。 

・ 重症患者は、急変等に対応できるよう救命救急センター、ICU、SCU、HCU 等の高度専門治

療室で治療できるよう院内のルールを確立し、DPCに対応した適切な入院期間とします。 

・ 地域で当院が果たすべき役割と収益性を改めて検証し、病床利用率の推移を踏まえ必要に

応じて病床の再編を検討します。 

・ 患者への負担が少なく体にやさしい先進医療の導入や ICTの活用を推進します。 

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

1日当り外来患者数 888.8人 870.0人 245日で試算 

1日当り入院患者数 309.6人 312.0人  

病床利用率 78.6％ 80.0％ 390床ベース 

患者満足度調査待ち時間（予約あり）満足比率 66.8％ 70.0％  

② 診療体制 

・ 常勤医がいない心臓血管外科、耳鼻咽喉科、精神科医師の常勤化及び常

勤医が 1人体制の診療科の複数体制化に努めます。 

・ 手術室を拡充するとともに更なる医師確保に努め、適切な医療の提供を継続できる体制を

整えます。 

・ 薬剤師の全病棟配置・常駐を継続し、手術室や透析室、外来等での薬剤師の活動の場を拡

げます。 

・ 電子カルテシステムや院内ポータルサイトを活用して情報共有体制の強化に努めるととも

に、次期システム更新について検討します。 

・ 施設基準の取得条件などを考慮しながら病床再編成および病床数の検討を行います。 

・ 包括的がん治療センターの開設を検討し、がん患者等の終末期ケアを充実します。 

・ 患者支援センターを充実し、患者がより安心して手術を受けられ、医療側もより安全でス

ムーズに入院から退院まで診療が行えるよう努めます。 

・ 大学病院本院に準じた診療密度と一定の機能を有する病院とされる「DPC 特定病院群」を

取得します。当院が基準値を満たしていない「診療密度」については実施入力の漏れをな

くすなどの対策を講ずるとともに在院日数の短縮、集患、診療行為の拡大に取り組み、「医

師研修の実施」については研修医の増員を図ります。また、院内データセンターで「医療

技術の実施」各基準項目の状況を確認・分析し、対応方針を検討します。 

・ 事務職員のプロパー化を進め、診療体制の算定漏れ防止や施設基準の取得、経営分析力の

向上を図ります。 

・ 医師事務作業補助者のレベルアップにより、医師の負担軽減と医療の質向上を図ります。 
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目標・指標 現状（R02） 目標（R05） 備考 

手術室の拡充 6室 8室 ハイブリッド 1室 

手術件数 4,533件 4,700件 3.5％増 

DPC特定病院群の取得 標準病院群 特定病院群 R04年度診療報酬改定時 

包括的がん治療センター開設 なし あり  

③ 医療の質と安全性の向上 

・ 部署ごとの傾向をフィードバックしリスクマネージ

ャーが中心となり部署ごと安全に対する目標値を設

定して活動するなど、分析結果を活用します。特に転倒転落においては、転倒転落と履物

や眠剤との関連を分析し予防を継続すると共に、リハビリや栄養指導等だけでなく全身状

態やせん妄の評価、眠剤の検討など医療チームとしてのアセスメントやケアが重要と考え

ます。また、衝撃緩衝材帽子や緩衝マットなど転倒しても骨折などのアクシデントにつな

がらないように検討していきます。 

・ 肝炎ウイルス検査の陽性者に対し、肝炎コーディネーターを中心とした多職種連携チーム

が治療に向けた受診勧奨を行い、肝炎重症化予防を推進します。。 

・ 人材育成として、認定看護師、特定行為研修修了者等、長期的な育成と医療安全管理者や

リスクマネージャーのスキルアップも視野に入れた研修参加計画を立案し、各分野におけ

る認定制度、専門制度の資格取得者を、引き続き積極的に養成します。ノンテクニカルス

キルやメディエーションについて全体研修を実施し、リスクマネージャーには分析手法を

指導して現場での活用を推進します。 

・ 役割の明確化による組織活用をはかるために、リスクマネージャー部会のあり方を検討し、

他部署の重要事例の分析が共にできる体制を目指します。 

・ 医療の高度化、患者権利に対する意識の変化もあり相談事例が増加する一方、医療安全係、

感染管理はそれぞれ１名のみであり、医療安全管理室の名称検討や医師・多職種専従者の

配置により組織体制の強化を図り、安全な診療体制の構築や安全文化を醸成します。 

・ 南棟 2階メディカルシミュレーションセンター（MSC）の研修プログラムを体系的に充実さ

せ、院内、院外の医療従事者のスキルアップを図ります。 

・ 院内にデータセンターを開設し、QI（クオリティ・インディケーター）指標等を経常的に

算出、公表し、医療の質を高め、患者や研修医をはじめとする医療従事者から選ばれる病

院としていきます。 

・ データセンターでは、DPC データによるベンチマークや、各部署が増減できる部分の簡易

的な原価計算も行えるようにし、時系列的な分析により、医療の質の向上や経営の改善を

図っていきます。 

・ パス専任看護師の配置により、積極的なパス作成、および紙パスから電子カルテへの運用

変更の働きかけにより、パス適用率が向上しています。引き続きパス大会（多職種を対象

とした勉強会や議論の場）などを開催し、院内クリニカルパスの導入を更に進め、医療の

標準化、入院日数の適正化に努めます。 

・ 令和 3年度に病院機能評価を更新して、医療の質を再確認し、レベルアップを図ります。 

・ 電子カルテ等の医療データを、院外のサーバーにバックアップする体制を検討します。 

・ 民間企業との協働による訓練用臓器モデル開発等への技術提供に積極的に関わります。 
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目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

医療安全管理室の充実 3人 6人 名称検討、医師配置の検討 

MSC研修 年間受講者数 1,107人 1,500人  

データセンターの開設 なし あり R4年 4月開設予定 

院内クリニカルパス適用率（紙ﾊﾟｽ含） 41.43％ 45.0%  

 

④ 感染管理 

・ より感染防止が充実し継続できるように、医師や看護師等の教育や育成も含め、

感染管理における院内の組織体制強化に取り組みます。 

・ 感染防止策が院内でより充実するよう、あらゆる手段を講じて対応するとともに、新興感

染症に備えて組織・設備を充実します。 

⑤ 施設・機器整備 

・ 手術室運用の効率化を図るとともに、医局、ICU・CCU、手術室

の拡張、移設、増設を推進します。 

・ 開院時に導入した医療機器が更新期を迎えているため、高額な機器は大規模事業計画によ

り計画的に更新します。 

・ 高度専門医療に必要な新たな医療機器の導入は、継続して検討していきます。 

・ 太陽光発電システムの維持と全庁的な照明 LED化を行い、省エネや CO2削減を推進します。 

・ 本館の減価償却上の耐用年数は 39 年ですが、建築後 50 年となる 2053(令和 35)年を使用

限界目標として、診療に支障のないよう適切な修繕等を行い延命化します。 

・ 医療ごみ、事務ごみ、廃棄食等の削減と適正な廃棄物処理及び分別リサイクル処理を行っ

て経費節減に努めます。 

 

  

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

廃棄食食数比率 2.7% 2.0%  

ごみ排出量（可燃物・厨芥物） 11,874kg 11,500kg 3%縮減 
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【医療器械等（2,000万円以上）の更新（R02大規模事業計画から抜粋）】 

資本的支出（４条予算） 
        

(千円) 

予算科目 
区分 

主管 

部署 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

款項 目 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 

建設改良

費 

建物及び

附帯設

備・構築

物 

特別 施設管理

課 

大型回転ド

ア更新 

29,590  空調監視リ

モートユニ

ット更新 

13,000 空調監視リ

モートユニ

ット更新 

13,000 空調監視リ

モートユニ

ット更新 

14,000 リニア更新 200,000 

    エアコン更

新 

25,302  エアコン更

新 

10,196 受変電設備

改修 

62,000 照明LED化 50,000 照明LED化 50,000 

       特定天井の

改修 

22,500 エレベータ

ー改修 

17,000 エレベータ

ー改修 

15,000  冷温水発生

機入替 

120,000  空冷式チラ

ー入替 

38,000 

      手術室 手術室増設

基本設計 

10,000 手術室増設

詳細設計 

 医局・ICU

移設 

200,000 手術室増設  300,000   

   看護部 ナースコー

ルシステム

更新 

70,000 ナースコー

ルシステム

更新 

40,000       

 医療機器 特別 診療放射

線科 

MRI装置更

新 

297,000 血管撮影装

置（第2）

更新 

121,000 CT装置 (第

1) 更新 

220,000   血管撮影装

置（第1）

更新 

121,000 

        体外衝撃波

結石破砕装

置更新 

36,500 CT装置 (第

2) 更新 

38,500       

      臨床検査

科 

  血液凝固分

析装置 

20,000  心臓超音波

検査装置 

30,000 心臓超音波

検査装置 

30,000 生化学免疫

分析装置・

搬送システ

ム 

121,500 

        採血管準備

システム 

25,000     

   臨床工学

室 

    高気圧酸素

治療装置更

新 

25,000     

   中央材料

室 

  滅菌装置、

システム乾

燥機 

35,000   全自動チュ

ーブ乾燥

機、超音波

洗浄装置 

22,000   

   枠 施設管理

課 

他 

経常的な

医療器械

導入･更新 

90,000 経常的な

医療器械

導入･更新 

90,000 経常的な

医療器械

導入･更新 

100,000 経常的な

医療器械

導入･更新 

100,000 経常的な

医療器械

導入･更新 

100,000 

 備品 特別 診療情報

管理室 

部門システ

ム更新 

54,214   総合情報シ

ステム更新

等 

947,800  部門システ

ム更新等 

15,000 部門システ

ム更新等 

15,000 

    枠 施設管理

課 

他 

経常的な備

品更新等 

15,000 経常的な備

品更新等 

15,000 経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 

計    650,106  399,696  1,657,800  671,000  665,500 
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          (千円) 

予算科目 
区分 

主管 

部署 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 

款項 目 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 事業内容 予算額 

建設改良

費 

建物及び

附帯設備 

特別 施設管理

課 

照明LED化 50,000 照明LED化 50,000 照明LED化 50,000     

    冷却塔入替 44,000 

 

        

 医療機器 特別 診療放射

線科 

X線透視装

置(第4)更

新 

44,000 外科用X線

（3D）透視

装置更新 

30,000 CT装置(救

急)更新 

90,000 核医学装置

（PET）更

新 

210,000 MRI装置

（1.5T）更

新 

194,000 

        核医学装置

（SPECT）

更新 

100,000 放射線治療

システム更

新 

500,000 乳房撮影装

置更新 

40,000 

   臨床検査

科 

多項目自動

血球分析装

置 

30,000       循環器超音

波診断シス

テム 

40,000 

   中央材料

室 

高圧蒸気滅

菌装置 

25,000 過酸化水素

低温プラズ

マ滅菌装置 

25,000    高圧蒸気滅

菌装置 

25,000   

  枠 施設管理

課 

他 

経常的な医

療器械導

入･更新 

100,000 経常的な医

療器械導

入･更新 

100,000 経常的な医

療器械導

入･更新 

100,000 経常的な医

療器械導

入･更新 

100,000 経常的な医

療器械導

入･更新 

100,000 

 備品 特別 薬剤部 注射部門シ

ステム更新 

50,000         

   診療情報

管理室 

部門システ

ム更新等 

45,000 部門システ

ム更新等 

20,000 部門システ

ム更新等 

15,000 部門システ

ム更新等 

15,000 総合情報シ

ステム更新 

950,000 

  枠 施設管理

課 

他 

経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 経常的な備

品更新等 

20,000 

計     408,000   245,000   375,000   870,000   1,344,000 

※ 継続的に更新・修繕が必要なものについては、2,000万円以下でも記載している 
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⑥ 5疾病 

ア がん 

・ 地域がん診療連携拠点病院として、多職種によるチーム医療をさらに強化し、

全国レベルの質の高いがん医療を提供していきます。①放射線療法、化学療法、手術療法

の更なる充実と医療従事者の育成②がんと診断されたときからの緩和ケアの推進、③ライ

フステージに合わせたがん診療の提供を基本目標とします。 

・ 地域医療のがん診療の充実をめざし、がん教育、研修の普及、啓発を行ない、退院しても、

通院しても連携が図れる体制を地域診療と共に作っていきます。さらに、包括的がん治療

センターの構築を目指します。 

イ 脳卒中 

・ 上伊那地域における脳卒中急性期治療を充実させるため、より高度な脳卒中センターを目

指します。 

・ 地域での脳卒中講演会を継続するとともに、地域住民への脳卒中予防に関する教育、啓発

活動を行います。 

・ 切れ目ない脳卒中に対する医療・介護の体制強化のため、IoT 技術やクリニカルパス等の

活用と、再発予防指導を含めた、かかりつけ医との連携強化に取り組みます。 

ウ 急性心筋梗塞 

・ 平成 24年 7月から開始した心大血管リハビリの実績を積み重ね、早期回復、再発予防効果

を検証していきます。 

・ 平成 25年秋から院内で開催している「心臓病教室」を継続し、地域住民への心血管疾患に

関する教育、啓発活動に力を注ぎます。 

・ 心臓血管外科医常勤医の在籍する近隣の急性期病院や、かかりつけ医との病診連携、病病

連携をより強化し、クリニカルパスや IoT技術を利用した急性期心筋梗塞医療システムの

構築を目指します。 

エ 糖尿病 

・ 糖尿病透析予防指導管理料を取得するため、内科医、管理栄養士、看護師（日本糖尿病療

養指導士や特定行為看護師）を主体にスクリーニングできるようなシステムを構築します。 

・ 看護師特定行為として「インスリンの投与量の調整」を取得した者や取得を検討している

者がおり、それらを活用することによって、血糖管理が必要な患者を抽出し、内科と連携

して血糖を管理し、主治医の労務の軽減も図る仕組みを構築していきます。また、退院時

にかかりつけ医に糖尿病に関する情報提供を行うことにより、逆紹介率の増加も期待され

ます。 

・ 上伊那地域糖尿病療養指導士を活用して、かかりつけ医からの紹介が必要な患者を抽出し、

紹介に必要な情報を作成するなど、紹介率を上げる方法を模索します。 

オ 精神疾患 

・ 精神科の常勤医を確保し、精神科外来を開設することにより、がんの緩和ケアの一層の充

実、認知症の増加などに対処していきます。 

・ もの忘れ外来開設とそれに伴う人員確保を検討します。 

・ もの忘れ相談外来や認知症相談外来（在宅ケアに関して）の開設を検討します。 

・ 地域、医師会などと協働して、認知症ケアパスの作成、使用について検討します。 

・ 認知症初期集中チーム立ち上げを検討します。 
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・ 認知症ケアチームメンバーの充実（OT確保）と院内デイの充実を図ります。 

⑦ 5事業 

ア 救急医療 

・ 救命救急センターと他の診療科との連携を深め、救急患者を全

て受け入れる体制の強化を図ります。 

・ 重症患者の受け入れ体制を強化するため、重症患者ベッドコントロール方針を運用し、重

症患者の受け入れは救急専用病床を優先し、その後の経過を見て ICU、SCU、HCU又は一般

病棟へ転床します。 

・ 働き方改革によるタスクシフト/タスクシェアリングの検討と、救急救命士の院内雇用につ

いて検討します。 

イ 災害医療 

・ 毎年定期的に行っている災害拠点病院訓練、防災訓練を継続・充実するほか、市・県の防

災訓練や DMAT訓練に積極的に参加し、災害時には迅速かつ適格な出動、対応を行います。 

・ 当院の災害拠点病院運営マニュアル（平成 14年 9月制定、30年 9月改定）、と業務継続計

画（BPC）（平成 29年 12月制定）の見直しを随時行います。 

・ 上伊那地域包括医療協議会で平成 25 年度に策定された「災害時医療救護活動マニュアル」

（平成 28 年 12 月改訂）において、上伊那の災害拠点病院として積極的な役割を果たしま

す。 

ウ へき地医療 

・ ネットワークの構築等を検討し、関係市町村や診療所と連携した支援体制の構築を目指し

ます。 

エ 周産期医療 

・ 上伊那地域における唯一の地域周産期母子医療センターとして、常勤の新生児専門医師を

確保し、NICUの整備を目指します。 

・ アドバンス助産師認証制度、助産師出向支援導入事業等を活用し、助産師の実践能力向上

を図ります。 

オ 小児医療 

・ 現在様々な部署が地域との連携を図っていますが、それらを系統化することで、地域で暮

らす子どもと家族のニーズ、地域の支援者が抱えている課題等を把握し、地域との協働を

すすめます。 

・ 院内学級により、療養中の全ての子どもが適切な教育を受けられる環境を継続します。 

・ 成人医療と小児医療の連携体制の構築に取り組み、成人期移行を支援します。 

・ 小児医療は多様化かつ複雑化していることから、院内での連携はもとより、地元医師会や

行政等とも連携を図ります。 

目標・指標 現状（R02） 目標（R05） 備考 

精神科外来の開設 なし あり  

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

救急専用病床利用率 81.8％ 80.0％  
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⑧ 地域連携と在宅医療 

ア．地域連携事業 

・ 地域連携懇話会を開催し、地域の医療機関と意見交換をすることによ

り、顔の見える関係をつくります。 

・ 医療従事者の資質向上に向け、医療と福祉・介護に関する研修を実施します。 

・ 「かかりつけ医を持ちましょう！」キャンペーンを実施し、かかりつけ医と当院の役割を

地域住民に PRします。 

・ 返書管理を徹底します。入院時、中間、退院時（逆紹介）の返書管理を徹底し、医療が途

切れることにないよう情報提供を推進します。 

・ 地域連携クリニカルパスの利用推進につとめます。現在運用している大腿骨、脳卒中、5大

がんのパスの運用見直しと、5大がんの診療計画の見直しを行い、地域での診療の標準化、

連携の保険医療機関との情報共有を図ります。今後の地域連携パスの新規作成については、

医療の動向を敏感に察知し、地域を担うかかりつけ医のニーズに沿った医療の標準化と継

続性を検討しつつ取り組みます。呼吸不全や心不全といった慢性疾患を専門的治療から在

宅医療へつなげるための連携については、医師会や市町村との連携をふまえ、パス作成を

検討します。 

・ 逆紹介に関わる院内ルールを検討します。入院時にかかりつけ医名を把握し、退院後に向

けて切れ目なく情報提供ができる仕組みを構築します。 

・ 複数の疾患を抱えている方には、それぞれのかかりつけ医へ情報が提供できるよう、医師

への教育を行い、医師事務職員などの協力を得ながら逆紹介の向上につなげます。 

・ 医療機器の共同利用を定着させ、読影の待ち時間短縮と患者の満足に努めます。 

・ 医療連携ネットワーク「信州メディカルネット」を有効に活用していくため、当院医師と、

参加医療機関に向けた運用の周知を継続します。 

・ 近年の超高齢者社会に伴い医療の方向性は「治し救う医療」から「治し支える医療」へと

変化しており、医療者も生活を支える視点を持つことが必要とされています。当院でも医

療と介護の連携・統一化に向け地域医療の質向上と共に在宅医療・介護連携推進事業に積

極的に参画する環境作りを行います。特に看護師特定行為研修修了者（特定看護師）や、

専門看護師、認定看護師、認定看護管理者などの地域貢献を目指します。 

・ 地域全体で地域包括ケアシステムの構築にむけて取り組んでいます。医療や介護が必要な

状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活し、尊厳を持って人生の最後を迎える

ことができる地域作りをするために、医療・介護の橋渡しを行っていく必要があります。

各市町村で取り組む ACPや、虐待、精神疾患患者の対応・医ケア児の支援などへの協働参

画で連携を強化します。 

・ 救急医療の提供に関わる課題を検討し、地域の保険医療機関から安心して救急受診ができ

る仕組みを構築します。 

・ 入退院に関わる職員の適正配置につとめ、円滑な退院調整と地域保険医療機関との情報共

有につとめます。 

・ 当院の訪問看護の役割を確立します。認定看護師、特定看護師の活用を検討し、質の高い

看護を目指します。また、ICTの活用を検討し、医療従事者の負担軽減につなげます。 

・ 県の上伊那地域医療再生計画に基づき、特に昭和伊南総合病院、町立辰野病院との機能分

担、連携強化を進めます。 
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イ 訪問看護 

・ 医療依存度の高い方の在宅療養者が増加するなか、国は在宅医療にさらに重点をおいてい

くため、訪問看護が担う役割も大きくなっています。今後は当院を退院する方だけではな

く、地域で療養する慢性疾患患者、難病やがんなどの患者、重度障がい児・者などへ適切

な看護を提供するとともに、地域の訪問看護ステーションとの連携を強化し、在宅におい

て安定した療養生活を送ることができるように支援していきます。また、24時間 365日緊

急対応ができる体制を継続していきます。最期まで在宅で過ごしたい方の希望に添えるよ

う、福祉・介護等の機関とも連携していきます。 

・ 医療保険の機能強化型(2)訪問看護ステーションの算定を目指します。常勤の訪問看護師が

5名以上、ターミナルケア件数：15件/年以上、休日や祝祭日にも計画的な訪問を行ってい

ること、同一敷地内に居宅介護支援事業所が設置されていることなどが算定要件となって

います。訪問看護ステーションのスタッフの増員をはかり、訪問看護の実績を増やしてい

きます。また、居宅介護支援事業所の設置に向けて検討し準備していきます。 

※訪問看護管理療養費の増額 8,470円→9,500円 

⑨ 臨床研修医・医療専門職実習生の受け入れ 

・ 研修医マッチングのフルマッチを継続します。また、基幹型の定員増を図り、研

修医を増員し、技術的・職業的スキルの習得を得られるようにします。 

・ 平成 26年 4月から始まった県の「信州総合医の養成」において、当院の研修プログラムが

認定されています。研修期間は後期研修期間の 3年間ですが、プログラムの充実と総合医

の養成に努めます。 

・ 院外からの特定行為研修生、薬剤師、技術専門職などの医療専門職実習生（研修生）を積

極的に受け入れます。 

目標・指標 現状（R02） 目標（R05） 備考 

研修医の基幹型の定員数 7 人 8 人  

院外特定行為研修生受け入れ 5 人 10 人  

⑩ 健診・人間ドック 

・ 専門的な健診による疾病の早期発見、また疾病が発見された際の診察、

治療を一連の流れを上伊那地域住民の生活圏の中で完結させたいとい

うニーズに対応することで、上伊那医療圏の人間ドック受診率を高め、地域住民の健康維

持につなげます。 

・ 健診・人間ドックの充実したコースやオプション、予約枠の見直しを恒久的に行うことに

より、人間ドックの定員を増やします。更に、鎮静下胃部内視鏡検査や PET-CT検査、心臓

や脳などの特色のある検査など、充実したプログラムの提供に取り組みます。 

・ 特定保健指導に重点を置き、特定健康診査を行います。 

・ 国内外からのメディカルツーリストの受け入れを検討していきます。 

・ 公式ホームページでの検診予約システムの構築に取り組み、一般の希望者が自ら予約枠に

目標・指標 現状（R02） 目標（R05） 備考 

地域医療支援病院 紹介率 65.69％ 70.0％  

地域医療支援病院 逆紹介率 59.54％ 80.0％  

地域連携クリニカルパスの年間利用件数 209件 400件  

居宅介護支援事業所開設 なし あり  
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入力でき、受付時間を気にせず予約できる方法を検討します。また、これにより、受診者

の増加と事務の効率化を図ります。 

・ 受診者の意見を参考に積極的に改善をはかり、リピーターの確保に努めます。また、受診

後のフォローの充実を図ります。 

⑪ 健全経営の継続 

・ 令和 2 年度に新型コロナウイルス感染症の影響により医業収益が大き

く減少していることもあり、収支シミュレーションの結果、令和 6年度

までは、単年度赤字が避けられない見込みです。収益の確保と費用の縮減に努め、単年度

黒字への早期復帰に向け赤字の縮減を図ります。 

・ なお、収支悪化の主な原因は、医療機能の充実を目的とした積極的な施設・医療機器整備

に伴う減価償却費の大幅な増加と、これに伴う人員配置の充実による給与費の増加による

ものです。今後も、病院事業が保有する現金預金及び投資有価証券の合計残高は一定規模

を確保することが見込まれており、単年度赤字が続いた場合も病院運営に大きな影響はあ

りません。 

 
（伊那中央病院事業会計決算書及び伊那中央病院事業投資・財政計画より） 

・ 医療収益を確保するため、2年毎行われる診療報酬の改定に、適切かつ迅速に対応します。

また、絶えず高度急性期病院としての施設基準、加算の取得に努めます。 

・ 繰入金は、繰入基準に基づく適正額を確保し、引き続き構成市町村の財政負担軽減に努め

ます。 

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

ドック、健診診断利用者数 3,295人 5,000人  

特定健康診査の実施  なし あり  

鎮静下胃部内視鏡検査の実施 なし 100人 R02.8より実施 

予約システムの構築 なし あり  
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・ 個人未収金の更なる縮減を図り、公平性を確保します。 

・ 運転資金の残高の水準に留意しつつ、余裕資金について債券等による安全かつ有利な資金

運用を図ります。 

・ 費用が収益を上回らないよう、人材配置の適正化、医療材料費の抑制、消耗品、消耗備品、

水道光熱費、修繕費、賃借料、委託料などを重点として無駄を省き、効率的な運営に努め

ます。 

・ 給与費は、医業費用の中で収支へ与える影響が最も大きいため、収益の増加を図ることな

どにより、医業収益に対する職員給与比率 60％以下を目標として比率低減を図ります。 

・ 薬品費、診療材料費は、適正な在庫管理、情報収集による有利な価格交渉を行い、医業収

益に対する材料費比率 20％以下を目標として更なる低減を図ります。 

・ 今後、施設、医療機械等の修繕はさらに増加することが予想されますが、法定耐用年数を

超えて機能を保ち使用できるよう、計画的かつ適時的確な修繕を行い、修繕費の抑制に努

めます。 

・ 施設設備、医療機械、電子カルテシステム等の保守委託、施設管理、清掃、給食、医事等

の業務委託は、絶えずその必要性、方法、内容等を検証し、委託料の低減を図ります。 

・ 研究研修費は、研修の負担金を合わせて医業収益の 0.5％以内を目安としていきます。 

・ MSC（メディカルシミュレーションセンター）の運営収入の確保に努めます。 

・ 医療は日進月歩し、絶え間ない設備投資が必要となります。施設整備、高度医療機器の導

入、医療機器の更新等は、大規模事業計画を毎年見直し、できるだけ年度間の均衡を図り、

減価償却費や企業債の借入・返済額を平準化することにより安定した経営を行います。 

・ 設備投資の財源は病院事業債を使用しますが、未償還残高を着実に減少させます。 

⑫ 経営改革 

・ 総務省は新公立病院改革ガイドライン（H27.3）を発し、従来からの経

営の効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しという視点に、

地域医療構想を踏まえた役割の明確化を加えて、新公立病院改革プランの策定を求めまし

た。ガイドラインが求める数値目標を、次のとおり設定します。 

・ 当院は、当面、現状の経営形態を維持し、経営の効率化に努めます。 

  

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

収益的収支の改善 
7億 4,154万

円の赤字 

2億 8,400万

円の赤字 

平成 29 年度～令和 6 年度

は、単年度赤字の見込 

給与費比率 60.8％ 60.0％ 対医業収益 

材料費比率 23.2％ 20.0％ 対医業収益 

起債未償還残高の減少  
約 96億 

8,512万円 
61億円  

投資有価証券年度末残高 38億円 18億円 

令和 5 年度以降は、令和 9

年度まで 10 億円／年の投

資を予定 
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⑬ 収支計画 

・ 令和 4年度に診療報酬の改定が行われます。 

・ 平成 28 年度の総合情報システム（電子カルテ）の更新に、平成 29 年度の北棟

増築にあわせた放射線機器の導入・更新に伴う減価償却費が重複する数年間は、

収支が厳しくなる見込みです。  

・ 設備投資は大規模事業計画の範囲内とし、職員数の適正管理、新たな加算の取得などによ

る収益確保、現状以上の経費削減が必要不可欠です。 

 

【収支計画（令和 3年 1月現在）】 
≪収益≫     (税抜、単位：百万円） 

 R02見込 R03 R04 R05 R03～05計画の考え方 

病院事業収益 12,009 12,999 13,233 13,663 R03は予算額を税抜ベースで見込む 

医業収益 10,661 12,038 12,622 13,010   

入院収益 6,619 7,836 8,197 8,477 診療単価見込×患者数見込   

外来収益 3,154 3,196 3,404 3,506  

その他医業収益 888 1,010 1,021 1,027  

室料差額収益 95 94 98 101  

公衆衛生活動収益 55 49 49 49  

医療相談収益 156 191 191 191  

一般会計負担金 322 378 389 392  

訪問看護収益 38 46 46 46  

その他医業収益 222 248 248 248  

医業外収益 1,348 961 611 653   

受取利息 24 24 24 24  

受取利息 0 0 0 0  

有価証券利息 24 20 17 11  

一般会計負担金 175 212 221 274 起債見込額反映 

一般会計補助金等 247 251 247 243 R03見込から変動分を予測 

国県補助金 835 396 43 43 R03は新型コロナ関連補助金を見込む 

長期前受金戻入 25  40 41 40  
国県補助金長期前受金戻入 25  40 41 40  

寄附金長期前受金戻入 0  0 0 0  

ﾒﾃﾞｨｶﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ収益 0  1 1 1  

MSC利用料 0  1 1 1 R03見込 

保育所収益 3 5 5 5   

保育料 2 4 4 4 R03見込 

給食料 1 1 1 1 R03見込 

その他医業外収益 39 36 36 36  

公舎貸付収益 9 11 11 11 R03見込 

雑収益 29 25 25 25 R03見込 

寄附金 1 0 0 0   

過年度損益修正益 0 0 0 0   

その他特別利益 0 0 0 0   

      

目標・指標 現状（R01） 目標（R05） 備考 

経常収支比率 94.4％ 98.0％  

医業収支比率 93.9％ 97.8％  

病床利用率（再掲） 78.6％ 80.0％ 390床ベース 

手術件数（再掲） 4,533件 4,700件 3.5％増 
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≪費用≫     (税抜、単位：百万円) 
 R02見込 R03 R04 R05 R03～05計画の考え方 

病院事業費用 13,370 13,959 13,746 13,947   

医業費用 12,748 13,331 13,145 13,306   

給与費 7,345 7,703 7,553 7,562 R04以降 ＋0.15%/年（退職給付費を除く） 

給料 2,675 2,714 2,718 2,722  

諸手当 1,898 2,191 2,194 2,198  

賞与引当金繰入額 442  442 443 443  

賃金 0 0 0 0 R02から会計年度任用職員制度に変更 報酬等へ 

報酬 1,034 1,002 1,004 1,005  

退職給付費 302 332 171 168 定年退職ほか見込による 

(うち引当金・実見込額) (168) (192) (116) (108)  

法定福利費 994 1,022 1,024 1,025  

材料費 2,659 2,805 2,779 2,869 医業収益に対する材料費比率 R05 22.0% 

薬品費 1,476 1,535 1,484 1,532  

診療材料費 1,115 1,191 1,215 1,255  

給食材料費 65 75 76 79  

医療用消耗備品費 3 4 4 4  

経費 1,642 1,649 1,679 1,727   

厚生福利費 20 19 19 19  

旅費交通費 29 25 25 25 R02から会計年度任用職員通勤手当を含む 

職員被服費 3 2 2 2  

消耗品費 100 88 90 93  

消耗備品費 11 20 20 21  

光熱水費 134 143 146 151  

燃料費 45 70 71 73  

食料費 0 1 0 0  

修繕費 120 92 100 100  

(うち引当金) (0) (0) (0) (0)  

印刷製本費 4 5 5 5 

R03見込額を病院事業収益により増減 

保険料 23 26 26 27 

賃借料 184 163 166 171 

委託料 905 919 935 965 

通信運搬費 14 15 15 15 

諸会費 3 3 3 3 

交際費 1 1 1 1 

負担金 33 46 44 45 

貸倒引当金繰入額 2 2 2 2 

雑費 11 9 9 9 

減価償却費 1,058 1,075 1,030 1,022 

大規模事業計画による投資を反映 有形固定資産減価償却費 1,058 1,075 1,030 1,022 

無形固定資産減価償却費 0 0 0 0 

資産減耗費 23 26 52 73  

棚卸資産減耗費 2 2 2 2  

固定資産除却費 21 24 50 71  

研究研修費 21 73 52 53 

R04以降は R01実績を参考に予測 
図書費 11 14 14 14 

研修旅費 1 25 23 24 

研究費 9 34 15 15 

医業外費用 617 623 601 641  

支払利息 47 48 51 49  

企業債利息 47 48 51 49 起債見込による（利率 1.0%/年） 

一時借入金利息 0 0 0 0  

長期前払償却 41  41 41 0 開院時消費税を 20年償却で（H15～R04） 
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 R02見込 R03 R04 R05 R03～05計画の考え方 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ費 4  4 4 4  

MSC報酬 4  4 4 4 
R03見込 

MSC消耗品費 0  0 0 0 

保育所費 28 29 29 30  

保育所報酬 26 27 27 28 

R03見込額を病院事業収益により増減 保育所給食材料費 1 1 1 1 

保育所消耗品費 1 1 1 1 

繰延勘定償却 0 0 0 0  

看護婦奨学金償却 0 0 0 0 
今後の見込なし 

開発費償却 0 0 0 0 

雑損失 497 501 476 558 消費税及び地方消費税負担ほか 

過年度損益修正損 5 5 0 0  

差引収支 -1,361 -960 -513 -284 R07 黒字化見込  

累積欠損金 -3,929 -4,889 -5,402 -5,686   

       
≪業務量等≫      

 R02見込 R03 R04 R05 R03～05計画の考え方 

入院1日当患者数(人) 248.8 292.0 303.0 312.0 

患者数：新型コロナウイルス感染症の影響による患者数

の減を考慮 R05に影響前（H30）の状況並みに戻ると

予測 

 

入院・外来診療単価： 改定年（R04）に＋0.5%/年 

入院 診療単価(円) 72,887 73,522 74,117 74,235 

入院 診療日数(日) 365 365 365 366 

一般病床利用率(％) 63.8  74.9 77.8 80.0 

外来1日当患者数(人)  791.0 800.0 844.0 870.0 

外来 診療単価(円) 16,477 16,508 16,597 16,584 

外来 診療日数(日) 242 242 243 243 

人件費比率(対医業収益) 68.9% 64.0% 59.8% 58.1%   

材料費の医業収益割合 24.9% 23.3% 22.0% 22.0%   
減価償却費率(対医業収益) 9.9% 8.9% 8.2% 7.9%   

 

≪4条収支≫     

 

(税込、単位：百万円) 
 R02見込 R03 R04 R05 R03～05計画の考え方 

収入 2,084 2,246 2,330 3,358  

企業債 607 747 458 1,598 建設改良費は原則起債対応 

出資金 911 899 872 760 起債見込による 

国庫補助金 166 0 0 0  

寄附金 0 0  0 0  

看護師奨学金返還金 0 0 0 0  

有価証券償還金 400 600 1,000 1,000  

支出 2,267 2,215 1,882 3,847  

建設改良費 795 765 481 1,678 大規模事業計画による 

企業債償還金 1,472 1,450 1,401 1,169 原則 5年償還 

投資有価証券 0 0 0 1,000 残高 18億円目標 

看護師等奨学金貸付金 0 0 0 0  

差引 -183 31 448 -489   
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【病院事業収益・費用及び純利益等の推移（シミュレーション）】 
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（４）部署別計画 

部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

診療部 
 

 

 

 内科 

内科医の増員 

糖尿病診療において有効な地域連携

を確立する 

①内科常勤医を確保する 

②上伊那地域内の各医療機関所属の地域糖尿病療養指導士

（local CDE）の育成・拡大を踏まえ、糖尿病診療における

地域連携のシステムを確立する 

 脳神経内科 

神経疾患に対し良質な医療を提供す

る 

脳卒中治療の充実 

新規治療の導入 

スタッフの負担軽減 

①神経難病センターの設置 

②脳神経内科医の人材育成 

③脳神経外科との共同による脳卒中センターの運営 

④一次脳卒中センターコア施設からの更なる発展 

⑤画像診断システムの導入 

⑥血管造影室の改修 

⑦MRガイド下集束超音波治療装置の導入 

⑧当院スタッフ及び他院当科関係 県奨学金義務医師との

交流 

 呼吸器内科 

肺悪性腫瘍、肺感染症、気管支喘息、

慢性閉塞性肺疾患を中心に呼吸器疾

患に対し良質な医療を提供する 

①肺癌、早期発見の推進 

②肺癌治療成績の向上を図る 

③肺炎の治療 

④気管支喘息及び慢性閉塞性肺疾患患者の治療成績の向上 

⑤医師の増員 

 消化器内科 

消化管疾患、肝胆膵疾患に対し良質な

医療を提供する 

肝臓内科を消化器内科から分離独立 

ドックの上部消化管内視鏡検査 2 列

化に向けて内視鏡医確保 

①内視鏡室の整備 

②消化器内科医の増員 

③後期研修医の確保 

④独自募集も視野に入れ、非常勤でも週 1回の勤務で人間ド

ック学会専門医資格取得が可能な面をアピールする 

 循環器内科 

虚血性心疾患、不整脈、弁膜疾患、心

筋症、大血管疾患等の循環器疾患に対

して良質な医療を提供する 

①虚血性心疾患、心不全、不整脈、心筋症、大血管疾患の診

断、治療成績の向上 

②閉塞性動脈硬化症に対する血行再建術の推進 

③深部下肢静脈血栓症、肺血栓塞栓症の治療成績の向上 

④院内クリニカルパスの導入・改善とチーム医療システムの

向上、IPWの推進 

⑤上伊那循環器疾患地域連携ネットワークの推進 

⑥科学的根拠に基づいた心臓リハビリテーション治療の構

築、推進 

⑦より安楽な医療を提供するための、非侵襲的検査および治

療技術の向上 

⑧学会活動の充実 

⑨卒後研修指導体制の向上 

⑩循環器診療医療機器の維持、充実 

⑪地域住民に対する啓発活動としての心臓病教室の運営、発

展 

⑫PCPS運用の検討、改善を通じて、院内外の救命救急診療の

向上、発展（PCPS Expert Teamの活動の推進） 

 腎臓内科 
上伊那地区だけで腎臓疾患の診療を

完結できる 

①腎移植手術後の患者管理も伊那中央病院で行えるように

なる 

 腫瘍内科 

標準的ながん薬物療法の安全な施行 

早期からの緩和医療実施 

地域でのがん患者の療養 

①がん薬物療法施行全患者の安全と効果の監理 

②全てのがん患者の診断時からの緩和ケアの導入 

③在宅療養のための病診連携 

④療養病床へのスムースな移動と、病病連携による緩和ケア

の提供 

⑤地域からの緩和ケア目的症例の受け入れと、療養支援 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 小児科 

上伊那医療圏における地域基幹病院

として、小児疾患全般にわたって良質

な医療を提供し、小児医療・小児保健

を実践していく 

①小児医療の多様化に対応 

小児二次医療、小児救急医療、地域周産期医療、小児保健

活動、思春期医療、小児在宅医療、障害児医療、調査研究

等を実践していく 

②小児救急医療体制の継続 

上伊那全域を対象に病院主導から地域主導の小児急病セ

ンターの設立を検討していく 

③成育医療の体制を整備し、充実を図る 

神経発達症や重症心身障害児の医療、思春期の医療の充実

化、成人医療へのトランジションの推進 

④アレルギー医療の継続、拡充 

人材育成、医師の診療の質の向上 

⑤地域周産期母子医療センターの充実 

新生児医療のさらなる強化 

⑥子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の 

継続 

⑦小児医療の人材育成 

医学部学生教育、卒後臨床研修、小児科専門医研修を受け

入れていく 

⑧病児/病弱児への教育支援の継続(院内学級の継続する) 

 
外科 

消化器外科 

①消化器外科・一般外科における専門

治療の提供 

②患者および患者家族への医療情報

の提供 

③地域における包括的がん治療レベ

ルの向上 

④全国レベルの学術活動 

①外科医師（特に消化器外科）の増員、質の向上 

②術前画像診断・術中所見などの提供、治療成績を含むクリ

ニカルインディケーターの公表 

③低侵襲手術の増加、ロボット手術の準備、稼動、ガイドラ

インに則ったがん治療 

④がん治療部門の稼働 

 整形外科 

①脊椎、四肢・四肢関節の疾患、外傷

に対し良質な医療を提供する 

②急性期リハビリテーションから回

復期リハビリテーションへの円滑

な移行 

③多職種スタッフの連携による患者

様への良質の医療の提供 

①整形外科医の増員及び、各スタッフのスキルアップ 

②当院回復期リハビリテーション病棟及び近隣の回復期リ

ハビリテーション病棟を有する病院との連携を推進 

③多職種の連携をより密にし、患者様へより良質の医療の提

供 

 
形成外科 

美容外科 

地域医療の中核をなし、急性期型病

院である当院の基本方針に沿って、

高度に専門化され、かつ患者ニーズ

に応える形成外科診療を提供する 

①高度に専門化された医療として、

眼瞼形成外科、小児形成外科、リ

ンパ管外科診療の充実を図る 

②患者ニーズに応える医療として美

容外科診療の充実を図る 

③医師の教育施設として、教育内容

の充実を図る 

④医師、看護師、コメディカルが働

きやすい職場環境を整える 

①伊那、諏訪、飯田地区における小児形成外科診療の拠点と

なるよう整備を進める 

②眼瞼形成手術を通して、QOL を改善し、社会復帰と社会貢

献を促す 

③チーム医療を用いたリンパ浮腫治療を進め、がん患者の

QOLを上げる 

④全国公立病院の中で、トップの実績を有する美容外科診療

において、その優位性と安全性を生かして、美容外科を発

展させる。美容外科診療と検診部門との連携により、抗加

齢医療を提供できるようにする。美容医療、抗加齢医療を

通じて、患者の QOL向上を目指す 

⑤形成外科的な救急疾患への対応を行う 

⑥教育環境（美容外科医、形成外科医、研修医、医学生）の

充実を図る 

⑦医師の労働環境を改善する 

 脳神経外科 

①脳外訓練施設増設 

②脳卒中治療のセンターの啓発 

③地域密着型医療施設 

④脳血管内治療部設立 

⑤手術室機能集約化 

①脳神経外科医増員 

②血管内治療拡大 

③外科手術数拡大 

④手術室設備拡充 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 呼吸器外科 

外科的治療の対象となる呼吸器疾患

に対して良質な医療を提供するとと

もに、肺癌術後患者に対する化学療

法、緩和医療を行う 

①内科、外科、放射線科等が一体となった診療部門のセンタ

ー化 

②呼吸器外科医の増員 

③地域企業との医工連携推進 

 乳腺内分泌外科 
乳腺疾患、甲状腺癌の治療に関し、標

準的医療の提供 

①乳腺疾患、甲状腺疾患の地域医療連携の構築 

②乳腺内分泌外科医の増員 

 心臓血管外科 

心臓疾患、末梢血管疾患の手術適応決

定、また周術期管理において良質な医

療を提供する 

①中南信地区における外来心臓血管外科センターの構築 

 皮膚科 
皮膚疾患に対し良質な医療を提供す

る 

①皮膚科的アレルギー検査(プリックテスト、皮内テスト、パ

ッチテスト)の充実 

 泌尿器科 

泌尿器科（癌）標準治療の安定的提供 ①前立腺ロボット手術の標準化および手術数の増加を目標

とする 

②前立腺ロボット手術が安定したところで、腎部分切除への

適応拡大を検討 

③泌尿器科常勤医の増員 

 産婦人科 

周産期における安全で良質なケア、並

びに女性生殖器疾患に対する良質な

医療を提供する 

①常勤医数の維持・確保 

②助産師外来の充実 

③COVID-19に対策をとりつつ、診療内容を縮小せず維持する

ことを目指す 

④婦人科腹腔鏡手術の充実（婦人科内視鏡認定施設を申請、

取得する） 

 眼科 

眼科疾患全般に良質な医療を提供す

る 

院外活動の充実：3 歳児検診での斜

視・弱視等の早期発見 

①眼科スタッフの増員（視能訓練士１名増員） 

②眼科診療体制の見直し（視能訓練士４名体制、医師 3名体

制） 

③眼科医師の 1名増員 

 耳鼻咽喉科 

耳鼻咽喉科疾患に対し、良質な医療を

提供する 

①耳鼻咽喉科医の常勤化 

②検査・治療機器の充実 

③先端医療の提供 

 
リハビリテー 

ション科 

①良質なリハビリテーションを提供

する 

②回復期リハビリテーション病棟で

のリハビリテーションの充実 

③多職種スタッフの連携による患者

様への良質の医療の提供 

①リハビリテーション専門医の専従によるリハビリテーシ

ョン体制の確立。リハビリスタッフのスキルアップ 

②回復期リハビリ病棟の専従医師の確保と、良質なリハビリ

テーションの提供 

 放射線診断科 
良質な画像診断を提供する ①読影率の向上 

②スタッフの増員 

 放射線治療科 
良質な放射線治療を提供する ①スタッフの増員 

②放射線治療機器更新および高精度放射線治療の開始 

 麻酔科 
安全で信頼される麻酔を提供する ①麻酔器、モニター等の設備充実 

②麻酔科マンパワーの充実 

 救急科 

24 時間安心して受診できる、不応需

のない救急医療を提供する 

上伊那地域の救命救急センターとし

て、各診療科と連携して重症患者の診

療を行う 

①救急部医師の増員 

②ICLSコース、ISLSコース、PTLSコース、PALSコースなど

の医師、看護師などを対象とした救急初療の各種講習会の

開催 

③救命救急センターの充実 

④ドクターカー(ステーション方式)に向けての体制整備 

⑤卒後研修指導体制の向上 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 歯科口腔外科 

口腔外科疾患全般にわたって良質な

医療を提供し、上伊那医療圏における

地域基幹病院として口腔外科医療を

実践していく 

周術期や化学療法中の患者さんの口

腔ケアの実践 

口腔ケアチームによる口腔ケア介入 

摂食嚥下障害患者への介入 

①常勤歯科医師の確保の増員ならびに診療室の拡充 

②がん治療に伴う口腔ケアの必要性につき、院内および一般

市民向けの啓蒙活動 

③周術期口腔ケアセンターの立ち上げ 

④口腔ケアチーム・摂食嚥下チームの拡充 

⑤顎変形症患者の受け入れ拡充 

 精神腫瘍科 
標準的ながん薬物療法の安全な施行 

早期からの緩和医療実施 

①がん薬物療法施行全患者の安全と効果の監理 

②進行再発がん患者全員に対する緩和医療施行状況の監理 

 病理診断科 

病理診断機能 (組織診・細胞診・病理

解剖) ・カンファランスを充実し、医

療の質の向上を支援する 

病理診断科の組織体制を確立する 

①病理医（正職員）の採用・細胞検査士の育成 

②病理診断機能の充実 

 ・検査項目の充実（外注しているものを院内で実施する） 

 ・他施設との連携による遠隔病理診断の必要性を検討する 

③病理解剖・ＣＰＣの実施 

④名実ともに「病理診断科」の名称を浸透させる 

⑤検査科との間で業務分掌を明確にする 

 脳卒中センター 

院内連携、病院間連携の強化 

脳卒中発症予防と啓発 

脳卒中患者の適正加療と病棟運用 

学術的研究の充実 

①関連中堅病院における端末での情報伝達ネットワーク作

成、画像診断技術の向上 

②市民講座の開設、院内勉強会等、院内外啓発活動の充実 

③病棟病床運用の適正化検証、リハビリ体制の維持 

④SCU拡充（段階的増床や病棟再編等）の検討 

⑤学会への参画、学会発表の推進 

⑥脳卒中認定看護師・技師の育成、確保 

 ICU・CCU 
重傷者に対し良質な集中医療・看護を

提供する。 

 

 
創傷ケアセン 

ター 

足病変と褥瘡に特化した診療 

開業医、訪問看護、デイサービス、老

健・特養などとの連携 

①足病変と褥瘡に特化した、診療の充実と継続 

②開業医、訪問看護、デイサービス、老健・特養などとの連

携の充実 

薬剤部 
 

 

 

 薬剤科 

医薬品の適正使用の推進と適正な薬

物療法の提供 

①入院・外来患者への薬剤指導の充実 

②チーム医療の実践 

③薬剤適正使用と医療安全への貢献 

④保険薬局との相互の患者情報の共有・連携 

⑤医薬品供給体制の確保と適正な薬品管理 

⑥指導料等の算定漏れの軽減と病院経営への貢献 

診療技術部 

高度医療と安全で良質な医療基盤と

なる診療機能を提供する 

①高い専門性の維持と、業務効率化の推進 

②部門連携の強化によるチーム医療の更なる推進 

③患者の視点に立った 5疾病5事業に関する医療提供の推進 

④安全で安心な医療環境整備の構築 

⑤機能に応じた地域医療連携体制等への貢献 

 診療放射線科 

的確な検査の実施と質の高い情報量

の多い画像情報の提供と安全で高精

度な放射線治療の実施 

①専門職としての資格取得推進 

②チーム医療の実践 

③部門連携、病診連携の更なる推進 

④業務範囲拡大とレベルアップ 

 臨床検査科 

国際規格 ISO15189に基づく品質マネ

ジメントシステムの維持 

①高度な臨床検査・情報の提供 

②チーム医療の実践 

③人材育成と検査業務の拡張 

④医療安全・感染対策への貢献 

⑤職員満足度の向上 

⑥健全経営への貢献 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 
リハビリテーシ

ョン技術科 

安全で良質なリハビリテーションを

提供する 

①リハビリテーションの専門的運営 

②感染リスクの低減に配慮したリハビリテーションの推進 

③職員の専門性の向上 

④地域連携推進 

⑤多職種連携推進 

⑥ロボットリハビリテーションの推進 

 臨床栄養科 

栄養計画に基づいた安全で嗜好性の

高い食事の提供と積極的な在宅支援

を行う 

①フードサービス業務の充実と病診連携、在宅医療の推進 

②栄養アセスメント業務の充実 

③栄養食事指導業務の充実と地域連携の推進 

④チーム医療の実践 

 臨床工学室 

医療機器の安全性と信頼性を維持し、

安全で質の高い臨床技術を提供し、最

新医療にも対応していく 

①医療機器の適正管理 

②臨床業務および透析医療の質向上 

③手術室業務の拡大と充実 

④超音波検査センターでの業務確立 

⑤チーム医療の実践 

看護部 
①いかなる時でも、生命の尊厳と人権

を尊重する 

②患者の安全と安楽を追求すると共

に、癒しの環境つくりを目指す 

③チーム医療を推進する 

④「時々入院、ほぼ在宅」を目指し、

切れ目のない医療連携を推進する 

⑤患者家族の意思決定を支援し、参画

型看護を推進する 

⑥看護の専門性を高め、自己実現を目

指す 

⑦病院の健全経営に積極的に参画す

る 

①安全で質の高い看護の提供 

・看護の質の向上 

・接遇の向上 

・受け持ち機能の再構築 

・教育体制の充実 

・専門・認定看護師の育成と活用 

・災害看護の充実 

・管理体制の強化 

・機器、設備の充実 

②地域及び部門間の連携の推進 

・病棟、外来、地域との連携体制の充実 

・他職種を繋ぎ、チーム医療を発展 

・特定看護師の育成と活用 

③健全経営への貢献 

・増収への取り組み 

・人材確保とワークライフバランスの推進 

・効果的な病床運営 

 
外来Ⅰ 

外来Ⅱ 

 3階東病棟 

 
3階西病棟 

SCU 

 
4階東病棟 

小児病棟 

 4階西病棟 

 
5階東病棟 

東 HCU 

 
5階西病棟 

西 HCU 

 6階東病棟 

 6階西病棟 

 
ICU・CCU 

透析室 

 
手術室 

中央材料室 

 
救命救急セン 

ター 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

医療安全管理室 
  

 医療安全管理係 

医療安全文化醸成のために、地域の医

療施設とも連携し、組織横断的に院内

の安全管理を担い活動する 

①医療安全管理部門への組織拡充 

②インシデントレポートからシステム的な改善検討の促進 

③アクシデント事例（レベル 3ｂ以上）の再発防止 

④危険予知と回避対応のスキル向上 

⑤急変及び事故発生時の知識、技術の向上 

 感染管理係 

病院内の全ての医療従事者、及び患者

家族を医療感染から守るため、実践的

な感染防止活動を行う。また地域支援

病院の感染管理認定看護師として、地

域の感染防止活動を支援する 

①マニュアル厳守の徹底 

②３レベル以上事例の再発防止 

③危険予知と回避対応の向上 

④緊急及び事故発生時の知識、技術の向上 

⑤地域への感染防止技術・知識の提供 

医療支援部 

①地域医療連携と患者コミュニケー

ションの有機的な機能の発揮を目

指す。 

②診療情報管理の質的向上と総合情

報システムの機能の維持・向上を図

る。 

①各室の計画による 

 地域医療連携室 

①地域医療支援病院として地域完結

型医療の推進 

②地域包括ケアシステム構築への協

力と在宅医療の推進 

③圏内の他の医療機関との機能分担

と連携強化 

①紹介率の増加（80％）に向けた取り組み 

②施設・診療設備・医療機器の共同利用の定着 

③地域医療従事者の資質向上へのとりくみ（地域連携懇話

会・地域医療講演会・医療と介護の連携交流会） 

④救急医療の充実 

⑤精神科病院との連携強化 

  
地域医療支援

係 

地域医療連携にかかわる業務の充足

と、住民に対する正確な情報提供 

①予約センター機能の充足 

②紹介・逆紹介データーの管理と活用の充足 

③「かかりつけ医を持ちましょう」キャンペーン実施と院内

への逆紹介の周知徹底。 

④返書管理と遅延対策の充実 

⑤地域連携クリニカルパス・がん地域連携パスの推進と運用

手順の評価・修正 

⑥メディカルネットの推進と院内医師への利便性の周知 

⑦他の施設との積極的な交流（事務職員の交流勤務の検討） 

  医療福祉係 

患者とその家族の経済的、心理的、家

庭的、治療上の苦悩への質の高い支援

業務の推進 

①入退院支援加算１算定要件の保持 

②入退院支援職員（社会福祉士・退院調整看護師）の専門性

を生かした前方連携・後方連携の充実 

③市町村役場・介護事務所・在宅診療・訪問看護などとの連

携強化 

④上伊那入退院ルールに沿った入退院支援の充実 

⑤他の施設との積極的な交流（社会福祉士・退院調整看護師

の交流勤務の検討） 

⑥相談業務の充実（専門職の増員と体制の強化・小児外来に

おける心理相談への安定した対応のため相談室の確保） 

  退院調整係 

医療的・重要な看護要素のある患者へ

の、意思決定を含めた入退院支援 

①前方連携の強化。後方連携の充実 

②退院調整ラウンドの有効活用 

③院内多職種への入隊退院支援の質向上に向けた取り組み 

  健診係 健診業務の充実と経営への貢献 ①住民健診の充実と業務の効率化 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 診療情報管理室 

診療情報の適正な管理と情報の有効

利用を促進する 

がん診療連携拠点病院の充実と医師

事務業務の負担軽減に取り組む 

①情報活用のためのデータセンターの開設及び地域がん診

療連携拠点病院の機能拡充を図り質の高いがん医療を提

供する 

  
診療情報管理

係 

①コストパフォーマンスを検証しな

がら総合情報システムの充実を図

る 

②診療記録の適切な管理に務め、診療

情報分析による経営改善への取り

組みを強化する 

①診療情報共有化に最適な総合情報システムの円滑な更新 

②診療情報管理の充実、診療情報分析、クリニカルインディ

ケーターの整備と活用のためのデータセンター開設の推

進 

③がん診療連携拠点病院としての機能の充実と継続を図り、

包括的がん治療センターの開設の推進に取り組む 

  医師事務係 

医師事務作業補助者のレベルアップ

を図り、医師の事務業務の負担軽減に

取り組む 

①医師事務作業補助者のレベルアップと増員を行い、適正配

置により医師の業務負担の軽減と事務の効率化に取り組

む 

②複数の診療科に対応できる人材の育成について検討する 

 
がん診療相談支

援センター 

がん患者とその家族への相談しやす

い環境の提供と専門性を発揮した質

の高い支援 

①がん関連情報提供(図書、DVD、インターネット情報等)と患

者等が自由に語り合えるサロンスペースの確保 

②がん患者会との連携協力体制の構築 

③がんに関する情報の収集及び提供の充実 

④地域連携機能の強化 

 
訪問看護ステー

ション 

①在宅医療推進の担い手として、在宅

で療養する通院困難な慢性疾患患

者、難病やがんなどの患者、重度障

害児・者などの QOLを確保する 

②病状に応じた適切な看護を提供し、

在宅において安定した療養生活を

送ることができるように支援する 

③地域の介護力の向上への活動を実

施する 

①訪問看護師の増員 

②ICT導入 

③院内医師・看護師・MSW・退院調整看護師との連携強化 

④地域の訪問看護ステーションとの連携強化 

⑤他の医療機関との連携強化 

⑥市町村役場や福祉事務所等の福祉事務担当者及び高齢者

福祉担当者との連携強化 

⑦居宅支援事業所の開設 

事務部 

上伊那医療圏の基幹病院として、さら

に発展するため、病院運営の円滑化と

経営の健全化を推進するとともに、人

材育成に努める 

①職員の適正配置と専門化 

②人事評価制度による職員資質の向上 

③経費抑制の推進 

④DPC包括請求の元での収益の確保 

 総務課 

職員資質の向上を図り、質の高い医療

を提供できるよう支援する 

職員が健康で活き活きと働くことが

できる環境を整備する 

①各係の計画による 

  総務係 

職員が気持ちよく働くことができる

ような環境を整備する 

①所管施設の適正管理 

②臨床研修医の充実 

③効率的な委員会組織の運用 

④文書の適正管理 

  職員係 

人事、給与を適正に執行する 

職員が心身ともに健康で活き活きと

働けるよう支援する 

研修や人事評価を通じ、病院職員とし

ての資質向上を図る 

①労務管理の的確な運用 

②職員のメンタルヘルスケア、ハラスメント防止対策、職員

満足度の向上 

③働き方改革の促進（超過勤務時間の削減・ワークライフバ

ランスなど） 

④人事評価制度の構築と処遇への反映 

⑤職員研修の充実 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

 経営企画課 

①患者さんや地域住民に親しまれる

病院にするための施策を企画、運営

する 

②中長期計画を推進する 

③収益確保及び経費削減、病院の運

営、経営の効率化及び健全化を推進

する 

①広報活動を強化し、患者や住民に親しまれる病院にすると

ともに、外部の医療従事者、研修医、学生等に注目される

情報を提供する 

②中長期計画を推進し、院内及び関係機関との調整を行う 

③単年度黒字化を目指し、財政の健全化を保つ 

  企画係 

①病院経営改革プランの実践を目指

す 

②住民に親しまれる病院とするため

の施策を推進する 

①病院改革プランとアクションプランの PDCA サイクルによ

る業務改善が行われる 

②病院報やホームページの充実が図られ、病院情報が住民や

外部に広く提供されている 

③ホームページ更新システムのリニューアル 

  経理係 

①単年度黒字化を目指し、早期に累積

赤字を解消して、建設改良積立金

（投資）を計上していく 

②経営分析・上伊那医療圏の状況分析

等を行い、院内周知を図る 

③繰入金は、繰入基準に基づく適正額

を確保し、引き続き構成市町村の財

政負担軽減に努める 

①収益確保、経費削減の推進 

②予算編成・執行の効率化、健全化 

③退職給与引当金の適正確保、建設改良積立金の計上 

④資金管理方針に基づく安全で堅実な資金運用 

⑤経営分析及び原価計算システムの構築検討 

 施設管理課 
 

 

 

  施設係 

①施設の維持・管理と必要な整備を的

確に行う 

②省エネルギー化に努める 

③自主保安体制の確立 

④ごみ削減と適正な処理及び分別リ

サイクルの推進 

①適正点検の実施と迅速な修繕等の対応 

②必要な施設の改修・拡張工事に対応(サポート期間切れ機

器の交換) 

③省エネルギー、二酸化炭素排出抑制施策の構築(具体的施

策：新規設備導入時の基準明確化・再生可能エネルギー導

入の検討・不効率機器の見直し・CO2 省エネ促進媒体の導

入) 

  監理契約係 

①購入管理を適正かつ効率的に行い

経費削減を図ると共に、安定した提

供を行う 

②医療機器導入計画の策定 

③委託（賃借を含む）契約内容を精査

し、効率的・効果的な契約を推進す

る 

①医療材料費削減等の継続 

コンサルによる分析を活用し、適正価格での購入を進める 

医薬品を含め一元的に購入管理を行う 

②医療機器の更新計画 

開院後 18 年を経過するため、老朽化が進んでいる機器の

更新、又新規導入の必要性の検証を行い、計画的に機器の

購入をする 

③委託費・賃借料の見直し 

④契約内容見直しの継続 

 医事課 

親切、迅速な患者対応及び正確な診療

報酬算定を行い、患者満足度の向上を

図る 

①患者満足度の向上 

②DPC包括請求の精度向上 

③個人未収金収納促進 

④職員プロパー化による人材育成 

  医事係 

医事課にかかわる医事業務の円滑な

推進 

①DPC対象病院としての各種対応 

②診療報酬改定への迅速かつ柔軟な対応 

③当院に有利な施設基準の研究と取得 

  外来係 

①外来患者の時間的拘束、精神的負担

の軽減、プライバシー保護及び弱者

対策 

②患者待ち時間の短縮対策 

③適正な診療報酬算定及び請求 

①外来患者の受付から会計までの円滑な流れを構築 

②診療費算定の正確かつ迅速化 

③レセプトの返戻、査定傾向をデータベース化し、対策の充

実を図る 
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部署 基本方針 
中長期計画 

（概ね３年後を目標） 

  入院係 

①入院患者満足度の向上 

②適正な診療報酬算定及び請求 

③入院費未収対策 

①病床機能の効果的かつ効率的な運用 

②適正な診療報酬算定及び請求 レセプトの返戻、査定傾向

をデータベース化し、対策の充実を図る 

③入院費未収金の未然防止対策 

  会計係 
①個人未収金の縮減 

 

①個人未収金の縮減 
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（決算統計より） （単位　千円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

総病床数 床 300 100 423 360 295 278 394 394 394
年延患者数 人 69,866 31,152 127,326 119,017 89,447 80,378 119,498 113,902 113,329

前年比 人 -1,353 251 1,290 1,246 56 -923 -274 -5,596 -573

診療日数 日 240 265 241 240 240 242 244 244 242
年延患者数 人 120,219 65,847 217,574 219,057 163,937 205,101 211,683 219,987 215,083

前年比 人 -4,056 1,935 -4,485 -445 -1,928 530 3,745 8,304 -4,904

総収益 千円 7,130,890 2,128,919 13,469,800 9,951,460 6,870,684 7,348,865 12,125,003 12,344,515 12,698,161
前年比 ％ 102.6% 101.2% 102.1% 106.0% 99.3% 99.5% 103.0% 101.8% 102.9%

　 経常収益 千円 7,129,127 2,128,919 13,469,800 9,948,344 6,865,192 7,348,816 12,125,003 12,343,350 12,690,476
前年比 ％ 102.6% 101.2% 102.1% 105.9% 99.2% 99.5% 103.0% 101.8% 102.8%

　　　医業収益 千円 6,539,964 1,708,168 12,607,284 9,112,408 6,237,150 6,482,839 11,588,927 11,783,571 12,120,117
前年比 ％ 103.0% 102.9% 102.8% 103.9% 99.7% 99.9% 103.4% 101.7% 102.9%

　　　　うち入院収益 千円 3,878,522 889,486 8,472,062 5,655,066 3,810,220 3,883,116 7,766,744 7,654,694 7,831,846
前年比 ％ 101.0% 102.0% 101.0% 103.0% 99.9% 98.4% 101.0% 98.6% 102.3%

　　　　うち外来収益 千円 2,025,465 662,152 3,385,462 2,988,685 1,886,572 1,995,738 2,943,885 3,186,167 3,285,303
前年比 ％ 107.6% 104.2% 108.2% 105.6% 99.7% 104.1% 107.6% 108.2% 103.1%

　　　うち繰入金 千円 549,736 368,998 874,932 250,063 314,000 526,944 728,097 768,861 793,549
前年比 ％ 98.6% 98.7% 94.3% 326.6% 95.4% 85.7% 104.9% 105.6% 103.2%

総費用 千円 6,899,874 2,112,167 13,462,221 9,846,053 6,991,790 7,456,127 12,701,065 13,197,911 13,439,698
前年比 ％ 99.7% 100.8% 102.5% 102.1% 100.3% 100.9% 107.9% 103.9% 101.8%

　 経常費用 千円 6,899,874 2,112,167 13,462,221 9,810,151 6,924,950 7,453,924 12,700,990 13,197,439 13,436,223
前年比 ％ 104.0% 100.8% 102.6% 101.9% 100.3% 102.5% 107.9% 103.9% 101.8%

　　　　うち給与費 千円 3,565,190 1,161,628 7,015,926 5,117,669 3,995,221 4,221,981 6,835,716 7,086,895 7,330,400
前年比 ％ 97.0% 103.5% 102.0% 99.8% 102.7% 100.3% 104.6% 103.7% 103.4%

　　　　うち材料費 千円 1,836,856 227,095 2,922,539 1,930,713 1,168,709 1,147,063 2,690,746 2,789,768 2,807,946
前年比 ％ 118.1% 96.6% 105.2% 107.3% 99.0% 105.3% 109.4% 103.7% 100.7%

　　　　うち減価償却費 千円 317,716 202,273 896,287 650,079 492,088 577,428 975,040 1,207,684 1,099,271
前年比 ％ 96.0% 91.2% 97.1% 99.6% 89.4% 92.3% 111.7% 123.9% 91.0%

　　　　うち支払利息 千円 6,484 1,389 54,463 55,594 40,560 67,118 58,728 56,215 51,426
前年比 ％ 96.1% 72.7% 82.5% 93.7% 96.3% 94.9% 95.4% 95.7% 91.5%

経常利益 千円 229,253 16,752 7,579 138,193 -59,758 -105,108 -575,987 -854,089 -745,747
前年比 千円 -84,313 8,978 -58,265 373,615 -76,122 -216,357 -580,994 -278,102 108,342

純利益 千円 231,016 16,752 7,579 105,407 -121,106 -107,262 -576,062 -853,396 -741,537
前年比 千円 199,108 8,978 -42,449 355,670 -70,563 -102,902 -580,593 -277,334 111,859

千円 2,636,871 -23,559 -509,065 -1,489,000 -2,705,762 -957,463 -973,670 -1,827,066 -2,568,603

（単位　千円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

収益勘定繰入金 549,736 368,998 874,932 250,063 314,000 526,944 728,097 768,861 793,549
　 医業収益 175,633 80,004 243,612 7,506 120,000 217,554 357,132 381,486 392,623
　　　救急医療 175,633 68,004 243,612 120,000 201,094 277,792 275,475 275,564
　　　保健衛生行政 12,000 7,506 16,460
　　　その他基準外繰入 79,340 106,011 117,059

退職金伊那市

負担分ほか

退職金伊那市

負担分ほか

退職金伊那市

負担分ほか

    医業外収益 374,103 288,994 631,320 242,557 194,000 309,390 370,965 387,375 400,926
7,773 16,189 25,170 7,643 10,000 10,000 10,000

　　　医師確保対策 18,950 59,624 12,623 20,979 14,045 13,047 11,375
　　　追加費用 17,120 9,827 15,455 42,469 1,000 38,897 20,783 21,410 17,564
　　　基礎年金 26,182 172,130 125,758 138,538 91,389 149,593 164,537 172,130
　　　児童手当 18,002 6,510 36,406 19,953 26,240 28,930 29,941
　　　院内保育所 3,682 17,704 25,395 5,798 5,798 5,798
　　　公立病院改革
　　　会計制度改正対応
　　　企業債利息 4,939 762 31,836 32,827 1,462 42,402 58,993 55,792 51,434
　　　へき地医療
　　　不採算地区病院 93,900
　　　結核病院
　　　精神科病院
　　　感染症医療 11,496 24,000 21,255 21,255 21,255
　　　リハビリ医療 41,875 26,000 110,067 8,000 565 0 0 0
　　　看護師養成所
　　　付属診療所 6,202
　　　高度医療 180,277 50,000 168,960 1,000 55,965 42,060 43,655 58,873
　　　小児医療 81,485 17,112 41,503 20,000 22,173 22,173 22,173

　　　その他繰入(基準外等) 12,361 25 778 383
医師派遣（基準内） 除排雪 除排雪 除排雪

8.4% 21.6% 6.9% 2.7% 5.0% 8.1% 6.3% 6.5% 6.5%

資本勘定繰入金 157,173 98,002 485,676 385,945 174,000 269,934 973,924 1,066,339 948,971
　 企業債元金 157,173 88,002 485,676 225,945 170,000 237,955 973,924 1,066,339 948,971
　 建設改良費 10,000 100,000 4,000 31,979
　 公立病院改革プラン経費
　 災害復旧費
　 その他 60,000

建設改良費上乗せ

　　合　　　　計 706,909 467,000 1,360,608 636,008 488,000 796,878 1,702,021 1,835,200 1,742,520

　　　研究研修費

　　　　資本費繰入収益（建設改良元金）

収益勘定繰入金の医業収益に占める割合

浅間総合
伊那中央病院

入
院

外
来

累積欠損金（剰余金）

令和元年度　近隣病院繰入金概要

昭和伊南 辰野 飯田市立 諏訪中央 岡谷市民

伊那中央病院

令和元年度　近隣病院決算比較表

単位
昭和伊南 辰野 飯田市立 諏訪中央 岡谷市民 浅間総合
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令和２年度経営改革プラン見直しの経過 

月  管理会議 経営改革プラン作成プロジェクトチーム 

７月  経営改革プラン作成プロジェクト

チーム規程承認（管理会議の下部

組織）、委員承認 

 

８月   第１回会議 

・規程・名簿の確認 

・新経営改革プラン策定にあたって 

・見直し担当部署について 

９月   第２回会議 

・新経営改革プランの検討 

 目次 ～ ３．上伊那医療圏の現状と課題 

第３回会議 

・新経営改革プランの検討 

 ４．伊那中央病院の現状と課題 

 (1)利用状況～(2)診療状況 

・SDGs 表示について 

10月 部署別計画、アクションプ

ランの見直しを各所属長

に依頼 

 第４回会議 

・新経営改革プランの検討 

 ４．伊那中央病院の現状と課題 

 (3)経営状況 

第５回会議 

・新経営改革プランの検討 

 ５．中長期計画(1)新公立病院改革ガイドラ

イン及び長野県地域医療構想を踏まえた取

組み～(4)施策の展開⑥ 

11月 部署別計画、アクションプ

ラン、予算要望のヒアリン

グ 

中間報告 第６回会議 

・新経営改革プランの検討 

 ５．中長期計画(4)施策の展開⑦ ～ ⑫ 

12月 部署別計画、アクションプ

ラン、予算要望のヒアリン

グ 

  

１月  経営改革プラン素案の検証 

経営改革プラン素案の決定 

第７回会議 

・新経営改革プランの検討 

４.伊那中央病院の現状と課題 

(2)診療状況 医療の質と安全性の向上 ～ 

感染対策 

５.中長期計画 (4)施策の展開 医療の質と

安全性の向上 ～ 感染対策 

・素案（第1稿）確認 

第８回会議 

・素案（第2稿）確認 

２月 病院運営審議会 

・経営改革プランの説明 

経営改革プラン、アクションプラ

ン、大規模事業計画の決定 

 

３月 組合定例議会全員協議会 

・経営改革プラン概略説明 
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